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第１章 計画策定の意義 

 

第１節 計画策定の趣旨 

 

第１項 策定の趣旨 

 この計画は、21世紀の超高齢社会の中、大阪府内の高齢者がその個性に応じて主体的

に暮らすことができる「安心して暮らせる社会」を築くことを目的に策定しています。 

 平成37（2025）年には、団塊の世代のすべてが後期高齢者(75歳以上)となり、大阪府

でも後期高齢者の人口の急増が見込まれるとともに、要介護・要支援認定者、認知症高

齢者、単身あるいは夫婦のみの高齢者世帯が大幅に増加する「都市型高齢化の進展」が

見込まれます。 

 この計画は、第５期計画（平成24年度～平成26年度）の理念や考え方を引き継ぐとと

もに、平成37年を見据え、高齢者が生きがいを感じ安心して生活を続けることができる

ように、高齢者の暮らしを地域全体で支える体制の整備に向けて、今後３年間に実施す

る取組みなどを定めています。 

 

第２項 計画の性格、法的位置づけ 

(1) 老人福祉計画及び介護保険事業支援計画 

都道府県は、老人福祉法に基づき市町村域を越えた広域的な見地から老人福祉事業

の供給体制の確保に関する「老人福祉計画」を、また、介護保険法に基づき介護保険

事業に係る保険給付の円滑な実施の支援に関する「介護保険事業支援計画」を定める

こととされています。 

２つの計画には、高齢者の安心した生活の確保という共通の目的があり、相互に連

携を図りながら施策を推進することが有効であることから、これらを一体のものとし

て作成することとされています。 

 

老人福祉法  

（都道府県老人福祉計画） 

第20条の９第１項 都道府県は、市町村老人福祉計画の達成に資するため、各市町村を通ず

る広域的な見地から、老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画（以下「都道府県老人

福祉計画」という。）を定めるものとする。 

第20条の９第５項 都道府県老人福祉計画は、介護保険法第118条第１項に規定する都道府県介

護保険事業支援計画と一体のものとして作成されなければならない。 
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(2) 総合確保方針に即した計画 

介護保険事業支援計画は、「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関

する法律」（以下、地域医療介護総合確保促進法という。）に基づき国が定める「地域

における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（以下、「総合確保方

針」という。）」に即した「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針」を踏まえて策定することとされています。 

また、総合確保方針に基づき定められる「医療及び介護の総合的な確保のための事

業の実施に関する計画」及び大阪府保健医療計画との整合を図っていきます。 

 

【総合確保方針等と大阪府高齢者計画との関係】 

 

          

                                  

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険法 

（都道府県介護保険事業支援計画） 

第118条第１項 都道府県は、基本指針に即して、３年を１期とする介護保険事業に係る保険

給付の円滑な実施の支援に関する計画（以下「都道府県介護保険事業支援計画」という。）

を定めるものとする。 

第118条第５項 都道府県介護保険事業支援計画は、老人福祉法第20条の９第１項に規定する都

道府県老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

 

 

 

            

 

 

 

 

《介護保険事業支援計画》 

・介護サービス量の見込み及び介護保険施設の入所定員総数 

・人材の確保等 

大阪府保健医療計画 

総合確保方針（地域医療介護総合確保促進法） 

・医療計画、介護保険事業（支援）計画の策定基本指針の基本的事項及び整合の確保 
・医療及び介護の総合的な確保のための事業の実施に関する計画の基本的事項 等 
  

《老人福祉計画》 

・老人福祉法に基づく施設の入所定員総数 

・老人福祉事業の供給体制の確保計画等 

大阪府高齢者計画 
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(3) 市町村老人福祉計画及び介護保険事業計画と大阪府高齢者計画 

市町村計画は、それぞれの地域における高齢者のニーズや保健・医療・福祉サービ

ス基盤の状況等に基づき、高齢者福祉サービスの目標量や介護サービス量の見込みを

定めるものです。 

一方、大阪府計画は市町村における目標量や見込み量をもとにして、広域的な観点

から施設整備、人材の養成・確保、介護サービス情報の公表などサービスの円滑な提

供を図るために必要な体制の整備について定めるものです。 

府では、市町村計画策定に際しての留意点をまとめた「第６期市町村高齢者計画策

定指針」を示し、市町村計画と大阪府計画との整合を図っています。 

 

※以下、介護保険制度に関する事項については、保険者である「くすのき広域連合」は「市町村」に含みます。 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

第２節 計画の基本理念 

「みんなで支え地域で支える高齢社会」 

この計画においては、高齢者の年齢や心身の状況に関わらず、可能な限り住み慣れた地

域で暮らし続けることができる地域包括ケアシステムの実現を目指し、そのために高齢者

が主体性をもって生活することができるよう、みんなで支え合う地域づくり、社会づくり

を行うことを基本理念とします。 

地域包括ケアシステムを実現するためのポイント 

・介護サービスの充実 

・在宅医療・介護連携の推進 

・認知症施策の推進 

・生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

・高齢者の居住安定に係る施策との連携 

 

＜市町村計画＞ 

サービスの種類ごとの量の見込み 

高齢者介護・福祉のサービスの目標や方針  

＜大阪府計画＞ 

広域施設の整備、人材の確保など広域的

観点から円滑な実施 

大阪府 

指 針 

国
指
針
（
介
護
保
険
計
画
） 

 

国
の
総
合
確
保
方
針 

協議・積み上げ 支援・調整 
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第３節 計画の基本視点 

すべての高齢者が必要なときに必要なところで、必要なサービスを享受しながら、いき

いきと暮らし続けることのできる社会を目指します。そのためには、利用者本位のサービ

ス提供、様々な生活上の課題を抱える高齢者への支援体制の強化とともに、高齢者がその

知識や経験を活かし、主体的な生活を送ることができる環境作りが重要です。 

施策の推進に当たっては、「大阪府人権尊重の社会づくり条例」を踏まえ、生活習慣・社

会環境・人生経験をはじめ、障がいの有無や、心身の状況等において多様性を持つ高齢者

が、等しく、かつ尊厳を持って必要なサービスや支援を享受できることが必要です。 

府では、このような認識と方針のもと、次の基本視点に立脚して施策を展開します。 

 

(1) 人権の尊重 

同和問題や障がい者、在日外国人、ハンセン病回復者等に係る人権上の諸問題を踏

まえ、すべての人の人権が尊重される豊かな社会づくりを進めなければなりません。 

このため、高齢者の個性を尊重し、高齢者が主体的に必要な情報やサービスを利用

できるよう、各種制度の周知からサービス利用に至るまでにおいて、きめ細かな取組

みが必要です。 

 

(2) 利用者本位の施策推進 

高齢者が必要なサービスを主体的に利用できるようにするためには、きめ細かな

制度周知とともに、サービス基盤の整備やサービスに携わる人材の養成・確保、身

近な地域における相談支援体制の充実が不可欠です。また、利用者のサービス選択

を支援するため、事業者の介護サービス情報の公表や事業内容等の評価を通じてサ

ービスの質の向上を図ることが求められます。 

 

(3) 地域包括ケアシステムの構築と人材の確保 

住み慣れた地域での暮らしを希望する高齢者が、できる限り生活の場を変えるこ

となく、必要な医療や介護などのサービスを受けながら生活を続けることができる

仕組み作りが求められます。 

高齢者の生活を地域で支えるためには、医療、介護、介護予防、生活支援、住ま

いの各サービスが切れ目なく一体的に提供される地域包括ケアシステムを構築する

ことが重要です。 

また、そのために医療と介護の連携の推進や、医療、看護、介護など専門的な人

材の確保が必要です。 

 

(4)  認知症施策の推進 
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認知症施策の充実を重点施策と位置付け、国の認知症対策５か年計画(オレンジプ

ラン)に基づき、認知症やその疑いがある高齢者及びその家族に早期に適切な支援が

できるような体制を作ることが必要です。 

 

(5) 市町村による主体的な施策展開と府との連携強化 

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みは市町村の責務であることから、府

として市町村を支援するため、高齢者の暮らしを支える各サービスの充実や地域包

括ケアシステムの中核的な役割を担う地域包括支援センターの機能強化が必要です。 

 

(6) 介護保険制度を維持し、充実する取組み 

介護保険サービスの確保と費用負担の公平化を図ることは、制度の信頼感を高める

ことにつながります。また、介護給付の適正化を進めていくことが制度を維持するた

めに重要です。 

 

第４節 計画の策定体制  

この計画は、府関係部局で構成する「大阪府高齢者保健福祉施策推進会議」で検討を行

い、さらに、保健、医療、福祉等の専門家や学識経験者などで構成する「大阪府高齢者保

健福祉計画推進審議会」における審議を経て策定しました。 

また、市町村とともに「計画見直しワーキングチーム」を設置し、計画策定に当たって

の課題等を協議するとともに、高齢者保健福祉圏ごとに「圏域調整会議」を開催して市町

村域を越えた広域的な調整を図りました。 

併せて、パブリックコメントを実施し、府民から寄せられた意見も踏まえて計画を策定

しました。 

 

第５節 関係計画等との関係 

この計画は、「将来ビジョン・大阪」の分野別計画として位置付けられるものです。 

また、本計画の策定に当たっては、「大阪府人権施策推進基本方針」、「第２次大阪府健康

増進計画」、「第３期大阪府地域福祉支援計画」、「大阪府保健医療計画」、「第二期大阪府が

ん対策推進計画」、「第２期大阪府医療費適正化計画」、「第４次大阪府障がい者計画」、「第

４期大阪府障がい福祉計画」、「大阪府住宅まちづくりマスタープラン」、「大阪府高齢者・

障がい者住宅計画」等、保健・医療・福祉はもとより幅広い分野における各種計画等との

連携を図っています。 

さらに、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律（以下、総合確保推進法という）。」により新たに医療計画に定めることとさ

れた、地域医療構想との整合を図ります。 
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第６節 計画期間  

この計画は、団塊の世代が後期高齢者となる平成37年を見据え、平成27年度から平成29

年度までの３年間を計画期間とします。また、平成29年度中に見直しを行い、次期計画は、

平成30年度から平成32年度までの３年間の計画として策定します。 

なお、市町村計画についても同一の期間となります。 

 

第７節 計画の進行管理  

毎年度ごとに計画の進捗を把握し、大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会に報告します。 

【計画の期間】 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

平成 

32 年度 

平成 

33 年度 

平成 

34 年度 

平成 

35 年度 

平成 

36 年度 

平成 

37 年度 

平成 

38 年度 

            第 9 期計画 

            大阪府 

高齢者計画          第 8 期計画 

         大阪府 

高齢者計画 

   

      第 7 期計画    

      大阪府 

高齢者計画 

      

   第 6 期計画       

   大阪府 

高齢者計画 

         

第 5 期計画          

大阪府 

高齢者計画 

            

            

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画 
2025年  
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第８節  高齢者保健福祉圏の設定 

第１項 高齢者保健福祉圏の考え方 

広域的な観点から高齢者保健福祉圏を設定し、原則として圏内でサービスの完結を目

指し、介護保険施設等の適正配置に努めます。 

 

第２項 高齢者保健福祉圏の設定 

高齢者保健福祉圏は、保健・医療・福祉の連携を図る観点から府保健医療計画に定め

る二次医療圏（一般的な保健医療サービスが完結的に提供される地域的単位）及び大阪

府地域医療介護総合確保計画（基金事業）に定める医療介護総合確保区域と合致させる

こととし、次の８圏とします。 

 

圏 名 市  町  村 

大 阪 市 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 大阪市 

豊 能 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 豊中市、池田市、吹田市、箕面市、豊能町、能勢町 

三 島 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 高槻市、茨木市、摂津市、島本町 

北 河 内 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 

中 河 内 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 八尾市、柏原市、東大阪市 

南 河 内 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 
富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、 

太子町、河南町、千早赤阪村 

堺 市 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 堺市 

泉 州 高 齢 者 保 健 福 祉 圏 
岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、 

阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町 

 

第３項 高齢者保健福祉圏ごとの調整 

府と圏内の市町村で構成する圏域調整会議において、介護保険施設等の整備状況やサ

ービスの必要量等を踏まえ施設等の整備計画に関する調整を行います。また、必要に応

じて圏域間の調整を行います。 
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【高齢者保健福祉圏図】 
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第２章 高齢者の現状と将来推計 

 

第１節 高齢者の現状 

第１項 人口構造 

国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口によると、全国の高齢

者（65歳以上）人口は、平成 22年では 2925万人でしたが、平成 37年には 3657 万人

に増加します。一方、15歳～64歳の生産年齢人口は、平成 22 年では 8103 万人だった

のが、平成 37年には 7085万人に減少します。そのため、高齢化率は、平成 22年では

22.8％でしたが、平成 37年には 30.3％になります。 

また、75 歳以上の後期高齢者数は平成 22 年では 1407 万人でしたが、平成 37 年に

は 2179万人になると予測されています。 

 

 

 

 

【全国の人口推移】 
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 同様に、大阪府の 65歳以上人口は、平成 22年では 196 万人でしたが、平成 37 年

には 246万人に増加します。一方、15歳～64歳の生産年齢人口は、平成 22年では 565

万人だったのが、平成 37年には 505 万人に減少します。そのため、高齢化率は、平成

22年では 22.1％でしたが、平成 37年には 29.2％になります。 

また、後期高齢者数は平成 22 年では 83 万人でしたが、平成 37年には 153 万人にな

ると予測されており、全国平均以上の増加率となります。 

 

 

【大阪府の人口推移】 
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国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所の推計値により高齢化率を圏域別でみ

ると、平成 27年は、南河内圏域が 28.4％と最も高く、平成 37 年には 32.3％になると

予測されています。 

また、次に高いのは中河内圏域で平成 27 年が 28.1％、平成 37 年には 30.8％になる

と見込まれます。 

  

平成 22年 
  

               平成 27年 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

                                  

平成 37年 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市町村別高齢化率の推移】 

 

泉州 

南河内 

中河内 

北河内 

三島 

豊能 

大阪市 

堺市 

 

 

泉州 

南河内 

中河内 

北河内 

三島 

豊能 

大阪市 

堺市 

 

30％以上 35％未満 

20％以上 25％未満 
20％未満 

25％以上 30％未満 

35％以上 

  

泉州 

南河内 

中河内 

北河内 

三島 

豊能 

大阪市 

堺市 
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【圏域別高齢化率】 

（単位：人）

総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率 総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率 総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率

府合計 8,865,245 5,648,070 1,962,748 22.1% 8,808,282 5,370,289 2,345,351 26.6% 8,410,039 5,048,274 2,457,235 29.2%

大阪市 2,665,314 1,734,432 598,835 22.5% 2,663,783 1,664,750 701,416 26.3% 2,553,167 1,570,661 726,306 28.4%

豊 能 1,012,902 655,933 215,364 21.3% 1,007,617 618,639 258,286 25.6% 968,191 582,846 277,862 28.7%

三 島 744,836 477,353 159,284 21.4% 749,034 452,543 193,957 25.9% 730,980 436,085 207,374 28.4%

北河内 1,185,935 748,856 262,014 22.1% 1,172,288 703,609 323,304 27.6% 1,108,862 650,837 341,621 30.8%

中河内 855,766 522,097 193,025 22.6% 837,620 503,358 235,448 28.1% 779,398 461,447 240,073 30.8%

南河内 636,008 399,148 148,908 23.4% 619,835 368,517 176,023 28.4% 574,652 331,287 185,578 32.3%

堺 市 841,966 531,324 189,318 22.5% 841,587 503,059 224,864 26.7% 814,289 486,525 231,357 28.4%

泉 州 922,518 578,927 196,000 21.2% 916,518 555,814 232,053 25.3% 880,500 528,586 247,064 28.1%

資料：総務省「国勢調査」 国立社会保障・人口問題研究所 「将来人口推計」

総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率 総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率 総数 15～64歳 65歳以上 高齢化率

大阪府 8,865,245 5,648,070 1,962,748 22.1% 8,808,282 5,370,289 2,345,351 26.6% 8,410,039 5,048,274 2,457,235 29.2%

大阪市 2,665,314 1,734,432 598,835 22.5% 2,663,783 1,664,750 701,416 26.3% 2,553,167 1,570,661 726,306 28.4%

豊中市 389,341 249,138 85,676 22.0% 387,855 236,194 100,364 25.9% 372,894 224,895 104,989 28.2%

池田市 104,229 67,083 22,777 21.9% 102,460 62,468 27,055 26.4% 96,771 57,785 28,686 29.6%

吹田市 355,798 234,339 69,823 19.6% 355,111 223,373 84,693 23.8% 343,578 212,381 92,465 26.9%

箕面市 129,895 84,302 27,850 21.4% 131,013 79,261 34,701 26.5% 128,442 75,385 39,042 30.4%

豊能町 21,989 13,800 6,054 27.5% 20,512 11,203 7,753 37.8% 17,564 8,048 8,562 48.7%

能勢町 11,650 7,271 3,184 27.3% 10,666 6,140 3,720 34.9% 8,942 4,352 4,118 46.1%

高槻市 357,359 224,840 82,863 23.2% 358,819 212,874 98,675 27.5% 349,044 205,959 102,633 29.4%

茨木市 274,822 178,978 53,491 19.5% 278,174 171,196 66,864 24.0% 275,228 166,418 74,305 27.0%

摂津市 83,720 54,930 16,738 20.0% 82,345 50,603 20,688 25.1% 78,303 47,399 21,748 27.8%

島本町 28,935 18,605 6,192 21.4% 29,696 17,870 7,730 26.0% 28,405 16,309 8,688 30.6%

守口市 146,697 91,736 35,832 24.4% 143,624 86,628 40,620 28.3% 134,053 81,221 39,444 29.4%

枚方市 407,978 258,162 86,742 21.3% 407,709 243,131 112,583 27.6% 391,948 222,951 127,101 32.4%

寝屋川市 238,204 149,989 55,011 23.1% 232,864 137,877 68,098 29.2% 215,701 123,592 70,987 32.9%

大東市 127,534 82,090 26,415 20.7% 126,337 77,707 32,169 25.5% 120,230 73,485 33,369 27.8%

門真市 130,282 83,053 29,774 22.9% 127,530 77,809 34,717 27.2% 118,735 72,948 33,778 28.4%

四條畷市 57,554 34,629 11,623 20.2% 57,209 33,968 15,143 26.5% 54,751 32,587 15,734 28.7%

交野市 77,686 49,197 16,617 21.4% 77,015 46,489 19,974 25.9% 73,444 44,053 21,208 28.9%

八尾市 271,460 164,070 62,524 23.0% 266,577 158,861 74,470 27.9% 249,791 148,389 74,636 29.9%

柏原市 74,773 48,661 15,900 21.3% 72,376 44,778 18,927 26.2% 66,638 40,050 19,921 29.9%

東大阪市 509,533 309,366 114,601 22.5% 498,667 299,719 142,051 28.5% 462,969 273,008 145,516 31.4%

富田林市 119,576 76,515 26,173 21.9% 115,330 70,691 31,501 27.3% 105,152 60,972 34,654 33.0%

河内長野市 112,490 70,200 28,153 25.0% 108,004 62,414 33,772 31.3% 97,465 52,102 36,712 37.7%

松原市 124,594 77,488 29,905 24.0% 121,365 72,097 34,437 28.4% 112,196 66,747 33,973 30.3%

羽曳野市 117,681 73,221 27,678 23.5% 115,674 68,391 32,355 28.0% 108,798 63,742 33,345 30.6%

藤井寺市 66,165 41,754 15,013 22.7% 65,702 39,689 17,370 26.4% 62,967 37,747 18,065 28.7%

大阪狭山市 58,227 36,892 12,915 22.2% 57,846 34,230 15,886 27.5% 55,388 31,594 17,580 31.7%

太子町 14,220 8,988 3,003 21.1% 13,870 8,422 3,611 26.0% 12,912 7,664 3,935 30.5%

河南町 17,040 10,567 4,190 24.6% 16,453 9,747 4,835 29.4% 15,019 8,546 5,055 33.7%

千早赤阪村 6,015 3,523 1,878 31.2% 5,591 2,836 2,256 40.4% 4,755 2,173 2,259 47.5%

堺市 841,966 531,324 189,318 22.5% 841,587 503,059 224,864 26.7% 814,289 486,525 231,357 28.4%

岸和田市 199,234 124,918 43,834 22.0% 195,882 118,659 50,034 25.5% 185,439 111,747 51,673 27.9%

泉大津市 77,548 49,570 15,344 19.8% 76,516 47,355 18,261 23.9% 73,012 45,005 19,296 26.4%

貝塚市 90,519 56,486 19,494 21.5% 89,668 54,191 22,192 24.7% 85,852 51,943 23,153 27.0%

泉佐野市 100,801 64,209 21,761 21.6% 100,927 62,609 24,947 24.7% 98,013 61,019 26,060 26.6%

和泉市 184,988 116,274 34,510 18.7% 188,502 116,553 44,382 23.5% 187,821 113,473 51,088 27.2%

高石市 59,572 37,192 13,446 22.6% 58,014 34,550 15,530 26.8% 54,168 32,041 15,886 29.3%

泉南市 64,403 39,510 14,566 22.6% 63,654 37,262 17,023 26.7% 60,774 35,585 17,595 29.0%

阪南市 56,646 35,721 12,726 22.5% 55,283 32,800 15,447 27.9% 51,298 28,983 16,875 32.9%

忠岡町 18,149 10,748 4,112 22.7% 18,204 10,687 4,893 26.9% 17,699 10,545 4,931 27.9%

熊取町 45,069 29,172 9,133 20.3% 45,136 27,209 11,596 25.7% 43,785 25,597 12,999 29.7%

田尻町 8,085 4,977 1,733 21.4% 8,275 4,947 1,920 23.2% 8,380 5,124 1,950 23.3%

岬町 17,504 10,150 5,341 30.5% 16,457 8,992 5,828 35.4% 14,259 7,524 5,558 39.0%

資料：総務省「国勢調査」 国立社会保障・人口問題研究所 「将来人口推計」

市町村
平成22年(国勢調査数値） 平成27年(推計値） 平成37年(推計値）

圏域名
平成22年(国勢調査数値） 平成27年(推計値） 平成37年(推計値）
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第２項 高齢化の要因 

高齢化の要因としては、平均寿命の延伸による 65歳以上人口の増加、出生数の減少

といった全国的な状況に加え、府固有の要因として、高度成長期に流入した団塊の世

代が高齢期を迎えたこと、及び、生産年齢層の流出が続いていることなどが挙げられ

ます。 

 

○出生と死亡 

 大阪府の出生数は、第２次ベビーブーム（昭和 46～48 年）頃をピークとして減

少傾向にあります。また、合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に産むと推計さ

れる平均子ども数）が、人口が増減せずに均衡する上で必要とされる 2.07 を大き

く下回る 1.31(平成 24年度)となっています。 

 一方、大阪府の死亡数は、高齢者数の増加に伴い、長期的に微増が続いています。 

また、大阪府の平均寿命は、平成 22 年で、男 78.99 歳、女 85.93 歳と、全国よ

り低いものの年々伸びています。 

0
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100,000
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160,000

180,000

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

出生数（人）

出生数

死亡数

【出生数と死亡数の推移】

厚生労働省 人口動態統計
 

【合計特殊出生率の推移】 （歳）
平成22年 平成23年 平成24年 平成2年 平成7年 平成12年 平成22年

大阪府 1.33 1.30 1.31 大阪府 75.02 75.9 76.97 78.99

全 国 1.39 1.39 1.41 全 国 75.92 76.38 77.72 79.59

資料：厚生労働省 人口動態統計 大阪府 81.16 82.52 84.01 85.93

全 国 81.9 82.85 84.6 86.35

資料：厚生労働省 生命表

男性

女性

【平均寿命】

 

○人口構造の変化 

大阪府の人口を 5 歳階級別の人口ピラミッドでみると、「昭和 55 年」には団塊の

世代（昭和 22 年～24 年生まれ 第１次ベビーブーム世代）が生産年齢(15 歳～64

歳)となり、大きな構成比を占めています。 

 昭和 55年から 30 年経過した「平成 22 年」では、団塊の世代が 60～64歳に、団



第 2章 高齢者の現状と将来推計 

 

- 18 - 
 

塊の世代ジュニアが 35歳から 39歳の層で人口が多く、偏在しています。 

 平成 22 年から 15 年経過した平成 37 年の人口構造を国立社会保障・人口問題研

究所の将来推計でみると、団塊の世代は 75歳～79歳になっています。また、長寿

化によって、80歳以上が多くなっています。 

 

資料：国勢調査  社会法相・人口問題研究所 将来人口推計

昭和55年（大阪府） 平成22年（大阪府） 平成37年（大阪府）

0～4
5～9

10～14
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20～24
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35～39
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50～54
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75～79

80歳以上
男 女

0～4
5～9

10～14

15～19
20～24

25～29
30～34

35～39
40～44

45～49

50～54
55～59

60～64
65～69

70～74
75～79

80歳以上 男 女

0～4
5～9

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79

80歳以上

男 女

 

○転入と転出のバランス 

 大阪府への人口の流入状況を見ると、昭和 45年頃以降、平成７年を除いて、転出

傾向が続いていましたが、近年、わずかながら転入超過になっています。 

 平成 25年の転出入状況を見ると、15歳～20歳代後半では転入超過ですが、30 歳

～40歳頃では転出超過となっています。 

なお、高齢期を見ると、60歳前後で転出超過になりますが、70歳以降は、転入数

と転出数が均衡した状況にあります。 



第 2章 高齢者の現状と将来推計 

 

- 19 - 
 

第３項 高齢者世帯の状況 

大阪府における高齢者のいる一般世帯（施設等の入所者等以外の世帯）は、平成 22

年では 134万 5444世帯ですが、平成 37年には 146 万 7121 世帯になると推計されてい

ます。 

高齢者の単身世帯の増加が顕著ですが、とりわけ 75歳以上の単身高齢者世帯は、平

成 22年では 21万 2430世帯でしたが、平成 37年には 40万 6304 世帯となり、倍増す

ると推計されます。 

 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

475,291 547,586 628,378 766,630 939,894 1,142,131 1,345,444 1,423,529 1,491,041 1,467,121

71,497 97,727 133,143 182,899 255,107 340,910 432,816 548,035 600,523 612,997

20,730 33,449 52,004 73,351 108,318 157,111 212,430 283,231 347,446 406,304

73,391 98,705 132,509 185,118 252,263 325,214 387,712 465,153 475,517 454,748

資料 国勢調査、国立社会保障、人口問題研究所 将来推計  

高齢夫婦世帯

実    数 推計値

一般世帯(65歳以上の世帯員を含む）

65歳以上単身世帯総数

(再掲）75歳以上世帯

 

 

 

 

 
 

第４項 高齢者のいる一般世帯の住宅の状況  

国勢調査によると、大阪府における平成 22 年の高齢者のいる一般世帯の住宅の所有

関係は、持ち家に住む世帯が 67.1％、次いで民営の借家 18.5％、公営の借家 9.7％の

順となり、都市機構・公社等を含めた借家に住む総世帯は 32.1％となっています。 

バリアフリーの状況では、65 歳以上の高齢者が暮らす住宅のうち 60.9％が「高齢者

のための設備がある」となっています。 

【大阪府における高齢者のいる一般世帯の状況】 

実数 推計 

資料：国勢調査 国立社会保障・人口問題研究所 将来推計 

【大阪府における高齢者のいる一般世帯の状況】 
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【大阪府における高齢者のいる一般世帯の住宅所有関係別世帯数】 

平成12年 平成17年 平成22年 平成12年 平成17年 平成22年 12～17年 17～22年 12～17年 17～22年

937,213 1,139,541 1,341,743 100.0% 100.0% 100.0% 202,328 202,202 21.6% 17.7%

930,320 1,131,614 1,330,958 99.3% 99.3% 99.2% 201,294 199,344 21.6% 17.6%

618,131 755,685 899,846 66.0% 66.3% 67.1% 137,554 144,161 22.3% 19.1%

312,189 375,929 431,112 33.3% 33.0% 32.1% 63,740 55,183 20.4% 14.7%

公営の借家 90,132 113,250 129,647 9.6% 9.9% 9.7% 23,118 16,397 25.6% 14.5%

公団・公社の借家 31,188 42,315 48,312 3.3% 3.7% 3.6% 11,127 5,997 35.7% 14.2%

民営の借家 186,232 216,254 248,568 19.9% 19.0% 18.5% 30,022 32,314 16.1% 14.9%

給与住宅 4,637 4,110 4,585 0.5% 0.4% 0.3% -527 475 -11.4% 11.6%

6,893 7,927 10,785 0.7% 0.7% 0.8% 1,034 2,858 15.0% 36.1%間借り

住宅の所有の関係

住宅に住む高齢者のいる
一般世帯

主世帯

割合（％）世帯数 増減率増減数

持ち家

借家

 

 

【高齢者が居住する住宅のバリアフリー状況】 （％）

高齢者等のための設備がある

27   大    阪    府

65歳以上の世帯員のいる主世帯総数 100.0 60.9 51.0 26.7 18.0 18.1 17.2 38.6 90.6 8.9

 専用住宅 100.0 60.8 50.6 26.9 18.3 18.4 17.4 38.7 90.7 8.8

   一戸建 100.0 67.5 60.9 31.5 16.4 15.8 12.8 32.1 93.0 6.6

   長屋建 100.0 53.6 46.7 17.0 3.9 9.3 12.4 45.0 74.5 24.2

   共同住宅 100.0 52.6 36.7 22.3 24.1 24.1 24.9 46.9 90.7 8.8

   その他 100.0 75.0 68.8 25.0 12.5 12.5 12.5 25.0 93.8 6.3

 店舗その他の併用住宅 100.0 65.4 59.8 23.6 10.6 10.4 14.1 34.2 89.0 10.6
資料：総務省 平成25年住宅土地統計調査

高齢者等の
ための設備
はない

高齢者等のための設備状況

あ り
総 数

またぎやす
い高さの
浴槽

廊下などが
車いすで通
行可能な幅

段差のない
屋内

道路から玄
関まで車い
すで

通行可能

手すりが
ある

な し
総 数

洋式トイレの有無

 
 

 

 

第５項 認知症高齢者の推計 

 大阪府の高齢者数が平成 24年の 210万人から平成 37年の 246万人へと増加するの

に比例して、認知症高齢者数は平成 24年の 31万人から平成 37年には 42万人に増加

すると見込まれます。 

 これは、平成 27年に公表された認知症の有病率（高齢者のうち認知症の人の割合）

を基に、高齢者人口（国立社会保障・人口問題研究所による）を乗じて推計した数値

です。 
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【大阪府の認知症高齢者の推移】 

(千人）

平成24年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年

総人口 8,856 8,808 8,649 8,410 8,118

高齢者人口 2,099 2,345 2,467 2,457 2,476

認知症高齢者数 315 368 424 467 515

有病率 15.0% 15.7% 17.2% 19.0% 20.8%

※有病率は、「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究（九州大学）」による速報値。

  総務省人口推計、国立社会保障・人口問題研究所による高齢者人口推計値に当該比率を乗じて推計した。  
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第３章 施策の推進方策   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  地域包括ケアシステム構築のための支援            

(1) 地域包括支援センターの機能強化と地域ケア会議の充実  
(2) 医療・介護連携の推進  
(3) 地域の支え合い体制の整備   
(4) 地域における自立した日常生活の支援  
(5) 権利擁護の推進  

 
 

２  認知症高齢者等支援策の充実                 

(1) 医療との連携、認知症への早期対応の推進  
(2) 認知症に対する理解の促進と支援体制の構築  
(3) 認知症医療・介護の人材育成  

  
 

３  安全、安心、快適に暮らせる住まいとまちづくり        

(1) 住まいとまちづくりに関する施策の推進  
(2) 災害時における高齢者支援体制の確立  

[施策の体系] 

本章では、平成 37（ 2025）年を見据え、地域包括ケアシステムの構築

に向けて、以下の重点取組みをはじめ、府が今後３年間に実施する取組

みを体系的に取りまとめています。  

府は、個々の市町村だけでは対応することが困難であったり、非効率

であると考えられる広域的・専門的な施策に取り組むとともに、市町村

の自主性を尊重しながら、市町村における地域包括ケアシステム構築に

向けた取組みを支援します。  

 

＜第６期計画の重点取組み＞  

１  医療と介護の連携による在宅生活の支援  

・多職種によるネットワークの構築、認知症の早期発見  など  

２  地域における互助の促進と健康づくり・生きがいづくり  

・地域住民による生活支援サービスの提供、住民運営の通いの場の充

実  など  

３  高齢者を支えるサービス基盤の充実  

・サービスを提供する人材の確保、介護保険制度の適切な運営  など  
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４  健康づくり・生きがいづくり                 

(1) 新しい介護予防事業の実施   
(2) 健康づくり  
(3) 社会参加の促進  
(4) 雇用・就業対策の推進  

 
 

５  利用者支援の推進                      

(1) 制度周知等の推進     
(2) 相談・苦情解決体制の充実   
(3) 個々の高齢者等の状況に配慮したサービスの提供  
(4) 不服申立ての審査    

 
 

６  介護保険事業の適切な運営                  

(1) 適切な要介護認定  
(2) 介護サービス等の質の向上  
(3) サービス事業者への指導・助言  
(4) 介護保険制度の適切な運営  
(5) 介護保険の持続可能性を高める取組み  

 
 

７  福祉・介護サービス基盤の充実                

(1) 居宅サービスの基盤の充実    
(2) 地域密着型サービスの普及促進   
(3) 施設基盤の充実   
(4) 在宅医療、看護、介護の人材の育成、確保   
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第１節  地域包括ケアシステム構築のための支援               

 

 第１項  地域包括支援センターの機能強化と地域ケア会議の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  各市町村において地域包括支援センターの設置が進んでいます。  

＜地域包括支援センターの設置状況＞  

  平成 23年 4月： 204ヶ所（直営型： 19ヶ所  委託型： 185ヶ所）  

  平成 27年 1月： 254ヶ所（直営型： 18ヶ所  委託型： 236ヶ所）  

○   府内では、委託型の地域包括支援センターが全体の 93％を占めています。

委託にあたり、市町村は業務の具体的な運営方針を示すことが必要です。  

○   地域包括支援センターの業務運営は、要支援者に対するケアプランの作

成などの業務負担が大きく、総合相談やケアマネジメント業務に十分に取

り組めていないとの声があります。  

○  地域ケア会議の実施にあたっては、多職種の参加のもと、個別ケースの

課題分析と、介護支援専門員のケアマネジメント力の向上を図るとともに、

個別課題の検討の積み重ねによって、地域課題の発見、資源開発などの政

策形成につなげることが重要です。  

【施策の方向】  

(1) 地域包括支援センターの機能強化  

○  地域包括支援センターに適正な人員の配置を行うなど、機能を強化する  

◆   地域包括支援センターは、地域包括ケアシステム構築にあたり中核

的な役割を担うことから、市町村との緊密な連携のもと、適切な運営

を確保することが必要です。このため、地域包括支援センターの機能

強化とセンター職員の資質向上に取り組むとともに、地域の住民等に

センターの役割を周知します。  

◆  医療・福祉関係者など多職種が参加し、個別課題の検討を通じて地域課題

の発見や政策形成につなげることを目的とする「地域ケア会議」の充実・強化を

図ります。  
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よう市町村に助言します。  

○  地域包括支援センター間の総合調整、他のセンターの後方支援等を行う

基幹型センターの設置、センター間の役割分担と連携強化など、効果的・

効率的な運営が図られるよう市町村に助言します。  

○  市町村と地域包括支援センターとの役割分担を明確にし、委託する場合

には、具体的な委託方針を示すとともに、運営を評価するよう助言します。  

○  地域包括支援センターの役割や運営状況に関する情報を情報公表制度  

で公表するよう助言します。  

(2) 地域包括支援センター職員の資質向上  

○  施策別（認知症対策・高齢者虐待対応・介護予防・医療と介護の連携

等）研修などを実施し、地域包括支援センター職員の資質の向上を図りま

す。  

(3) 地域ケア会議の開催によるネットワークの充実  

○  地域で実績や経験を有する機関のほか、多様な支援者との連携を図るよ

う市町村に対して助言します。  

  ○  地域ケア会議の充実及び強化を図るため、会議での助言等を行う専門

家（リハビリテーション職等）の活用を支援します。  

 

 



第３章 施策の推進方策 

- 29 - 
 

  

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備と  
を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた手法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○多職種共同による個別ケース（困難事例等）の支援を通じ、以下を行う  
  ・支援ネットワークの構築  
  ・自立支援に資するケアマネジメント  
  ・地域課題の把握  

地域包括支援センターの業務  

総合相談支援業務  

権利擁護業務  

行政機関、保健所、

医療機関、介護事業

所、自立相談支援機

関など必要なサービ

スにつなぐ  

制度横断的支援  

相談を幅広く受け入れる  

高齢者虐待への対応、成

年後見制度の活用促進  

地域ケア会議の充実  

困難事例、地域課題を

多職種で検討する  

包括的継続的ケアマネジメント支援  

ケアマネジャーへの日常的相

談、困難事例への助言  

総合事業サービスの  

ケアマネジメント  

介護予防支援  

要支援者のケアプラン

作成（予防給付）  

社会福祉士等  

チームアプローチ  

主 任 ケ ア マ
ネジャー等  

保健師等  

地域ケア会議  

地域包括支援センターでの開催  

会議の主な構成員  

自治体、地域包括支援セン

ター、医師、歯科医師、薬

剤 師 、 管 理 栄 養 士 、 看 護

師、ＯＴ、ＰＴ、ＣＳＷ、

介護支援専門員、介護事業

所、民生委員・児童委員な

ど  
市町村での開催（基盤整備・政策形成）  

地域課題の把握  

地域づくり・資源開発  

介護予防ケアマネジメント  
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【主な取組み】  

 

○  地域包括支援センターの機能強化に向けた支援  

 ・研修会やワークショップ等の開催により、好事例を紹介するなど、

地域包括支援センターの設置者である市町村が、円滑に業務運営を

図れるよう支援  

 ・施策別研修（認知症対策・高齢者虐待対応・介護予防・医療と介護

の連携等）等の実施による地域包括支援センター職員の資質向上支

援  

 

○  地域包括支援センターの業務の改善支援  

・  市町村とともに課題を検討する地域包括ワーキング等を通じた業

務改善に向けた課題把握及び課題に対応するための方策検討、事業

のフローチャート等作成検討  

    ３回／年  

 

○  地域包括ケアシステムの構築に向けた地域ケア会議充実を図るため

の支援  

・  市町村又は地域包括支援センターにおいて実施される地域ケア会議

等に広域支援員や専門職員（大学教授、医療系専門職等）を派遣  
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第１節  地域包括ケアシステム構築のための支援    

 

第２項  医療・介護連携の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○   高齢化の進展に伴い、慢性疾患、複数の疾病を抱える高齢者、リハビリ   

テーションを要する高齢者が増加することから、在宅医療サービスの供給

量の拡充、在宅医療の質の向上・効率化、在宅療養者の後方支援ベッドの

確保など、地域における質の高い医療の確保や基盤の整備が課題となって

います。   

○   市町村（地域包括支援センター）が在宅医療連携拠点機能の中心的役割

を果たす郡市区医師会等（歯科医師会、薬剤師会を含む）との連携を密に

し、医療と介護の連携の仕組みを構築することが課題となっています。  

○   在宅療養やターミナルケア（終末期ケア）等に対応するため、かかりつ

け医の確保、介護関係者と在宅療養支援診療所や在宅療養支援病院等との

連携など、 24時間 365日在宅医療・介護提供体制の構築が必要となってい

ます。  

◆   高齢化の進展に伴い、医療ニーズの高い高齢者の増加が予測される

ことから、急性期から在宅医療まで切れ目なく、また、症状の急変等

にも対応できる医療サービスを提供する体制を地域において構築する

とともに、市町村（地域包括支援センター）が、在宅医療連携拠点機

能の中心的役割を果たす郡市区医師会等との連携を密にし、医療と介

護の連携の仕組みを構築することが求められています。  

 

◆   このため、在宅医療の充実と医療・介護の連携強化を図るための取

組みを進めます。  

 

◆   取組みにあたっては、地域医療介護総合確保基金の活用を図りま

す。  
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○  病院中心の医療から地域・在宅へと円滑に移行するためには、訪問看護

師の確保と定着及び質の向上が求められる中、訪問看護ステーションの多

くは小規模であり、機能強化や体制強化への支援が求められています。  

○   高齢者にとって、口腔機能の低下は、誤嚥性肺炎の発症、低栄養の要因

となることから、「かかりつけ歯科医」の普及、口腔保健の推進が求めら

れています。  

○   一般に、高齢者は薬物代謝機能が低下しているため、かかりつけ薬局で

は、薬歴管理やお薬手帳を活用することにより、薬の重複等の点検や副

作用の確認を行うなど、適切な服薬指導が求められています。  

また、救急搬送や災害時においては、正確な患者の服薬情報を得るこ

とにより、速やかに適切な医療を提供することが必要です。  

【施策の方向】  

(1) 在宅医療の充実  

○  急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を地域におい

て効果的かつ効率的に提供する体制整備を支援し、在宅医療を担う医療機

関の増加、医療従事者の確保と資質の向上をめざします。  

○  看護師養成所に対する支援や潜在的な看護師の掘り起こし等、訪問看護

師の確保・養成、訪問看護に従事する看護職員の資質の向上、訪問看護ス

テーションの機能強化、体制強化及び医療機関相互の連携強化などの取組

みを行います。  

○  訪問歯科診療、口腔の健康管理を担う「かかりつけ歯科医」の普及を図

るとともに、市町村・保健所・医療機関・介護施設等相互の連携・強化の

推進を支援します。  

○  地域医療に貢献する「かかりつけ薬局」の普及を図るとともに、無菌製

剤調整設備の整備を図る等、薬局が在宅医療へ参画するための方策を推進

していきます。  

(2) 医療と介護の連携強化   

○  医療と介護の連携を推進するため、地域ケア会議等において、地域包括

支援センターを中心として在宅医療を担う病院、診療所（かかりつけ医・
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かかりつけ歯科医）、かかりつけ薬局・薬剤師、栄養士、訪問看護ステー

ション、ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）、介護支援専門員、

介護事業所などにおける情報を共有するとともに、これらの役割や機能分

担により、ネットワークを構築できるよう、市町村を支援します。  

○  病院主治医、かかりつけ医、退院調整看護師、医療ソーシャルワーカー、

介護支援専門員、訪問看護師等の職種間連携による退院調整の円滑な実施

や退院前カンファレンスができるように市町村に働きかけます。  

○  介護関係者が医療情報を十分理解し、訪問看護やリハビリテーション等

の医療サービスをケアプラン等に活用していくため、介護支援専門員を対

象とした「医療と介護の連携」に関する研修の開催、好事例情報の提供等

によって市町村の取組みを支援します。  

○  患者が安心して治療を受けられるよう、地域連携クリティカルパスをツ

ールとして活用し、複数の医療機関が役割を分担する医療連携体制の推進

を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

  

  ○   地域医療介護総合確保基金の活用  

  ・在宅医療に取り組む診療所等を増やす活動をする人材を配置する地

区医師会を支援  

・在宅歯科医療に関わる保健・医療機関相互の連携・確保を図り、訪

問歯科診療に必要とされるポータブル診療機器整備を支援  

・薬局・薬剤師への無菌調剤に係る研修を実施  

・夜間等における緊急時の訪問や重症度の高い患者の受入れ等ができ

るよう、訪問看護ステーションの相互連携事業を支援  

・訪問看護師の人材確保や資質向上、定着を支援  

○  医療と介護の連携に関する情報提供  

○  医療と介護の連携方策を検討する市町村ワーキングチームの設置  

○  「医療と介護の連携に関する手引き（平成 22年３月地域リハビリテ

ーション推進委員会作成）」を市町村や地域包括支援センター職員等に

周知  
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○  府内の市町村が介護保険法上の在宅医療・介護連携推進事業を平成

30年 4月までに円滑に実施できるよう市町村への支援を行う  

○  かかりつけ歯科医による訪問歯科診療の普及と定着  

・ライフステージに応じた歯や口の健康づくりについて、府ホームペ

ージの活用等による情報提供  

○  公報媒体や薬と健康の週間等を通して、かかりつけ薬局や「おくす

り手帳」を啓発・普及  

・大阪府薬局機能情報提供システムによる在宅医療の情報提供  
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在宅医療・介護連携の推進  

在宅医療・介護連携支援センター(仮称) 

（郡市区医師会等）  地域包括支援センター  

連携  

市町村  

大

阪

府

・

保

健

所

後
方
支
援  
・  
広
域  
調
整  
等
の
支
援  

関係機関の連携体制の構築支援  

・地域の医療・介護関係者による協議会の開催  
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付  
・在宅医療・介護関係者の研修  等  

介護サービス事業所  

訪問看護事業所等  

在宅療養支援病院・診療

所（有床診療所等）  

在宅療養支援診療所等  

介護  

看護  

訪問診療  

一時入院（急変
時の受け入れ）  

在宅療養を支える関係機関の例  

・在宅療養支援診療所・歯科診療所等（定期的な訪問診療等の実施）  

・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等  

（急変時に一時的に入院の受け入れの実施）  

・訪問看護事業所（医療機関と連携し、点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実

施等）  

・薬局（医療機関と連携し、薬剤の供給、医療材料、衛生材料の供給等）  

・介護サービス事業所（入浴、排せつ、食事等の介護の実施）  

服薬管理  

かかりつけ薬局  
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第１節  地域包括ケアシステム構築のための支援    

 

第３項  地域の支え合い体制の整備   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  家庭・地域の問題解決能力の低下により、生活困窮や孤立状態にある高

齢者の増加が見込まれます。特に、生活困窮状態に陥った高齢者は、その

背景に複合的な要因を抱えていることや制度の狭間に陥っていることが多

く、総合的な相談体制の整備が必要です。  

○  このため、市町村は高齢者の課題把握、見守りや総合相談体制を強化す

るとともに、高齢者の集いの場や居場所づくりなどを進めることが必要で

す。  

○  府では、全国に先駆けて、制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、

既存のサービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むＣＳＷの配置

促進や、地域住民等が見守り・声かけ訪問などを行う小地域ネットワー

ク活動の推進に取り組んできました。  

小地域ネットワーク活動  府内全市町村で実施  

ＣＳＷ配置数             145 名  

※指定都市・中核市を除く 37 市町村  

○  将来の地域の支え合い体制の担い手となる子どもたちには、成長の過程

で、ふれあい（体験活動）をとおして社会福祉に理解と関心を持てるよう

にするとともに、将来の社会福祉を担う人づくりを視野に入れた福祉教育

を推進する必要があります。  

◆  生活困窮や孤立状態にあるなど、様々な課題を抱える高齢者を早期に

発見し、必要なサービスにつないでいくためには、総合相談体制を強化

するとともに、多様な主体が参画し、世代を超えて支え合う体制を整備

することが必要です。  

◆  このため、市町村及び地域包括支援センターをはじめとする多様な地

域の関係機関や地域住民等の連携・協力によるセーフティネットの充実

を支援します。  
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○   ハンセン病回復者の地域社会への復帰を進めるため、一層の啓発が必要

です。  

【施策の方向】  

(1) 地域におけるセーフティネットの充実  

○  地域におけるセーフティネットの充実に向け、市町村が地域包括支援セ

ンターやＣＳＷ、自立相談支援機関、当事者・家族の会、隣保館など、多

様な主体とのネットワーク化を図り、高齢者やその家族の課題をきめ細か

く把握し、継続的に見守りを実施できるように支援します。  

○  高齢者の社会的孤立を防止するため、地域包括支援センターや市町村社

会福祉協議会などの関係機関の連携・協力体制づくりに取り組む市町村を

支援します。市町村社会福祉協議会が取り組む小地域ネットワーク活動は、

要援護者の早期発見、支援に有効であることから、さらなる活動の充実を

働きかけるとともに、ＣＳＷと連携のもと、様々な福祉課題をワンストッ

プで受け止め、必要なサービスにつなぐなどの解決に取り組むため、その

役割を遺憾なく発揮できる体制の整備を市町村に働きかけます。  

○  地域包括ケアシステムを実現するため、地域包括支援センターを中心に

ＣＳＷ、関係機関と連携して、高齢者を支える地域づくりを推進するよう

市町村を支援します。  

○  また、介護保険制度の改正により見直された「新しい介護予防・日常生

活支援総合事業（以下「新しい総合事業」という。）」に位置付けられた

「一般介護予防事業」において、住民自らが運営する通いの場づくりを支

援します。  

○  先進的に取り組む自治体の紹介や研修会を行うなどして、広域的な底上

げを図ります。  

(2)  福祉教育の充実  

○  小・中学校の児童生徒が、身近なところで暮らしている高齢者、障がい

者等の様々な生活や生き方に気づき、福祉問題、福祉活動の意味や役割に

ついて理解するよう体験活動による福祉教育を推進します。  

○  府立高等学校では、系列（総合学科）、エリア（普通科総合選択制）、専
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門コース、ワールド（多部制単位制）等を設置し、社会福祉を支える人材

の育成を視野においた福祉教育を進めます。  

(3) ハンセン病回復者への理解の促進  

○  市町村教育委員会と連携し、人権教育教材集・資料の活用等により人権

教育を推進します。  

○  教職員の研修で、人権情報ガイド「ゆまにてなにわ」の紹介などにより、

ハンセン病回復者の人権への理解を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○  地域の多様な主体との協働による日常的な支え合いや見守り活動な

どに取り組む市町村を支援  

・「地域福祉・子育て支援交付金」を活用したＣＳＷの配置や小地域ネ

ットワーク活動   

・自立相談支援機関による生活困窮者自立相談支援事業  

 

○  全ての小中学校で、福祉・ボランティアに関わる活動を実施  

・地域の高齢者施設を訪問し、昔遊び、学校で育てた花のプレゼント

等の交流を実施  

 

○  府立高等学校での福祉関係教科の設定やボランティア活動の単位認定  

  ・福祉に関する系列、エリア、コースの設置 (25 校 ) 

・ボランティアに関する学校設定科目を開設 (9 校 ) 

・ボランティア活動を学校外における学習として単位認定 (10 校 ) 
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地域の支え合い体制（イメージ）  

 

 

 

生活支援・介護予防 
 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

   介 護 
   

 ・住民運営の通いの場 
 ・小地域ネットワーク活動 
・街かどデイハウス 等 

声かけ  

見守り  つなぎ  

連携  連携  

連携  

民生委員・児童委員  

自治会  

隣保館  

ＮＰＯ  ボランティア  

校区福祉委員会  

家族の会  

市町村社会福祉協議会  

市町村担当課  

保健所・保健センター  

自立相談支援機関  

生活支援コーディネーター  

コミュニティソーシャル  

ワーカー (ＣＳＷ ) 

メデイカルソーシャルワーカー 

社会福祉施設  

郡市区医師会  
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第１節  地域包括ケアシステム構築のための支援     

 

第４項  地域における自立した日常生活の支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  高齢者単身世帯や夫婦のみの高齢者世帯の増加が進み、家庭や地域での

介護力が低下しています。  

○  高齢者の中には、排せつ、食事摂取などの身の回りの日常生活動作は自

立しているが、掃除や買い物などの生活行為の一部が難しくなり、少しの

手助けがあれば地域で暮らせる人が多くいます。手助けを必要とする範囲

は、予防給付のサービスにとどまらず、電球交換や庭の手入れ、買い物の

付添など、多様な支援を必要としています。  

○  また、高齢者の介護予防の一層の推進のために、生活環境の調整や活動

できる居場所づくり、社会参加できる出番の機会などを増やしていくこと

が重要です。  

○  介護保険制度の改正により、予防給付のうち訪問介護、通所介護が、市

町村の地域支援事業に位置づけられ新しい総合事業として、遅くとも平成

29年４月には移行を開始することとされています。  

○  この改正は、高齢者にとって「支援する側とされる側」という画一的な

関係性ではなく、地域の多様なつながりの中で、柔軟な形で必要な支援を

受け、高齢者自らも地域に関わっていく互助の活動を広げていくことで、

高齢者の生活支援体制の整備と高齢者の活力ある生活の維持を図ることと

なっています。  

【施策の方向】  

◆  新しい総合事業の実施にあたっては、高齢者の幅広いニーズを踏ま

え、ボランティア等多様な主体の参画により、効果的・効率的にサービ

スを提供できる体制づくりが求められています。  

◆  また、高齢者の介護予防の一層の推進のために、高齢者自らが地域に

かかわっていく互助の活動を広げていくことが重要です。  

◆  このため、市町村が新しい総合事業を円滑に実施することができるよ

う支援します。  
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(1)  新しい総合事業の実施  

○   新しい総合事業の実施にあたっては、市町村が高齢者のニーズを踏まえ、

地域の実情や社会資源に応じたサービスメニューを検討するとともに、Ｎ

ＰＯやボランティア等多様なサービス主体を活用した体制づくりが可能と

なります。  

   府は、必要な情報、好事例の提供などを行い、市町村における円滑な体

制づくりに向けた支援を行います。  

○  府は、多様な主体によるサービスの充実などの体制整備や資源開発、高

齢者ニーズとのマッチングを図る機能を担う、生活支援コーディネーター

（地域支え合い推進員）の養成を行います。  

○  新しい総合事業の「一般介護予防事業」の住民自らが運営する通いの場

では、要介護状態になるおそれがある方にとどまらず、元気高齢者も参加

することが予定されています。  

  その際には、身体機能の向上のみならず、環境調整、居場所と出番づく

りなどバランスのとれたアプローチを、地域コミュニティの再構築を図り

ながら検討する必要があります。  

  府では、大東市の「元気でまっせ体操」や島本町の「いきいき百歳体

操」等の好事例の紹介、専門職等の活用を市町村に促すことを通じて、支

援をします。  

○   また、住民運営を基本としつつ、例えば、通いの場の立ち上げ時の支援

や場所の確保などスムーズな事業の実施に向けた取組みが市町村において

行われるよう助言します。  

○   街かどデイハウスは、通所型サービスや住民運営の通いの場に発展させ

る選択肢を含め、地域資源の実情等をふまえながら、市町村が適切に検討

を進めることができるよう支援します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  市町村が新しい総合事業に早期に取り組むことができるよう改正介護

保険法理解のための勉強会を実施  

   平成 27年度実施   １回／高齢者保健福祉圏  

○  新しい総合事業モデル事業実施  

     １市町村／高齢者保健福祉圏  

○  地域包括ワーキング介護予防・生活支援部会開催   ４回／年  

・モデル事業実施の課題把握、課題対応策検討  

   ・先進事例の紹介   
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  ・総合事業のフローチャート作成  （平成 27～ 28年度）  

  ・府内市町村に対しアンケート実施（平成 27～ 28 年度）  

  ・市町村における地域資源の把握と開発の検討  

*地域包括ワーキング：   市町村とともに地域包括ケアシステム構築に向

けて課題を検討  

○  生活支援コーディネーター都道府県養成研修  

○  地域支援事業交付金の活用  

○  地域福祉・子育て支援交付金の活用【再掲】  

○  地域医療介護総合確保基金の活用【再掲】  

介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）  

1 介護予防・生活支援サービス事業  

訪 問 型 サ

ービス  

掃除、洗濯等の日常生活上

の支援を提供  

通 所 型 サ

ービス  

機能訓練や集いの場など日

常生活上の支援を提供  

そ の 他 の

生 活 支 援

サービス  

栄養改善を目的とした配食

や一人暮らし高齢者等への

見守りを提供  

介 護 予 防

ケ ア マ ネ

ジメント  

総合事業によるサービス等

が適切に提供できるようケ

アマネジメント  

◎対象は、要支援者に相当する状態等

の方  

◎介護予防訪問看護、介護予防福祉用

具貸与等を利用する場合は要介護認

定を受ける必要がある  

２一般介護予防事業  

介護予防把

握事業  

閉じこもり等の支援を要す

る方を把握し介護予防活用

につなげる  

介護予防普

及啓発事業  

介護予防活動の普及・啓発

を行う  

地域介護予

防活動支援

事業  

住民主体の介護予防活動の

育成・支援を行う  

一般介護予

防事業評価

事業  

計画に定める目標値の達成

状況を検証し、一般介護予

防事業の評価を行う  

地域リハビ

リテーショ

ン活動支援

事業  

通所、訪問、地域ケア会

議、住民主体の通いの場等

へのリハビリ専門職等によ

る助言等を実施  

◎対象は、第１号被保険者の全ての方

及びその支援活動に関わる方  

 
生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）  

資源開発（サービスの担い手の養成など）  

ネットワーク構築（サービス提供主体間連携）  

ニーズと取組みのマッチング  

協議体  

 

多 様 な 関 係 主

体 間 の 情 報 共

有 、 連 携 ・ 協

働を行う  
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第１節  地域包括ケアシステム構築のための支援    

 

第５項  権利擁護の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  府内における高齢者虐待の確認件数は年々増加しています。これは、「高

齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行後

８年が経過し、高齢者虐待についての理解と相談や通報等の予防的支援の

取組みが進んできていることが要因として考えられます。  

     家庭内で虐待事実が  

確認された件数  

（ ｶｯｺ内は相談 ･通報件数）  

 養介護施設従事者等による  

虐待事実が確認された件数  

平成 20 年度  1,093 件（ 1,521 件）  ７件  

平成 21 年度  1,036 件（ 1,443 件）  ７件  

平成 22 年度  1,233 件（ 1,763 件）  ６件  

平成 23 年度  1,284 件（ 2,025 件）  12 件  

平成 24 年度  1,409 件（ 2,140 件）  ７件  

平成 25 年度  1,527 件（ 2,586 件）  19 件  

 

○  高齢者虐待の未然防止、早期発見・早期対応とともに、被虐待者や養護

者・家族等への支援の啓発活動や高齢者虐待防止ネットワークの構築が必

要です。  

  また、施設等においては、虐待や身体拘束をなくす取組みの促進が必要

です。  

○  市町村では、認知症、知的障がい、精神障がい等によって判断能力が十

◆  人権尊重の理念のもと、介護が必要となっても高齢者が自らの意思で

暮らし、自己実現できるような支援体制の整備が必要です。  

◆  今後、介護が必要となる高齢者や認知症高齢者が増加することから、

日常生活上の支援や法律的な支援、高齢者虐待の防止や消費者被害への

対応など、高齢者の尊厳を保持し権利を擁護するための取組みを推進し

ます。  
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分でない方の権利を守る成年後見制度の推進に取り組んでいます。  

・市民後見推進事業実施市町村       17市町  （平成 26年度）  

・成年後見等開始の市町村長申立て件数    540件  （平成 25年度）  

○  府は、大阪府社会福祉協議会の大阪後見支援センターと連携して、成年

後見制度の広報・啓発を行うとともに、同センターの相談業務等を支援し

ています。  

○  認知症高齢者の増加や知的障がい者、精神障がい者の地域移行が進む中

で、日常生活自立支援事業の利用者が増加傾向にあります。  

   利用者数     平成 24年度    1,947人  

平成 25年度   2,098人  

○  高齢者が安心して暮らしていくためには、消費者被害の未然防止・拡大

防止、犯罪を発生させない環境づくりの推進などが必要です。  

【施策の方向】  

(1) 高齢者虐待防止の取組みの推進  

○  高齢者虐待への第一義的な対応を行う市町村の対応力向上を図るため、

市町村や地域包括支援センター職員への研修を実施するとともに、指定介

護事業所に対して啓発を行います。  

○  市町村における支援困難事例に対応する専門相談窓口の設置や、弁護士

等の専門職チームの派遣、市町村間の情報交換の場の設定などを行います。  

○  介護保険施設等に対し、高齢者虐待の防止ついて、従業者への研修の実

施、サービス提供を受ける利用者及びその家族からの苦情の処理体制の整

備を指導します。また、高齢者虐待が疑われる場合は、市町村と連携しそ

れぞれの有する権限を適切に行使します。また、身体拘束ゼロに向けた自

主的な体制整備の取組みを推進するため、標準マニュアルの作成等を支援

します。  

○  市町村において養護者（家族等）に対する支援のための取組みが進むよ

う、研修の実施や先進事例の提供等に努めます。  

○  介護のために離職を余儀なくされるなどにより生活困窮状態に陥り、そ

の結果虐待につながることのないよう、多様な関係機関の連携により、養

護者（家族等）を支援するよう市町村に働きかけます。  
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(2) 成年後見制度及び日常生活自立支援事業の展開  

○  成年後見制度の普及・啓発を行うため、大阪後見支援センターを運営す

る大阪府社会福祉協議会への支援を行うとともに、関係職員への研修など

を実施します。  

○  成年後見制度利用支援事業が適切に実施されるよう、市町村に働きかけ

ます。  

○  地域包括支援センターや市町村社会福祉協議会等との連携を強化して、

市町村長申立てを必要とする人の把握を市町村に働きかけます。  

○  「市民後見人」の養成及びその活動を支える仕組みづくりに取り組む市

町村を支援します。  

○  日常生活自立支援事業の持続的かつ円滑な事業運営が可能となるよう、安

定的な財源確保や府と市町村の役割分担の明確化等の制度改革を国へ働き

かけます。  

(3) 犯罪被害等の未然防止  

○  安全・安心な消費生活を送ることができるよう、老人クラブや自治会な

どの集まりで高齢者を狙う悪質商法の手口や注意点等についての情報提供

を行うなど、効果的な啓発に努めます。また、関係機関と連携して、地域

における見守り支援者への十分な情報提供等を行います。  

○  道路・公園等において、大阪府安全なまちづくり条例に基づく犯罪の防

止に配慮した構造、設備等を有する施設の整備を進めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  高齢者虐待の予防・防止の普及・啓発  

・  介護保険施設等の集団指導やホームページなどによる高齢者虐待の予

防・防止に関する啓発  

・  介護支援専門員の更新・現任者研修での高齢者虐待の予防・防止に関

する講義の実施や地域の事業所連絡会等での「介護従事者のための高齢

者虐待予防サポートファイル」を活用した研修実施の働きかけ  

○   市町村における高齢者虐待防止体制整備への支援  

・  初任者・現任者・課題別のステージに応じた高齢者虐待対応力向上研

修の実施  
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・  支援困難事例に対応する専門相談窓口の設置、専門家チーム（弁護

士、社会福祉士等）の派遣等を含めた事例介入支援の実施  

・  府内の現状や共通認識、情報交換の場の設定（市町村連絡会議）  

○  介護職員を対象とした「身体拘束ゼロ推進員研修」の実施  

○  看護職員を対象とした「看護実務者研修」の実施  

 

○  成年後見制度の普及、啓発への支援  

・  地域福祉推進支援事業による大阪後見支援センターへの支援  

・  成年後見制度市町村長申し立ての利用促進のための研修会の実施  

・  市町村が実施する市民後見推進事業への支援  

○  日常生活自立支援事業への支援  

 

○  犯罪被害等の未然防止  

・  消費のサポーターによる高齢者の消費者問題ミニ講座の実施  

・  リーフレット、教材等の作成・配布  

・  「高齢者・障がい者等の消費者被害に対する連絡会議」の開催  

 

○  公園において、ＬＥＤ化を含む老朽化した照明灯の更新改修等、適切

な植栽の維持管理（死角の解消）  
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第２節  認知症高齢者等支援策の充実                

 

第１項  医療との連携、認知症への早期対応の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  平成 27年 1月に「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研

究の速報値として公表された認知症有病率（高齢者のうち認知症の人の割

合）は、平成 24年 15％で、平成 37年には 19.0％と推計しています。  

府内の認知症高齢者数は、平成 24年の 31万人から、平成 37年には 47万人と

見込まれます。  

また、軽度の認知障がいのある高齢者（ＭＣＩ）も相当数見込まれます。  

○  今後、認知症高齢者の数が増加するとともに、単身高齢者の世帯や夫婦

のみの高齢者世帯が増加していくことから、地域での見守りや支援ができ

る体制づくりが重要です。  

○  認知症の人への支援を充実させるためには、在宅医療の充実、医療と介

護の連携、多職種協働、地域力の向上が必要です。また、認知症について

の理解と対応力を有した人材の育成が課題となっています。  

○  認知症の進行や症状の状況に応じた標準的な支援の内容を明示すること

で、認知症の人の家族やかかりつけ医、介護支援専門員等が的確に情報を

共有化し、医療・介護、見守り等の日常生活の支援を包括的に提供するこ

とが容易になります。そのために、「認知症の人の状態に応じた適切なサー

ビス提供の流れ」である認知症ケアパスを効果的に活用することが重要で

す。  

○  認知症の疑いがある場合には、早期に専門医による鑑別診断を受け、医

療や介護の適切な対応や家族等への支援につなげることが大切です。また、

◆  認知症高齢者の増加に伴い、地域での見守りや支援の体制づくりが重

要です。  

◆  認知症の人への支援を充実させるためには、在宅医療の充実、多職種

協働による医療と介護の連携、地域力の向上が必要です。  

◆  「認知症初期集中支援チーム」の設置や「認知症地域支援推進員」の

配置に取り組む市町村を支援します。  

◆  若年性認知症の人とその家族への支援を推進します。  
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認知症の人の尊厳を支える認知症ライフサポートモデルの確立により、認

知症の人がその人らしく安心して暮らしていくためには、医療・福祉・介

護の関係者が共通の視点と認識を持つことが必要です。  

○  認知症の人への支援にとどまらず、家族など養護者に対する支援を充実

させる必要があります。そのためには「認知症地域支援推進員」の設置を

進めていく必要があります。  

【施策の方向】  

(1）認知症ケアパスの活用と啓発  

○  認知症ケアパスを市町村が有効に活用できるよう支援します。  

○  認知症ケアパスを市民に啓発し、認知症の進行度に合わせて必要な支援

が受けられる支援体制の構築を市町村に働きかけます。  

(2）認知症初期集中支援チーム・認知症地域支援推進員の設置  

○  認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を

設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築を進めるよう、市町

村に働きかけます。  

○  また、地域での見守りの充実、本人や家族への支援など地域の実情に応じ

た認知症施策のコーディネーター役を担う「認知症地域支援推進員」を地

域包括支援センター等に設置する市町村の取組みを支援します。  

(3）医療と介護の連携の促進  

○  かかりつけ医、認知症サポート医、認知症地域支援推進員、認知症初期

集中支援チーム、介護支援専門員、介護事業者、薬局など、認知症の人を

支える関係者が連携できるように、顔の見える関係づくり、多職種協働の

研修や地域ケア会議の開催などの取組みを推進するよう市町村を支援しま

す。  

(4）若年性認知症の人と家族への支援  

○  医療機関や市町村窓口等を通じて、若年性認知症と診断された人やその

家族に、若年性認知症支援ハンドブックを配布するとともに、若年性認知

症について理解を図るための周知等を推進します。  

○  若年性認知症のご本人とご家族のニーズ把握のため、ご本人とご家族の

意見交換会を開催します。
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認知症初期集中チームと認知症地域支援推進員 

 

   早期対応・支援  

 

 

●認知症初期集中支援チーム  

 

                           

                     

 

                           
 

 

 

●認知症地域支援推進員                 

                                                                     

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域での認知症施策の推進  

（医療、介護、相談、地域資源）  

専門医  保健師等  介護福祉士等  

●認知症疾患医療センター  

●かかりつけ医  

連携  

連携  

認知症初期集中支援チームの主な業務の流れ  

１  訪問支援対象者の把握  

２  情報収集（本人の生活情報や家族の状況など）  

３  アセスメント（認知機能障がい、生活機能障がいなど）  

４  初回訪問時の支援（認知症への理解、専門的医療機関等の利用についての説

明、本人、家族への心理的サポートなど）  

５  チーム員会議の開催（アセスメント内容の確認、支援の方針・内容・頻度等の

検討）  

６  初期集中支援の実施（専門的医療機関への受診勧奨、本人への助言、身体を整

えるケア、生活環境の改善など）  
７  引き継ぎ後のモニタリング  

地域包括支援センター等  
本人・家族  
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【主な取組み】  

 

○  認知症ケアパスの活用について周知  

○  認知症地域支援推進員の取組み事例について情報提供  

○  認知症初期集中支援チームの先進事例について情報提供  

○  市町村認知症連絡会の開催  

・府内における認知症高齢者の実態及び施策の取り組みを把握  

・課題の分析、今後の取組みの検討及び情報の共有  

○  若年性認知症支援ハンドブックによる周知  
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第２節  認知症高齢者等支援策の充実   

 

第２項  認知症に対する理解の促進と支援体制の構築  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  認知症に関する正しい知識と理解に基づき、認知症になっても安心して

暮らすことができる地域づくりを行うことが必要です。  

○  認知症高齢者の増加が見込まれる中、行政や家族の限られた取組みだけ

では不十分であるため、地域の住民が、認知症に関する正しい知識を持っ

て本人や家族を支えていくことが必要です。  

○  認知症への理解を深めるため、認知症サポーター、キャラバン・メイトの

養成を行っています。  

    

区    分  大  阪  府  全    国  

認知症サポーター数   ①  282,919 人     4,999,877 人  

キャラバン・メイト数  ②  5,796 人  91,395 人  

①  及び②が総人口に占める割合  3.96％  

             （平成 26 年 9 月 30 日現在）  

◆  認知症の人への支援にあたっては、行政や家族だけでなく、認知症

に関する正しい知識を持った地域住民の協力が必要であるため、認知

症サポーターを計画的に養成するための取組みを行います。  

◆  また、長期にわたり身元がわからない高齢者が多いことが社会問題

となっており、地域で認知症の人とその家族を見守り支える体制の構

築が重要です。  

◆  このため、関係機関や地域住民等多様な主体が参画する認知症見守

りＳＯＳネットワークの整備や、警察等との行方不明者や身元不明者

に関する情報交換その他の連携強化に努めます。  

◆  若年性認知症の人やその家族には、就労や生活費、教育費等の経済

的問題や親等の介護と重なって複数介護になるなど、若年性認知症の

特性に配慮した支援の推進が必要です。  
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「平成 26年度末に大阪府内で 28万人養成」を目標としてきましたが、平成

26年９月に目標を達成しました。  

 
○   認知症の人を支える家族等の介護負担が過重となるケースが見られます。  

また、認知症に関する知識、医療、介護等のケアに関する情報の不足や適

切な支援が得られないことにより、虐待などに発展する恐れが生じます。  

このため、認知症の家族等を支える取組みが必要です。  

○  長期にわたり身元がわからない高齢者が全国で問題となっていることか

ら、地域で認知症の人とその家族を見守り支える体制の構築が重要です。  

○  18～ 64歳までに発症する認知症を総称し「若年性認知症」といい、若年

性認知症は、働き盛りの世代にも起こり、本人だけでなく家族の生活への

影響が高齢者に比べて大きく、本人や家族に様々な支援が必要です。  

【施策の方向】  

(1) 認知症に対する理解の促進  

○  地域住民の認知症に対する正しい知識と理解を普及するため、市町村や

関係者とともに広報紙やパンフレット、ホームページなどを活用して認知

症に関する啓発を行います。  

○  認知症の人の地域での暮らしを支えるために、認知症に対する正しい知

識を持って認知症の人を応援する認知症サポーター等を市町村とともに計

画的に養成していきます。  

認知症サポーター等の養成目標  

平成 29年度末までに府内において 46万人を養成  

○  認知症サポーター養成講座の講師がキャラバン・メイトです。キャラバ

ン・メイトの有志により構成された「大阪府認知症キャラバン・メイト連

絡会」と連携して、キャラバン・メイトの活動を支援するととともに、フ

ォローアップ研修を行います。  

 

(2) 認知症の人や家族の支援体制の構築  

○  認知症の人が地域で安心して生活するためにも、本人やその家族をはじ

め周囲の方々が気軽に相談できる体制を充実するよう、市町村に働きかけ

ます。  

○  行政・専門職・企業・地域住民等が参画した認知症見守りＳＯＳネット
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ワークの整備や他府県との連携強化について、府は広域的な立場から積極

的に関与するとともに、警察等関係機関との身元不明者に関する情報交換

などの取組みを進めます。  

○  認知症コールセンターでは、認知症の人やその家族からの認知症に関す

る様々な相談に対応するとともに、自宅への訪問相談など、家族に対する

レスパイトケア（被介護者を一時的に預かり介護者を休息させること）や

ピアカウンセリング（認知症の人を介護している家族に対し、介護経験者

が話し相手として相談に乗ること）に結び付けるよう支援を行います。ま

た、地域包括支援センター職員や市町村職員、介護支援専門員等からの認

知症に関する相談にも対応します。  

○    若年性認知症の人に、その状態や環境に応じて、発症初期の段階から今後

の生活等に係る相談、障害者手帳や障害年金等の各種福祉制度の利用、就

労・社会参加支援や居場所づくり、事業主に理解を図るための周知等を推

進します。  

 

 

 

 

 

 

 

≪認知症サポーターとは？≫ 

認知症の事を正しく理解し、偏⾒を持たず、地域や職域で認知症の⼈や 
その家族に対してできる範囲での手助けをする人  

 
■認知症サポーター養成講座■  

○実施主体：都道府県・市町村・職域団体  等  

○対象者： [住民 ]自治会、老人クラブ、民生委員、防災・防犯組織等  

       [職域 ]企業、金融機関、消防、警察、スーパーマーケット、公共交通  

機関、コンビニ  等  

       [学校 ]小中高等学校、教職員、PTA 等  

■キャラバン・メイト養成研修■  

○実施主体：都道府県・市町村・全国的な職域団体  等  

○目的：地域・職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役である  

「キャラバン・メイト」を養成  

○内容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、対象別  

の企画手法、カリキュラム等を学ぶ  

 

【主な取組み】   

・広報紙、パンフレット、ホームページ等による認知症に関する啓発  

・認知症サポーター養成講座の開催促進  

・キャラバン・メイトの養成及び活動・情報交換支援  

・認知症コールセンターの設置、府民へのＰＲ  
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第２節  認知症高齢者等支援策の充実  

 

第３項  認知症医療・介護の人材育成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  認知症ケアにおいては、高齢者の尊厳の保持を基本として、それぞれ

の人の症状や状態に合わせた適切な支援が必要です。  

そのためにも、認知症の人に適切な診断と良質なケアを提供し、医療や

介護従事者が認知症に対応する技術を向上していく必要があります。  

○  早期発見の観点から、高齢者が日頃より受診する診療所等の主治医

（かかりつけ医）が、認知症に対する適切な診断の知識・技術や、家族

からの話や悩みを聞く手法を習得していることが必要です。  

○   認知症サポート医が、かかりつけ医への助言や支援を行うとともに、

専門医療機関や地域包括支援センター等との連携の推進役としての役割

を地域で果たせるような関係づくりが重要です。  

【施策の方向】  

○  介護従事者に対し、認知症の人の介護に関する実践的研修を実施する

ことにより、理解と介護技術の向上を図ります。  

○  認知症の早期発見、認知症の人への適切な医療及びケアの確保を図る

ため、認知症診断の知識・技術、支援やケアに関する基礎知識、医療と

介護連携の重要性等に関して、かかりつけ医や病院従事者に対して研修

を実施します。  

○  認知症医療における医療・介護連携の推進を担う認知症サポート医の

養成を進めます。  

◆  認知症の人に適切な支援を行うためには、介護従事者には認知症への

理解と対応する技術の向上が、また、医療従事者には認知症に対する適

切な診断の知識・技術等の習得が求められます。  

◆  さらに、認知症サポート医、かかりつけ医、地域包括支援センター、

専門医療機関等が連携し、必要なサービスに円滑につなぐための体制づ

くりが求められています。  

◆  このため、かかりつけ医等に対する研修の実施や認知症サポート医の

養成などの取組みを行います。  
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○   認知症サポート医、かかりつけ医、地域包括支援センター、専門医、

認知症疾患医療センター等が連携し、地域の相談窓口からスムーズに認

知症医療につなぐ体制づくりを支援するために、認知症サポート医を対

象に、認知症に関する最新知識や地域連携に関する手法等に関する研修

を実施します。  

○   認知症疾患医療センターは、地域において関係機関との連携を図りな

がら、認知症疾患に関する鑑別診断、周辺症状と身体的合併症に対する

急性期治療等を引き続き実施します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 ○  認知症医療・介護人材育成のための研修の実施  

・認知症介護実践研修実践者研修  

・認知症介護実践研修実践リーダー研修  

・認知症対応型サービス事業開設者研修  

・認知症対応型サービス事業管理者研修  

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修  

・認知症介護指導者養成研修  

・認知症介護指導者フォローアップ研修     

・認知症サポート医養成研修  

・認知症サポート医フォローアップ研修  

・かかりつけ医認知症対応力向上研修  

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修  
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第３節  安全、安心、快適に暮らせる住まいとまちづくり  

 

第１項  住まいとまちづくりに関する施策の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  高齢者が、できるだけ住み慣れた地域で暮らし続けるためには、身体

の状態や様々なニーズに応じた住宅の整備をはじめ、住まいのバリアフ

リー化や情報提供などにより、高齢者の住まいの充実を図り、日常生活

圏域において、心身の状況等に応じて適切な住まいを選択しながら、必

要なサービスやサポートを受けて生活ができる体制を整備していく必要

があります。  

○  そのためには、高齢者住まい法の規定に基づくサービス付き高齢者向

け住宅等の供給、民間事業者等と連携した賃貸住宅への円滑な入居の促

進、高齢者向けの公的賃貸住宅の供給など大阪府域の住宅全体のストッ

クの活用が必要です。  

○  公的賃貸住宅の整備に当たっては、住宅のハード面だけではなく、高

齢者の生活を支えるサービスの整備や良好なコミュニティの形成など、

住宅施策と福祉施策が連携した取組みが求められます。  

○   住まいとともに食事や生活相談等のサービスが一体的に提供される有

料老人ホームについて、老人福祉法に基づく適正な運営の確保と届出の

促進が求められています。  

○  高齢者等が自由に安心してまちへ出かけ、安全で快適に行動すること

ができるように、まちのバリアフリー化や円滑な移動方法の確保が求め

◆  高齢者が、できるだけ住み慣れた地域で暮らし続けるためには、身

体の状態や様々なニーズに応じた住宅を整備するとともに、住まいに

関する情報の提供等により、高齢者の居住の安定確保を図ることが必

要です。  

◆  このため、福祉施策と住宅施策が連携し、高齢者の居住の安定確保

や高齢者のニーズに対応した住まいの整備、住宅のバリアフリー化を

促進します。  

◆  また、高齢者等が安心して街へ出かけることができるよう、福祉の

まちづくりを推進します。  
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られます。  

【施策の方向】  

「大阪府高齢者・障がい者住宅計画（計画期間：平成 23 年度～平成 32 年

度）」に基づき、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で、安全、安心、快適

に暮らせる住まいとまちづくりの実現を目指します。  

(1)  高齢者の居住の安定確保  

○  民間賃貸住宅への円滑な入居や、見守りや相談体制などの課題を共

有・検討し、新たな住宅セーフティネット構築をめざして、行政と不動

産関係団体や居住の支援を行う団体等による居住支援協議会を立ち上げ、

高齢者等の入居を受け入れる民間賃貸住宅等の登録情報の提供を行う

「大阪あんしん賃貸支援事業」の充実など、居住支援に関する各種取組

みを進めます。  

○  高齢者への入居拒否がないよう、宅地建物取引業者への啓発や宅地建

物取引業法に基づく指導監督基準の適正な運用に努めます。  

○  公的賃貸住宅において、高齢者のいる世帯の優先入居、低層階やエレ

ベーター停止階への住替えの促進を図ります。  

○  公営住宅において、高齢者が安心して住むことができるよう、自治会

等の取組事例の情報提供など、良好なコミュニティ形成を図る取組みを

実施します。  

○  高齢者の住まいに関する情報を、ホームページ、パンフレット、相談

窓口など様々な機会を通して提供します。  

(2)   高齢者のニーズに対応した住まいの整備  

○  今後増加する高齢者に対して、人口・世帯数の動向や住宅市場全体の

ストックの状況を踏まえ、需要側・供給側のニーズを的確に把握しなが

ら、「サービス付き高齢者向け住宅」など高齢者向けの住まいの供給を促

進します。  

○  「サービス付き高齢者向け住宅」などの高齢者向けの住まいを運営す

る事業者に対し、適正な運営を行うよう、指導監督を行います。  

○  公的賃貸住宅の建設・建替え等に当たっては、高齢者世帯が安心して

暮らし続けられるための施設や住宅の確保・誘導を検討します。  
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(3)  住まいのバリアフリー化の促進  

○   民間住宅のバリアフリー化を促進します。また、専門知識を持った事

業者の情報提供に取り組みます。  

○  公的賃貸住宅を建設、改善する際はバリアフリー化を実施するととも

に、可能な限りエレベーターを設置します。  

(4) 福祉のまちづくりの推進  

○  高齢者、障がい者をはじめすべての人が安心してまちに出かけ、店舗

等の建築物や駅、道路、公園などの都市施設を容易に利用できるよう、

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリ

ー法）及び「大阪府福祉のまちづくり条例」などに基づき、高齢者等に

配慮したまちづくりを推進します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

≪高齢者の居住の安定確保≫  

○  大阪あんしん賃貸支援事業の充実  

○  ホームページ「大阪府高齢者の住まいナビ」の運用などによる高齢

者の住まいの情報提供  

○   各種制度の活用促進  

     ・  終身建物賃貸借制度（借家人一代限りの賃貸契約）  

    ・リバースモゲージ（居住中の住宅を担保にして生活資金等の融資を

受け、死亡時に一括償還する制度）  

   ・生活福祉基金（不動産担保生活資金）  

 

≪高齢者のニーズに対応した住まいの整備≫  

○  サービス付き高齢者向け住宅の供給目標戸数  １９ ,０００戸（平成

３２年度末）  

○  福祉施策と住宅施策の連携による、市町村が派遣する生活援助員が

日常生活の相談や安否確認を行うとともに、緊急通報装置を設置した

シルバーハウジングの供給  

○  府営住宅における「ＭＡＩハウス」など、公営住宅における車いす

常用者世帯向け住宅の供給促進  
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○  高齢者住まい法に基づくサービス付き高齢者向け住宅の適正な運営の

取組み  

・登録申請前における立地市町村への情報提供  

・登録時における基準に基づいた審査の実施  

・登録後における指導監督  

（事業者からの定期報告の提出）  

（自主点検表による点検の実施）  

（供用開始後１年以内に実施する立入検査等）  

・大阪府高齢者居住安定確保計画による登録基準の追加  

（居室、便所及び浴室における緊急通報装置の設置）  

（耐火建築物又は準耐火建築物とすること）  

（昭和５６年以前の建築物の耐震性の確保）  

（外部サービスの自由選択についての契約前の書面説明）  

・市町村との連携による指導体制の強化  

（府・市町村による合同立入検査等）  

○  高齢者向け優良賃貸住宅の指導監督の実施  

○  老人福祉法に基づく有料老人ホームの届出の促進、指導・研修会や立

入検査等による指導監督の実施  

○  地元市町と連携し、府営住宅を地域の資産として、建替事業等により

生み出された活用用地や空き室等を活用した新たな施設の導入（介護・

医療関連施設等）の検討  

 

≪住まいのバリアフリー化の促進≫  

○  民間住宅のバリアフリー化の促進へ向けた取組み  

  ・介護保険制度による住宅改修費の支給  

・リフォーム工事瑕疵担保責任保険（リフォーム時の検査と保証がセッ

トになった保険）の活用  

・リフォームに関する諸制度の情報提供（市町村ほか関係団体等への情

報提供）  

  ・リフォームトラブルに遭った場合などの相談に対応する仕組みの構築

へ向けた取組み  
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○  府営住宅における「あいあい住宅」の供給など、公的賃貸住宅の建替

えにおけるバリアフリー化  

○  既設の公的賃貸住宅へのエレベーターの設置、住戸内、屋外通路のバ

リアフリー化  

 

≪福祉のまちづくりの推進≫  

○  既存鉄道駅舎の移動等円滑化のためのエレベーター設置の促進。  

○  歩道、自転車歩行者道の整備や歩道の有効幅員（２ｍ以上）の確保、

段差改善等の推進  

○  公園内の散策ルートの設置、ヒーリングガーデナー（公園ボランティ

ア）の養成、「うんどう教室」の実施  

○  大阪福祉タクシー運営連絡協議会と連携し「大阪福祉タクシー総合配

車センター」を活用した利便性向上、「リフト付き福祉タクシー」の広報  

○  ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の非営利法人が、公共交通機関を利用し

て移動することが困難な人を対象に、有償で行う移送サービスである

「福祉有償運送」の制度周知  
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第３節  安全、安心、快適に暮らせる住まいとまちづくり  

 

第２項  災害時における高齢者支援体制の確立  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○   平時から要配慮者の把握、日常的な見守りを行い、災害時には迅速な

避難誘導や福祉避難所の開設、その後の避難所生活における必要な福祉

サービスや医療的ケアの継続など、要配慮者の多様な状況やニーズに的

確に対応できる体制づくりが求められます。  

○   地域の要配慮者を支援するためには、日頃から市町村と地域包括支援

センター、民生委員・児童委員（以下「民生委員」という。）、ＣＳＷ等

の関係者との間で要配慮者に関する情報を把握し、共有することが必要

です。  

 

【施策の方向】  

○   災害対策基本法の一部改正を踏まえ、国の「避難所における良好な生

活環境の確保に向けた取組指針」及び「避難行動要支援者の避難行動支

援に関する取組指針」、府の「『避難行動要支援者支援プラン』作成指

針」により、避難行動要支援者に対する情報伝達体制や避難支援・安否

確認体制の整備、「避難行動要支援者支援プラン」の策定及び避難行動要

支援者名簿の作成、本人同意のもと平時からの関係者間の情報共有がで

きるよう、市町村へ働きかけます。  

○  さらには災害時、高齢者等の要配慮者の避難支援を行うため、福祉避

難所の指定を市町村に働きかけるとともに、協力・支援します。  

◆  南海トラフ巨大地震の発生等に備え、平時から要配慮者の把握や日常

的な見守りを行い、災害時には、高齢者に対して迅速・的確な支援を行

うことができる体制の整備が求められます。  

◆  このため、市町村に対し、避難行動要支援者に対する情報伝達体制や

避難支援・安否確認体制の整備、「避難行動要支援者支援プラン」の策

定及び避難行動要支援者名簿の作成等を働きかけます。  

◆  また、災害時においても府民の福祉ニーズに対応できるよう、必要な

取組みを進めます。  
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○  南海トラフ巨大地震の発生などに備え、介護保険施設等における地震

防災対策マニュアルの整備を推進するとともに、地震や火災等を想定し

た避難訓練の実施について指導等を行います。  

  あわせて、介護保険施設等が被災した場合であっても、入所者や利用

者のサービスが確保できるよう、災害時における応援協定等の締結に関

するガイドライン等を作成し、施設における取組みを支援します。   

○  災害時において、ボランティアが被災者のニーズに応え、円滑に活動

できるよう、市町村や日本赤十字社、社会福祉協議会などと連携して、

必要な環境整備を行います。  

○  災害時においても福祉ニーズに対応できるよう、福祉関係施設や事業

所団体、職能団体等の参画を得て、ネットワークを構築します。また、

福祉避難所の運営支援、被災市町村への福祉専門職の人員派遣や物資等

の供給、被災者の受け入れ調整等を行うための体制整備を目指します。  

○  ボランティアのマンパワーを確保するため、現在実施中の登録制度に

基づき、登録者数の大幅な増加をめざします。  

○  ボランティア自身の安全を含め、適切に活動を行って頂けるよう、大

阪府社会福祉協議会等と連携して、ボランティアコーディネーターの育

成や個人のスキルアップのための研修実施など、マンパワーの実効性向

上に取り組みます。  
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第４節  健康づくり・生きがいづくり  

 

第１項  新しい介護予防事業の実施  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

   ○  介護予防は、「高齢者が要介護・要支援状態となることの予防や要介

護・要支援状態にある者の状態の改善や重度化の予防」を目的として行う

ものです。  

○   高齢者に対する介護予防については、リハビリテーションの理念を踏

まえて、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素によるアプローチ

が重要です。また、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能

の改善だけを目指すものではなく、日常生活の活動を高め、社会への参

加を促し、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組みを支援して、

生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指すものです。  

○  これまでの介護予防は、心身機能の改善を目的とした機能回復訓練に

偏りがちでしたが、これからは、生活環境の調整や、地域の中で生きが

いや役割を持った生活できるような居場所や出番づくりなど、高齢者を

取り巻く環境へのアプローチが重要となっています。  

○  そのためには、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした

自立支援に資する取組みを推進し、要介護・要支援状態になっても、生

きがいや役割を持って生活できる地域の実現が必要です。  

【施策の方向】  

○  新しい総合事業に位置づけられる「一般介護予防事業」では、介護が

必要な状態になることを防ぐ必要のある方にとどまらず、元気高齢者も

◆  介護予防事業は、平成 27年度の介護保険法の改正において、高齢者本

人の機能回復訓練だけでなく、高齢者本人を取り巻く環境の改善、活動

への参加なども含めたバランスのとれたアプローチができるよう見直さ

れました。新しい介護予防事業の実施に当たっては、元気高齢者と従来

の二次予防事業対象者を分け隔てなく、住民運営の通いの場を充実させ

るなどの地域づくりの推進が求められます。  

◆  このため、先進的な取組みの情報提供等を通じて、市町村における介

護予防事業の再構築を促進します。  
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参加する住民運営の通いの場の充実が予定されています。  

  大阪府としては、市町村に対し、新しい介護予防事業の考え方や取組

みの好事例などの情報提供を行うことにより、介護予防事業の再構築を

促します。  

○  再構築に際しては、リハビリテーション専門職の活用が有用であるこ

とから、「地域づくりによる介護予防推進支援事業」（平成 27年度）など

の取組みを進めるとともに、リハビリテーション専門職等の活用等を促

進するなど、市町村の円滑な事業実施を支援します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○  市町村介護予防事業が効率的・効果的に図れるよう支援  

○  リハビリテーション専門職等の派遣調整  

○  大阪府高齢者保健福祉月間（９月）等を活用し、介護予防の普及啓発  
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第４節  健康づくり・生きがいづくり  

 

第２項  健康づくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  大阪府の健康寿命は、 65歳の男性 16.60年、女性 19.61年（平成 22年度

データを用いて算出）で、全国に比して短い現状です。  

○  年齢調整死亡率（人口 10万人対）は、がん (75歳未満 ) 86.3、脳血管疾

患  男性 43.9、女性 21.5、急性心筋梗塞  男性 15.9、女性 6.7（平成 22年

人口動態統計、がんのみ平成 25年）となっています。  

○  糖尿病の有病者推定数（ 40～ 74歳）は 73万人で、予備群を含めると約

208万人にのぼります。（平成 21～ 23年  国民健康・栄養調査から算出）。

糖尿病は、循環器疾患のリスクを増加させ、合併症併発の危険度が高く

なるため、早期発見・治療、予防の取組みが大切です。  

○  食塩摂取量（ 20歳以上）は、男性 10.9g、女性 9.1g(平成 21～ 23年  国

民健康・栄養調査 )  となっており、日本人の食事摂取基準 2010版に示され

た目標量である男性 9g 未満、女性 7.5g 未満を超えています。  

○  歯と口の健康では、「 80歳で 20歯以上を有する人の割合」は 33.3％（平

成 21～ 23年国民健康・栄養調査）となり改善傾向にあるものの、未だ全

国値（ 40.2%）と比べて低い状態です。  

○  アルコールの摂取については、生活習慣病のリスクを高める量（ 1日当

たり男性 40g、女性 20g 以上）を飲酒する者の割合は、男性 18.0％、女性

10.1％（平成 21～ 23年  国民健康・栄養調査）です。  

◆  高齢期に活力ある生活を送るには、若年期及び壮・中年期における健

康づくりや生活習慣病の予防が重要です。  

◆  このため、第２次大阪府健康増進計画に基づき、健康寿命の延伸や生

活習慣病予防のための取組みを進めます。  

◆  また、府民の健康づくりを支援するため、府保健所の機能を活用した

地域保健の向上に努めます。  

◆  大阪府食品衛生監視指導計画に基づき、飲食に起因する健康危害の発

生予防と発生時の拡大防止を図ります。  
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○  喫煙率は、男性 33.1%、女性 12.9%（平成 25年  国民生活基礎調査）で、

女性は全国でワースト 4位でした。  

○  日常生活における歩数は、男性 7,359歩、女性 6,432歩（平成 21～ 23年

国民健康・栄養調査）で、減少傾向にあります。  

○  大阪府における特定健診の受診率は、平成 22年度  39.0％、平成 23年

度  39.8％、平成 24年度  40.5％（レセプト情報・特定健診等データベ

ース）で、上昇傾向にありますが、平成 24年度受診率が全国第 40位とい

まだ低い状況です。  

○  特定保健指導実施率は、平成 22年度  9.8％、平成 23年度  10.6％、平

成 24年度  11.6％（レセプト情報・特定健診等データベース）でした。  

○  がん検診の平成 25年度受診率は、胃がん 30.2%、大腸がん 29.8%、肺が

ん 32.3%、乳がん 35.7%、子宮頸がん 37.1%と、全国平均（胃がん 39.6%、

大腸がん 37.9%、肺がん 42.3%、乳がん 43.4%、子宮頚がん 42.1%）を下回

っています。（平成 25年  国民生活基礎調査）  

○  高齢者は体力や抵抗力が弱いため、食中毒が発生した際には症状が重

篤化するおそれがあり、特に集団生活の場で食中毒が発生すると二次感

染も含め集団発生につながる可能性があります。  

【施策の方向】  

(1) がん対策・循環器病予防など非感染性疾患（ＮＣＤ）対策の推進  

  平成 25年３月に策定した第２次大阪府健康増進計画及び第二期大阪府がん

対策推進計画（計画期間  平成 25年度から平成 29年度）に基づいて取組みを

進めます。  

○  がん、循環器疾患、糖尿病などのＮＣＤへの対策、こころの健康対策

を進めることによって、健康寿命の延伸、健康格差の縮小を目指します。  

○  生活習慣の改善による発症の予防とともに、予防の取組みを進めます。  

○  ＮＣＤの共通の危険因子である喫煙、不健康な食事、運動不足、過度

の飲酒などの対策を進めます。  

○  死亡数との関連が高い喫煙と高血圧対策に重点をおいて取り組みます。  

(2)  地域保健対策の推進  

○  府保健所が有する地域保健に関する専門的、技術的、広域的拠点の機
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能を発揮して、広域的業務の企画・調整や健康に関する情報の発信に引

き続き努めます。  

また、政令指定都市、中核市保健所との連携強化を図り、府保健所が現

に保有する広域性が失われることのないよう努めていきます。  

○  府保健所の高度専門性を活かし、市町村と連携しながら、専門的なケ

アや指導を必要とする方への支援や市町村の高齢者保健福祉、介護保険

施策等の円滑な推進のための相談対応や技術的助言などを行います。  

(3)  食の安全安心の確保の推進  

○  飲食に起因する健康危害の発生予防と発生時の拡大防止を図るため、

大阪府食品衛生監視指導計画に基づき適切な食中毒予防対策と危機意識

をもった注意喚起を実施します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  第２次大阪府健康増進計画に基づいた生活習慣病対策の取組み  

○  第二期大阪府がん対策推進計画に基づいたがん対策の取組み  

○  大阪府歯科口腔保健計画に基づいた取組み  

○  第２次大阪府食育推進計画に基づいた取組み  

○  健診受診率・特定保健指導実施率向上の取組み   

○  健診当日の指導、要医療者への受療支援、非肥満者への対応などの

仕組みづくり  

○  栄養・食生活  

 ・高血圧対策としての減塩の推進   

 ・関係機関・団体等と連携した食環境の整備  

○  身体活動・運動  

 ・ロコモティブシンドローム（運動器症候群）、年齢等に応じて必要な

身体活動量について、市町村や府民に情報提供・啓発  

・参考：健康づくりのための身体活動基準２０１３  

(65 歳以上は強度を問わず、身体活動を 1 日 40 分 )   

○ たばこ対策  

・正しい知識の普及啓発、禁煙サポートの推進、受動喫煙防止の推進   

○  アルコール対策  

 ・生活習慣病のリスクを高める飲酒（男性 40g 以上、女性 20g 以上）

について特定健診等の機会を活かした節酒指導等の取組を推進  
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○   歯と口の健康  

・大阪府歯科口腔保健計画に基づいた取組みの推進  

・歯と口の健康づくりに関する正しい知識の普及啓発、歯科健診・保

健指導の充実、市町村・保健所における歯科保健課題に基づく取組

みの実施  

○  既存の様々なネットワークを活用した健康づくり    

・地域に既に存在している様々なネットワークを活用し、地域におけ

る健康づくり活動の推進  

○   食の安全安心の確保  

・事故が発生した場合に重篤な影響を及ぼす可能性のある施設（高齢

者福祉施設、高齢者配食サービス、弁当調製施設など）を対象に、

監視の強化と食品衛生に係る指導の実施  

・ハイリスク集団（高齢者）向け食品衛生講習会や食中毒予防街頭キ

ャンペーンの実施、リスクコミュニケーションの促進、府ホームペ

ージにおける最新情報の掲載など、食の安全に係る啓発  
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第４節  健康づくり・生きがいづくり  

 

第３項  社会参加の促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  高齢者の生活の充実と介護予防を図るため、高齢者自身が、支援を必

要とする高齢者の支え手となることが期待されています。そのためには、

高齢者自らがその能力を発揮し、生きがいを持ち、様々な活動へ参加で

きるような環境整備が必要です。  

○  また、多様化する地域の福祉課題を、ビジネス的手法を用いて解決す

る社会起業家には、地域住民が必要とする福祉サービスを提供すること

も期待されています。  

○  老人クラブは、地域を基盤とする高齢者の活動組織であり、住民のニ

ーズに応じた様々な活動展開を行うことで、地域の福祉の向上と高齢者

自身の生きがいと健康づくりを進めてきました。  

  老人クラブの友愛精神による地域での福祉活動は先駆的に取り組まれ

てきた互助活動であり、その必要性はますます高まっています。  

 平成 24 年度  平成 24 年度  平成 25 年度  

老人クラブ数  3,257  3,025  2,978  

会員数  238,567 人  220,936 人  215,078 人  

 ※厚生労働省  福祉行政報告例  

 

○  高齢者の社会参加、健康づくりや地域間、世代間の交流は、活力ある

長寿社会の形成に欠くことのできない重要な課題であることから、ねん

りんピック（全国健康福祉祭）をはじめとした多様な健康関連イベント、

福祉・生きがい関連イベント等にできるだけ多くの高齢者が参加できる

よう、配慮する必要があります。  

◆  豊かな経験や知識を有する高齢者には、支援を必要とする高齢者の支

え手となることが期待されています。また、高齢者の社会参加は、介護

予防や生きがいづくりにもつながります。  

 

 ◆  このため、高齢者が、これまでの経験や知識を活かし自らの自己実現

とより豊かな高齢期の生活をおくれるよう、地域社会の支え手として社

会参加できる環境づくりに取り組みます。  
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【施策の方向】  

○  高齢者が、これまでの経験や知識を活かし自らの自己実現とより豊か

な高齢期の生活を営むとともに、地域社会の支え手として社会参加でき

るよう地域支え合い活動を推進していきます。  

○  子ども達に対する遊びの指導、安全確保などを通じた、高齢者による子

育て支援活動の機会が広がるよう、市町村関係機関へ子育て支援に関心

がある高齢者の情報提供等に努めます。  

○  ウェブサイトを活用して社会起業家の活動を広く周知する等により、

府民に対して社会起業への参画を啓発するとともに、多様な地域課題へ

の対応や地域活動への参加を促進します。  

○  府内全域で地域の実情に応じた老人クラブ活動が展開されるよう、市

町村及び大阪府老人クラブ連合会を通じて支援します。  

○  全国健康福祉祭（ねんりんピック）への選手派遣事業により、出場を

目指した日頃の文化・スポーツ活動を奨励し、生きがいづくりを推進し

ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  高齢者の自主的な社会活動等への支援  

・大阪府老人クラブ連合会助成  

・市町村老人クラブ活動助成  

・高齢者大学校と連携した高齢者の社会参加の場の充実支援  

・アクティブシニアがあふれる事業  

・全国健康福祉祭（ねんりんぴっく）選手団派遣事業  

 

○地域福祉活動の振興や府民の福祉意識の向上に寄与する事業への助成  

・大阪府福祉基金地域福祉振興助成金  
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第４節  健康づくり・生きがいづくり  

 

第４項  雇用・就業対策の推進  

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○   少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少が懸念される中、高齢者の

能力や経験、意欲が十分発揮できるように就業の機会に結びつけること

が必要です。  

○   府では、「ＯＳＡＫＡしごとフィールド」において、中高年齢者をはじ

めとする求職者を対象に、セミナーやカウンセリング、職業紹介などを

ワンストップで実施しています。  

○  各市町村シルバー人材センターでは、会員である高齢者に対して、地域

に密着した臨時的・短期的・軽易な仕事を提供しています。  

【施策の方向】  

(1) 高齢者の雇用・就業対策の推進  

○   市町村・ハローワーク・商工会議所等との連携により、地域労働ネッ

トワークを活用した中高年齢者の雇用促進を図るための相談会やセミナ

ー等を実施し、高齢者の就業に対する啓発・誘導活動を行います。  

○   中高年齢者の就職を支援するため、「ＯＳＡＫＡしごとフィールド」に

おいて、きめ細かな就職支援サービスを実施します。  

(2) シルバー人材センター事業の促進  

○  高齢者の能力を活かした就業機会を確保し、生きがいの充実と社会参

加を促進するため、公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会に

対する助言・支援を行い、高齢者の就業機会の拡大と就業率の向上を図

ります。  

◆  少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少が懸念される中、高齢者が

長年培ってきた能力や経験を活かし、労働を通じて社会に貢献すること

ができるよう、就業の機会を確保することが必要です。  

◆  このため、国や関係機関と連携しながら中高年齢者の雇用・就業対策

を推進します。  



第３章 施策の推進方策 

- 72 - 
 

 

 

 

【主な取組み】   

 

〇地域人づくり事業「高年齢者の地域における就業機会拡大事業」  

（ H26～ H27 年度）  

〇（公社）大阪府シルバー人材センター協議会補助金   
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第５節  利用者支援の推進  

 

第１項  制度周知等の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  介護保険制度や高齢福祉サービスの内容について、パンフレットやホー

ムページ等で周知してきました。その結果、利用対象者に一定浸透して

います。  

○  介護保険法等の改正に伴う制度変更や利用者にとって必要度の高いサー

ビスについては、重点的に周知を図る必要があります。  

また、情報を入手する際に配慮が必要な高齢者には、分かりやすい情報

提供が必要です。  

○  介護サービス情報の公表制度では、サービス利用の参考となるように、

大阪府介護サービス情報公表システムのホームページで地図やサービス

内容をきめ細かく提供しています。  

○  集団指導（年１回開催）や実地指導、新規事業者（居宅サービス事

業・居宅介護支援事業）に対する指定時研修（毎月１回開催）等におい

て、情報公表制度の適切な運用について事業者を指導しています。  

また、居宅サービスの指導権限を移譲した市町村に対しても、この旨を

依頼しています。   

【施策の方向】  

(1) 広報の充実  

○  様々な媒体を活用し、制度の周知及び府民ニーズに応じた情報提供を

行います。  

◆  高齢者が、主体的に必要な介護サービスを利用することができるよ

う、制度の趣旨や仕組み、サービスの利用手続き、介護サービス事業者

に関する情報等をわかりやすく届けることが必要です。  

◆  このため、市町村とともに、地域包括支援センター等地域の関係機関

との連携を図りながら、効果的な広報活動を推進します。  

◆  また、地域包括支援センターの業務の内容、運営の状況に関する情報

が適切に公表されるよう、市町村に働きかけます。  
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○  情報が的確に利用者や家族に届くよう、市町村とともに地域包括支援

センター、介護支援専門員、民生委員など地域の関係機関との連携を図

りながら、効果的な情報提供を推進します。  

○  また、高齢障がい者や在日外国人など情報入手に支援を要する方々に

配慮した情報提供を行います。  

(2) ホームページを活用したサービス情報の提供  

○  必要な情報がスピーディーに広く提供できるよう、ホームページを活

用した広報を引き続き行います。  

○  地域包括支援センターの業務の内容、運営の状況に関する情報を市町

村が公表に努めることが法定化されました。府としては、住民の身近な

相談機関として、必要な情報が情報公表システムなどを通じて利用者に

適切に提供されるように市町村に働きかけます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○  分かりやすいパンフレットの作成と配布、ホームページでの情報提供

による制度周知、啓発  

・介護保険法改正等に伴う制度変更内容の随時提供  

・地域包括ケアシステムの実現に資するサービス・支援体制の周知  

・地域包括支援センターの周知（再掲）  

・認知症に対する正しい知識や相談窓口等の啓発（再掲）  

○   高齢者虐待防止の啓発 (再掲 )  

・ホームページ等による府民への啓発、事業者への集団指導等による

啓発  

○   高齢者保健福祉月間における取組み  

・広報紙等による認知症相談対応機関の周知 (再掲 ) 

・啓発ポスターコンクール  

○行事を活用した広報・啓発  

・市町村等で開催される啓発イベントの周知  

・介護の日 (11月 11日 )を通じた高齢者介護の啓発  

○  点字版、ルビ打ち版、外国語版などのパンフレットの作成と提供  
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http://www.kaigokensaku. jp/27/ 

 

大阪府  介護事業所検索「介護サービス情報公表システム」  

平成 27 年 1 月 22 日現在  

http://www.kaigokensaku.jp/27/
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第５節  利用者支援の推進  

 

第２項  相談・苦情解決体制の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  様々な課題を抱えた高齢者が、身近なところで気軽に相談ができる総

合的な体制づくりが必要です。  

○  地域包括支援センターは、地域における身近な総合相談窓口として、

中心的な役割が期待されています。  

「高齢者の生活実態と介護サービス等に関する調査」 (平成 25年度府実

施 )によると、地域包括支援センターの認知度が上がっています。  

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの中核的な機関であ  

ることから、市町村との緊密な連携を図り、適切な運営を確保し、地域

で暮らす高齢者の支援を行うことが重要です。  

  ＜ 65 歳以上高齢者で地域包括支援センターを知っている人の割合＞  

 2 2年  2 5年  

要介護認定を受けている人  3 0 . 9 %  4 7 . 8 %  

要介護認定を受けていない人  1 1 . 6 %  2 4 . 1 %  

 

○  一人暮らしの高齢者等で閉じこもりがちの人のニーズは相談事案とし

てなかなか表面化しにくいため、ＣＳＷや民生委員などの協力を得なが

ら、課題を受け止める取組みが必要です。  

○  また、コミュニケーションに支援が必要な人からの相談に応じる際に

は、きめ細かな配慮が必要です。  

◆  様々な課題を抱えることが多い高齢者が、可能な限り地域で暮らし続

けるためには、身近なところで気軽に相談できる窓口の整備とともに、

介護サービスに関する苦情に迅速かつ適切に対応し、解決する体制の整

備が必要です。  

◆  このため、地域包括支援センターが中心となって、多様な関係機関、

団体等の連携のもと、相談体制の充実を図るとともに、既存の福祉サー

ビスだけでは対応困難な問題に対応するための地域福祉のセーフティネ

ットを構築するよう、市町村に働きかけます。  
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○   利用者の相談に応じる介護相談員派遣等事業の拡大を図るとともに、

居宅サービスへの派遣を増やしていく必要があります。  

○  介護保険制度に関する苦情については、直接的かつ総合的な窓口とし

て市町村が対応しています。市町村で解決できない介護サービスに関す

る苦情は、大阪府国民健康保険団体連合会が対応しています。  

○  大阪府は必要に応じ関係機関の広域的・総合的な指導・調整を行いま

す。また、大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会は、福祉サービスに

関する苦情について、助言、相談、あっせん等を行っています。  

○  サービス事業者は利用者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するよう

国が定める運営基準に規定されていることから、事業者における苦情解

決体制の機能的な整備が必要です。  

○  苦情に迅速かつ適切に対応するためには、それぞれが役割を十分果たし

連携を密にしていく必要があります。  

【施策の方向】  

(1) 相談体制の充実  

○  総合相談に対応する地域包括支援センターの認知度を向上させるため、

パンフレット、ケーブルテレビ等利用可能な資源を活用し周知するよう

に、市町村に働きかけます。  

○  また、地域包括支援センターが中心となって、在宅介護支援センター、

保健センター、隣保館、老人福祉センター、医療機関、薬局（健康介護

まちかど相談薬局）、自主的な支援活動を行っている住民、ＣＳＷ、民生

委員等と連携した相談機能の充実を市町村に働きかけます。  

○  さらには、既存の福祉サービスだけでは対応困難な制度の狭間の問題

等に対応するために地域福祉のセーフティネットを、地域の実情に応じ

て構築することを市町村に働きかけます。  

○  一人暮らしの高齢者等に対しては、地域の相談活動に取り組む民生委

員等が、高齢者の課題やニーズを把握する訪問型の相談活動を行えるよ

う、市町村に働きかけます。  

○  高齢障がい者が安心して相談することができるよう、コミュニケーシ

ョンの確保など、障がい等の特性に応じたきめ細かな対応を行うよう、

市町村に働きかけます。  

○  介護相談員派遣等事業の拡大を図るとともに、介護相談員養成研修の
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支援や相談対応の好事例を集めた相談対応事例集の提供を行い相談体制

の充実に取り組みます。  

 

 (2) 苦情解決体制の充実  

○  苦情対応においては、市町村や大阪府、大阪府国民健康保険団体連合

会、大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会との緊密な連携が図られる

よう働きかけます。  

○  大阪府国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムを活用する

など、実地指導等の速やかな対応に努め、不正請求等重大な違反があれ

ば指定取消や指定効力の停止等も視野にいれて厳正に対処していきます。  

○  サービス事業者に寄せられた苦情については、当該事業者が利用者の

立場に立って迅速かつ適切に対応するよう指導します。  

○  また、社会福祉法人をはじめとするサービス事業者については、苦情

解決責任者や第三者委員の設置等苦情解決体制を整備するよう、取組み

を進めます。  

○  相談や苦情の内容を集約・分析し、発生した背景や原因などの検討を

行い、その内容を基に大阪府国民健康保険団体連合会と連携して市町村

等への研修や事例集等による情報提供を行うことにより、相談や苦情の

解消と再発防止に努めます。  

○  福祉サービスに関する苦情を解決するための相談、助言、事情調査又

はあっせん等を行う大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会の取組みを

支援します。  

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  介護相談員派遣等事業の拡大、相談対応事例集の提供等による相談体

制の充実の促進  

 

○   福祉サービスに関する苦情解決を行う大阪府社会福祉協議会運営適正

化委員会の活動を支援  

 

○  相談苦情の原因分析と情報提供による原因解消と再発防止の推進  
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第５節  利用者支援の推進  

 

第３項  個々の高齢者等の状況に配慮したサービスの提供  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  高齢障がい者が自らの意思でサービスを選択し、利用できるようにす

るためには、障がい種別による特性やコミュニケーションの確保など一

人ひとりの状況に応じ、適切にサービスが提供されることが必要です。  

○  地域で暮らすハンセン病回復者が高齢化していく中で、介護・福祉サ

ービスへのニーズが高まっているため、サービスの利用が円滑に行われ

るような取組みが必要です。  

○  要介護等の認定に当たっては、障がいや疾病のある人など、一人ひと

りの状態、介護の手間に係る状況を的確に把握し、それを審査・判定に

正しく反映させることが求められます。  

○  所得が低い方の介護保険サービス利用が困難とならないよう、各種負

担軽減制度の適切な運用が必要です。  

一方、平成 27年度の介護保険法改正により、自己負担限度額の基準や支

給要件が変更となる負担軽減制度があることから、利用者の方にわかりや

すく丁寧に周知・広報に努める必要があります。  

【施策の方向】  

(1) サービス提供における配慮  

○  コミュニケーションに支援が必要な高齢障がい者にサービスを提供す

る際、きめ細かな配慮がされるよう、障がいの特性と配慮事項を掲載し

たパンフレットを作成し、介護サービスの従事者等に周知します。   

◆  高齢障がい者など配慮を要する方々が、自らの意思で安心してサービ

スを選択し利用できるようにするためには、一人ひとりの状況に応じた

適切なサービスの提供が求められます。  

◆  このため、コミュニケーションに支援が必要な方にサービスを提供す

る際に、きめ細かな配慮を行うほか、要介護認定の際に一人ひとりの状

態がより正確に認定調査に反映されるよう取組みます。  
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○  地域で暮らすハンセン病回復者や家族に対して、多方面から支援がで

きるよう、ハンセン病回復者支援センター及び市町村、介護・福祉関係

職員との連携を図ります。  

(2) 要介護認定における配慮  

○  要介護認定では、高齢障がい者や認知症高齢者など一人ひとりの状態

をより正確に認定調査に反映できるよう認定審査会委員等に研修を実施

します。  

○  認定調査の実施に当たって、本人等の希望に応じて本人の状況を的確

に説明できる者の同席や、手話通訳、要約筆記、盲ろう者通訳・介助、

筆談の利用などにより、意思の伝達を手助けする取組みを市町村ととも

に推進します。  

 

(3) 低所得者対策事業の周知  

○  高額介護サービス費、特定入所者生活介護サービス費等については、

利用者からの申請が必要であり、制度の周知が重要です。そのため、住

民の方が窓口に来られた際に丁寧に説明できるよう、パンフレットの作

成や府ホームページによる広報を行うなど、保険者が行うＰＲ活動を支

援します。  

○  社会福祉法人による利用者負担軽減事業について、市町村と協力して

周知に努めるとともに、すべての法人で同制度が適用されるよう、働き

かけを行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○  介護保険制度のパンフレットの更新データや、低所得者対策事業の制

度改正内容を周知するためのチラシのひな形を市町村に配付  

○  申請手続きが必要な高額介護サービス費や特定入所者生活介護サービ

ス費等の周知  

○  社会福祉法人等による利用者負担軽減事業について、集団指導等の機

会を通じて参画促進  
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第５節  利用者支援の推進  

 

第４項  不服申立ての審査  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  要介護認定等保険給付に関する処分又は保険料その他徴収金に関する処

分に不服がある者から審査請求があった場合に、大阪府介護保険審査会

を開き審理、裁決を行います。  

○  要介護認定又は要支援認定に関する処分については、保健・医療・福

祉等に専門的知識を有する委員３人１組で構成する合議体を設置し、必

要に応じて専門調査員による調査を行った上で審理、裁決を行います。  

○  要介護認定又は要支援認定に関する処分以外のものについては、被保

険者代表、保険者代表、法律の専門家の計９名の審査会委員で構成する

合議体を設置し、審理、裁決を行います。また、必要に応じて、請求に

係る法律上の問題を審理するため小委員会を設置し、審理の迅速化を図

ります。  

【施策の方向】  

○  平成 28年 4月に予定されている審査請求期間の延長など、行政不服審査

法の改正を踏まえ、介護保険審査会を引き続き円滑に運営します。  

 

 

◆  要介護認定や保険料賦課等、市町村が行った処分に対する不服につい

ては、大阪府介護保険審査会で公正な審理を行い、利用者の保護と介護

保険制度の適正な運営を確保します。  

◆  また、行政不服審査法の改正を踏まえ、介護保険審査会を円滑に運営

します。  
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第６節  介護保険事業の適切な運営  

 

第１項  適切な要介護認定  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】   

○   要介護度の割合が高くなる 75 歳以上の人口の増加が見込まれ、さらに、

独居高齢者、認知症高齢者、高齢障がい者など、より正確に状態を把握

する必要がある高齢者の増加が予測されます。  

○   要介護認定は、全国どこで申請しても統一された基準に基づいて調査

され、審査されることが基本原則であり、公正・公平な介護保険制度の

運営のために不可欠なことです。  

（出典：介護保険事業状況報告月報）

平成24年４月 平成25年４月

426,462人397,770人 449,599人

平成26年４月

 要介護(要支援)
 認定者数

 
【施策の方向】  

○  要介護認定の適正化を図るため、介護認定審査会委員、認定調査員及

びかかりつけ医に対する研修の充実を図ります。  

○  認定調査は、障がいや疾病の特性を適切に把握して行う必要があるこ

とから、個別性に配慮し、高齢障がい者や認知症高齢者など一人ひとり

の状態をより正確に聞き取る方法や調査時の留意点、介護の手間に係る

具体的な状況等を正確に特記事項に記載することなどについて、引き続

き認定調査員に対して研修します。  

◆   要介護認定は、介護サービス利用のための重要な手続きであることか

ら、要介護認定が適切に行われるよう必要な取組みを行います。  

◆  このため、介護認定審査会委員、認定調査員等に対する研修の充実を図

るとともに、要介護認定に係る審査判定の重要な資料となる主治医意見書

の記載がより適切に行われるよう、かかりつけ医に対する研修を実施しま

す。  
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○  審査・判定の重要な資料となる主治医意見書の記載がより適切に行わ

れるように、かかりつけ医に対し、主治医意見書の記載方法、留意点等

に関する研修を引き続き実施します。  

○  介護認定審査会において、認定調査の特記事項等の記載内容が審査・

判定に正しく反映するよう、引き続き介護認定審査会委員に対する研修

を実施します。  

○  市町村において公平・公正で適切な要介護認定が実施できるよう、市

町村職員に対する研修や助言などを行います。  

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

○   認定調査員に対する取り組み  

・認定調査員を養成する新規研修の実施  

・事業所等委託の調査員も含めた現任の調査員に対する研修の実   

施  

○   介護認定審査会委員に対する取り組み  

・市町村の介護認定審査会委員や合議体の長に対する研修の実施  

○   主治医に対する取り組み  

・主治医意見書を作成する主治医に対する研修の実施  

○   市町村に対する取り組み  

・介護認定審査会事務局職員に対する研修の実施  

・適正な認定事務を行うことができるよう、要介護認定事務ワー

キングの開催  

・保険者指導における、認定調査票、審査会資料等の点検及び助

言・指導  
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第６節  介護保険事業の適切な運営  

 

第２項  介護サービスの質の向上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

(1)  介護支援専門員  

○  介護支援専門員は、高齢者の自立支援を実現するために、介護保険制

度の運営の要として、専門的知識及び技術の水準を向上させ、その資質

の向上を図るよう努めなければなりません。  

○  介護支援専門員の資質向上については、平成 28年度より、介護支援専

門員に対する各種研修が改訂されることになっています。  

 

・大阪府における介護支援専門員登録簿登載者数         43,892 人  

・上記のうち、介護支援専門員数             26,339 人  

（介護支援専門員証の交付を受けたもの）      

（平成 26年８月 20日現在） 

 

 

(2）  介護サービス情報の公表・評価  

○  利用者が安心してサービスを選択できるよう、介護サービス事業者に

は、サービスの内容や運営状況等に関する情報の公表が義務付けられて

います。  

◆   介護サービスの質の向上を図るためには、介護保険制度運営の要と

なる介護支援専門員の資質の向上のほか、介護事業者のサービス内容

や運営状況等に関する情報の公表、さらには第三者による福祉サービ

スの評価が必要です。  

◆  このため、関係団体と連携しながら、介護支援専門員に対する研修を

充実するとともに、介護サービス情報の公表や評価が適切に行われる

よう必要な取組みを行います。  

◆  居宅サービス事業者及び居宅介護支援事業者に対して、事業所の質の

向上を目的とした自主点検や自己評価を行うよう指導しています。  
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○  サービスの質の確保、向上を図るため、サービス事業者の自己評価や

外部評価を推進する必要があります。  

○  サービスの質の向上を促し、併せて、介護サービス情報を利用者に広

く周知するため、福祉サービス第三者評価制度を推進する必要がありま

す。  

【施策の方向】  

(1) 介護支援専門員への支援  

○  介護支援専門員の継続的な養成・資質向上を図り、専門性や人権意識を

高め、多様な高齢者の自立支援に資する適切なケアマネジメントを推進で

きるよう、研修に参加しやすい環境づくりを含め、関係団体と連携しなが

ら、新課程での研修を着実に実施します。  

(2）介護サービス情報の公表・評価  

○  介護サービス情報の公表制度については、見やすさ等の改善、地域包括

支援センターの活動内容や高齢者の自立を支えるサービスメニューの表示

など、国が示す新たな情報の公表の方向性を踏まえながら、より充実した

ものとなるよう努めます。  

○  小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護において義務  

付けられている外部評価制度について、評価機関を選定の上、市町村と連

携を図りながら評価の実施及び結果の公表を行います。  

○  介護サービス事業者に対し、福祉サービス第三者評価制度の周知及び受

審促進に向けた取組みを進めるとともに、評価結果の公表を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○   介護支援専門員に対する研修の実施  

  ・介護支援専門員実務研修  

・介護支援専門員実務従事者基礎研修 (～ 27 年度 ) 

  ・介護支援専門員専門研修  

  ・介護支援専門員再研修  

  ・介護支援専門員更新研修  

  ・主任介護支援専門員研修  

○  福祉サービス第三者評価事業の推進  
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第６節  介護保険事業の適切な運営  

 

第３項  サービス事業者への指導・助言  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  重大な指定基準違反や不正請求が疑われるなど、悪質な事業者に対して

は、利用者保護及び介護保険制度への信頼保持の観点から厳正な対応が必

要です。  

○  介護保険法の改正による「大都市特例」の創設や大阪版地方分権により、

９市町に所在する大阪府所管の事業所を除き、事業所の指定・指導は、各

市町村が所管しています。地域の実情に合ったサービス提供が実施される

よう必要な取組みを行っていく必要があります。  

○  指定通所介護事業所等における宿泊サービスについては、介護保険法の

対象外であるため明確な基準がなく、府においては平成 24 年９月に制定

した府の基準により行政指導を行っています。  

  なお、平成 27 年４月から省令で定める基準により、届出制が導入され

る予定です。  

○  介護保険施設における高齢者虐待防止及び身体拘束の廃止、感染症予防

対策を推進することが必要です。  

○  特別養護老人ホームや居宅サービスにおいて、今後は、たんの吸引等の

医療的ケアが必要な利用者の増加が見込まれることから、医療的ケアを適

切に提供できる人員確保及び体制整備が必要です。  

○  利用者が安心してサービスを受けるため、介護事故の未然防止や事故発

◆  事業者が常に利用者の立場に立った適切なサービスを提供できるよ

う、事業者に対する適正な指導権限の行使と、介護事故の未然防止や事

故発生時等における適切な対応が求められます。  

◆  このため、居宅介護支援事業者・居宅サービス事業者、介護保険施設

に対し、必要な指導等を行います。  

◆  また、市町村への事務移譲に伴う居宅サービス事業者への指導監督に

ついては、市町村が適切に指導権限を行使できるよう市町村を支援しま

す。  
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生時の適切な対応が求められます。  

○  南海トラフ巨大地震の発生などに備え、介護保険施設における非常災害

対策を推進することが必要です。  

○  平成 27年度から、特別養護老人ホームは、在宅での生活が困難な中重度

の要介護者を支える施設としての機能に重点化されます。  

○  入所の必要性が高い高齢者が特別養護老人ホームに入所できるよう、適

正な入所選考の実施が求められます。  

【施策の方向】  

○  集団指導や実地指導の内容充実に努めます。  

○  介護事故に関しては、未然防止の徹底を図り、事業者に対して万一事故

が発生した際の市町村への速やかな連絡及び再発防止策の取組み等につい

て指導します。  

○  介護職員等がたんの吸引等を行う場合には、事業者や施設が登録事業者

として認定を受ける必要があります。この場合必要な登録基準を満たして

いるか厳密に審査し、認定後も適切に実施しているか指導監督を行います。  

  また、たんの吸引等の実施を可能とする介護職員等の人員確保のための

従事者の認定及び研修機関の登録を推進するとともに、研修を希望する介

護職員が受講しやすい環境を整えます。  

(1)  居宅介護支援事業者・居宅サービス事業者等への指導  

○  権限移譲済市町村において事務執行が円滑に行われ、府域全体で適切な

サービス提供が実施されるように、府市町村連絡会議の開催や指定時研修

の共同開催、また、集団指導冊子の共同作成などの市町村支援を行います。  

○  指定通所介護事業所等における宿泊サービスについては、従来からの府

の基準及び新たに策定された国のガイドラインを十分踏まえ、利用者保護

の観点から適切なサービス提供がされるよう必要な行政指導等を行います。  

(2) 介護保険施設への指導  

○  「介護保険施設等実地指導マニュアル」等に基づき指導を行います。ま

た、施設に対し、自主点検表の作成を促し、適正な介護報酬の算定や入所

者に対し適切なケアの提供が図られるよう取組みを推進します。  

○  高齢者虐待防止については、集団指導をはじめ、実地指導等を通じ、高

齢者虐待防止に向けた取組みを推進するとともに、身体拘束廃止への取組
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みの周知徹底と緊急やむを得ない身体拘束の場合には、適切な手続きを踏

まえた記録の整備について指導監督に努めます。  

また、大阪府の「身体拘束ゼロ推進標準マニュアル」を活用し、自主的

に取り組む体制の整備を指導します。  

○  実地指導等において、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」

等を活用し、感染症の予防と発生時の適切な対応が図られるよう指導を行

います。  

○  南海トラフ巨大地震の発生などに備え、介護保険施設における地震防災

対策マニュアルの整備を推進するとともに、地震や火災等を想定した避難

訓練の実施について指導を行います。  

(3) 特別養護老人ホームにおける適正な施設入所選定の実施への指導  

○  市町村や施設関係者と共同で策定した「大阪府指定介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）入所選考指針」（平成 27年２月改正予定）に基づ

き、入所判定の透明性及び公平性を確保した適正な入所選考の実施を指導

します。  

○  対象は原則要介護３以上と限定します。ただし要介護１・２の要介護者

であってもやむを得ない事情により、特養以外での生活が著しく困難であ

ると認められる場合には、市町村の適切な関与の下、施設ごとに設置して

いる入所選考委員会を経て特例的に入所を認める取扱いとするよう指導し

ます。  
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第６節  介護保険事業の適切な運営  

 

第４項  介護保険制度の適切な運営  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  地域包括ケアシステムの構築を推進するため、市町村の主体的な取組み

に対して支援が必要です。  

○  平成 27年度の介護保険制度の改正においては、保険者の自主性の発揮が

一層求められています。  

○  制度改正の内容が住民に十分理解されるよう、市町村による丁寧な説明

が必要です。  

○  保険者が主体的に健全な介護保険財政の運営を確保することができるよ

う、継続的な支援・助言が必要です。  

【施策の方向】  

(1) 介護保険制度運営に関する支援・助言  

○  保険者実地指導等の機会を通じ、保険者が抱える介護保険制度の運営に

関する課題を的確に把握するとともに、細やかに支援・助言を行います。  

○  市町村課長会議、担当者会議の開催や、市町村が地域ごとに開催するブ

ロック会議への参画等を通じて、介護保険制度の運営に関する課題の的確

な把握、解決や迅速な情報提供に努め、介護保険制度の円滑な運営を支援

します。  

○  新しい地域支援事業が、府内市町村において円滑に実施できるよう、好

事例などの収集・情報提供、研修、専門職等の広域派遣調整、市町村間や

各団体との連絡調整等、市町村支援に取組みます。  

◆   平成 27 年度の介護保険制度の改正を踏まえ、引き続き介護保険制度

が適切に運営されるよう、市町村等に必要な支援や助言を行うととも

に、制度改正の内容を住民に分かりやすく説明することが必要です。  

◆   このため、保険者実地指導など様々な機会を通じ、必要な情報提供等

の支援や助言を行い、市町村等による介護保険制度の円滑な運営を支援

します。  
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 (2) 制度改正に向けた取組み  

○  介護保険制度にかかるワーキングを市町村と共同で設置し、課題ごとに

検討を行います。  

○  保険者の規模の拡大やインセンティブ制度、介護報酬のあり方など、課

題を検討するとともに必要に応じて国へ制度提言等を行います。  

○  制度改正の内容が、府民及び利用者に十分理解されるよう、広報ツール

を活用したＰＲの充実などを通じ市町村への支援を行います。  

(3) 財政安定化基金の適切な管理、運営  

○  介護保険財政の安定化を図るため設置した「大阪府介護保険財政安定化

基金」を法令に基づき適正に管理・運営し、保険給付の増大等による保険

者の財源不足に対して資金の貸付を行うなど、保険者の健全な財政運営の

確保に努めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○  保険者実地指導の実施（毎年度 1 回）  

 

○  改正介護保険法の施行を踏まえ、市町村が円滑に事業実施できるよ

う支援。  

   セミナー等の開催（高齢者保健福祉圏ごと）  

 

○  地域包括ケアシステムの構築に向けた地域ケア会議充実を図るため

の支援【再掲】  

・市町村又は地域包括支援センターにおいて実施される地域ケア会議

等に広域支援員や専門職員（大学教授、医療系専門職等）を派遣  

 

○  地域包括支援センターの業務の改善支援【再掲】  

・地域包括ワーキング等を通じた業務改善に向けた課題把握及び課題

に対応するための方策検討、事業のフローチャート作成検討  

   ３回／年  
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○  広報紙及びホームページ等を通じて介護保険制度への関心を高めた

り、制度改正に関する注意喚起を行ったりすることにより、市町村を

支援するとともに利用者の制度理解の促進  

 

○  介護保険制度ワーキング等において必要なマニュアルを作成し、市

町村間で共有【再掲】  

 

○「大阪府介護保険財政安定化基金」の適正な管理・運営  
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第６節  介護保険事業の適切な運営  

 

第５項  介護保険制度の持続可能性を高める取組み  

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  介護給付の適正化は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受

給者が真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供する

よう促すことを基本としています。このことは、利用者に対する適切なサ

ービスの確保と、費用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め、持

続可能な介護保険制度の構築に資するものです。  

○  介護給付の適正化を効率的・効果的に推進するためには、国、府及び市

町村が一体となって地域の実情に応じた取組みを進めていくことが重要で

す。  

○  大阪府では、国の「第２期介護給付適正化計画に関する指針」を受けて

策定した「第２期大阪府介護給付適正化計画」に基づき、市町村の取組み

を促進してきました。  

【施策の方向】  

○  国の「第３期介護給付適正化計画に関する指針」を踏まえ策定した「第

３期大阪府介護給付適正化計画」に基づき、平成 27年度以降も市町村の取

組みを促進することにより、一層の介護給付の適正化に努めます。  

○  国の指針に準じた主要８項目について、給付の適正化に取り組みます。  

 

 

 

 

◆   介護保険制度の持続可能性を高めるためには、不適切な給付の削減を

図るとともに、介護給付の適正化を図ることにより、利用者に対する適

切な介護サービスを確保する必要があります。  

◆   このため、「第３期大阪府介護給付適正化計画」に基づき、市町村等

における適正化の取組みを促進することにより、一層の介護給付の適正

化に努めます。  

①  要介護認定の適正化    ②ケアプランの点検     ③住宅改修の適正化、  

④福祉用具購入・貸与調査  ⑤医療情報との突合   ⑥縦覧点検  

⑦介護給付通知       ⑧給付実績の活用   
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○  適正化を効率的・効果的に推進することができるよう、介護給付適正化

システムの活用を促進するための市町村職員向け研修会を開催します。  

○  高齢者の権利侵害や過剰なサービス提供など、不適正な事業運営が疑わ

れる事案に対しては、保険者や関係機関と連携し、指導・監督の実施等に

より対応します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組み】   

 

○  第３期大阪府介護給付適正化計画に基づく、市町村における適正化

事業の取組みの支援  
○  市町村職員を対象とした介護給付適正化システムの操作研修や事業

内容に関する研修会の開催  
○  市町村と連携し、事業者の適正な運営が確保されるよう指導等を実

施  
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第７節  福祉・介護サービス基盤の充実  

 

第１項  居宅サービスの基盤の充実  

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  地域包括ケアシステムの構築とともに、地域でケアマネジメントの役割

を担っている介護支援専門員の育成や支援などに市町村が積極的に関わっ

ていくことができるよう、現在、都道府県（指定都市・中核市を除く）が

有している居宅介護支援事業所（ケアマネ事業所）の指定指導権限が平成

30 年 4 月から市町村に法定移譲されることとなっています。  

○  大阪府内で指定を受けている居宅介護支援事業所の数は、介護保険制度

創設時の 1,308事業所であったのが、平成 26年 4月 1日時点で 3,685事業所

（指定都市・中核市を含む）と大きく増加しています。  

○  大阪府においては、指定都市・中核市以外の市町村にも大阪版地方分権

により権限移譲しており、現在、大阪府が指定権限を有しているのは９市

町の事業所となっています。  

【施策の方向】  

(1) 居宅介護支援事業所指定権限の移行に向けた準備  

○  現在、大阪版地方分権による指定権限の移譲を行っていない９市町につ

いて、平成 30年 4月の法定移譲によって居宅介護支援事業所の指定指導事

務を初めて行うこととなることから、円滑に事務が執行されるように、必

要な支援・調整を行います。  

  また、大阪版地方分権により既に指定権限が移譲されている市町村にお

いても、法定移譲に移行することにより新たな事務が発生することも予想

されるため、府として引き続き必要な支援・調整を行います。  

 

 

 

◆   介護支援専門員の育成や支援に市町村が積極的に関わることができる

よう、平成 30年４月から居宅介護支援事業所の指定指導権限が市町村に

移譲されることから、移譲が円滑に行われ、地域の実情に応じたきめ細

かい指導に繋がるよう支援・調整を行います。  
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第２項  地域密着型サービスの普及促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  医療ニーズのある一人暮らしの要介護高齢者でも在宅での生活が継続で

きるよう、平成 24 年度に創設された定期巡回・随時対応型訪問介護看護

及び複合型サービスを始めとする地域密着型サービスの普及は、地域包括

ケアシステムの構築にあたって重要な役割を占めています。  

○  しかし、利用者や介護支援専門員などにおいてサービス内容そのものへ

の理解が不足していることや、安定的な経営が見込めないなどの理由で参

入事業者が少ないこと等に起因して、普及が進んでいません。  

○  これら地域密着型サービスの意義、サービス内容が正しく理解され、認

知度の向上が図られるよう啓発を行い、制度の普及を促進する必要があり

ます。  

【施策の方向】  

○  地域包括ケアシステムの構築にあたって重要なサービスである地域密着

型サービスの普及を促進します。  

○  定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの計画的な普及

に向け、引き続き制度の周知に努めるとともに、先進事例の紹介、介護保

険制度ワーキング等を通じた必要な調整や考え方の整理に取り組みます。  

○  整備計画がある保険者において、住民や地域の事業者に対して積極的に

情報提供を行うなど、市町村が地域の実情に応じ、権限を有効に活用して

サービスの普及に努めるよう支援します。  

◆   高齢者が、介護が必要になってもできる限り住み慣れた地域で暮らし

続けることができるよう導入された地域密着型サービスの普及は、地域

包括ケアシステムの構築に重要な役割を担っており、制度の周知と地域

密着型サービスの普及を促進します。  

 

◆   取組みにあたっては、地域医療介護総合確保基金を活用した基盤整備

を市町村に働きかけます。  
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第３項  施設基盤の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  特別養護老人ホームの入所申込者数は、退所者数を上回る状態が続いて

おり、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える施設としての機能

の重点化が求められています。  

○  特別養護老人ホーム、老人保健施設については、施設での生活を居宅で

の生活に近いものとしていくため、集団処遇的なケアから、一人ひとりの

心身の状態に応じた個別性の高いケアを行うことが必要です。  

○  昭和 56 年以前の旧耐震基準で建設された介護保険施設及び老人福祉施

設については、建物の老朽化が進んでいます。  

○  養護老人ホーム・軽費老人ホームについては、入所期間の長期化に伴い、

介護を必要とする入所者が増加するとともに、今後、増加が見込まれる生

活困窮者や社会的に孤立する高齢者など多様な生活課題を抱える高齢者の

受け皿としての役割も求められています。  

○  施設が有する専門的な機能を活かし、地域における多様な生活課題を抱

える高齢者に対する支援が求められています。  

【施策の方向】  

○  特別養護老人ホームについては、在宅での生活が困難な重度の要介護者

に重点を置くこととし、市町村が高齢者のニーズ、給付と負担のバランス

等を踏まえて見込んだサービス必要量に基づき、地域バランスにも配慮し

ながら計画的な整備を推進します。  

○  特別養護老人ホーム、老人保健施設について、新規施設や老朽施設の建

替え、改修においては、入居者ができる限り在宅に近い居住環境のもとで

安心して生活できるように、個室ユニット型施設の整備を推進します。  

◆  介護保険施設や老人福祉施設は、高齢者が身体的な状態や家庭環境等

により居宅で暮らすことが困難になった場合のセーフティネットとして

重要な役割を担っています。  

◆  今後とも、計画的な施設整備を推進するとともに、施設入所の必要性

が高い方の優先的な入所を進め、入所者個人の尊厳に配慮したケアの推

進に取り組みます。  
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○  既設の老朽化した施設について、入居者の生活に及ぼす影響を考慮し、

計画的に必要な建替えを推進します。特に昭和 56年以前の旧耐震基準に基

づき建設されたものについては、優先して建替えを推進します。  

○  養護老人ホームや軽費老人ホームについては、現在の供給実績や地域ニ

ーズ、周辺地域にあるサービス付き高齢者向け住宅などの整備及び利用状

況を勘案し、市町村が見込んだ整備目標を踏まえた整備や建替えを推進し

ます。  

また、入所者の介護ニーズに対応するため、施設が特定施設入居者生活

介護の指定を受けることについて支援します。  

    

○  施設が地域包括支援センター等と連携して行う、地域における多様な生

活課題を抱える高齢者支援活動を支援します。  
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第４項  在宅医療、看護、介護の人材の育成、確保  

 

 

 

 

 

【現状と課題】  

○  府では、介護職員、介護福祉士、社会福祉士、看護師、保健師等専門的

人材の養成・確保及び資質向上を進めており、引き続き研修の質の確保や

修学資金の貸与等を行っていくことが必要です。  

 

介護員養成研修事業者の指定と修了者の状況（実績べース）        

 
介護職員  

初任者研修  

訪問介護員  

養成研修（ 2級）  
合   計  

指定事業者数 (平成 26年 3月末現在 ) 149 －  149 

修了者数   (平成 25年度中 ) 8,043人  12,026人  20,069人  

延べ修了者数 (当初～平成 25年度 ) 8,043人  309,468人  317,511人  

 

○  介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等が一定の条件の下でたん

の吸引及び経管栄養を行うことができるため、これらの職員が安全なサー

ビス提供を行えるように適切な研修の実施が必要です。  

○  社会福祉施設・事業所従業職員の資質向上（社会的要請への対応やスキ

ルアップ等）を図ることが必要です。  

○  医療及び介護の提供体制の整備には、質の高い人材を継続的に確保して

いくことが重要であり、そのためには、計画的・継続的な研修の実施が必

要です。  

        介護職員の確保目標（中間推計値）       （人）  

※ 2012、 2013 年の数値は、厚生労働省「介護サービス施設・事業所」調査による。  

2017 年の介護職員数の推計については、国の通知に基づき、算出している。  

※今後、推計の見直しにより変更があり得る。  

 

  

介護職員数  

（需要推計）  

介護職員数  

（供給推計）  

介護職員数  

（需要と供給の差）  

H24（ 2012）年  約 133,000 ―  

H25（ 2013）年  約 148,000 ―  

H29（ 2017）年  約 174,000 約 170,000 約 4,000 

◆   地域包括ケアシステムの構築に当たっては、在宅医療、看護、介護に

携わる人材を安定的に確保するための取組みを行っていくことが重要で

あることから、地域医療介護総合確保基金を活用するなど医療・保健・

福祉の人材養成と確保、資質の向上に取り組みます。  



第３章 施策の推進方策 

- 99 - 
 

【施策の方向】  

(1) 医療・看護・介護の人材養成と確保、資質の向上  

○  介護福祉士養成施設や研修事業者等に対し、必要な指導を行います。  

○  介護職員等がたんの吸引等に関する知識や技能を習得するための研修体

制の整備を進めており、一定の要件を満たすものを研修機関として登録し

ています。また、必要に応じ、登録研修機関の指導監督を行います。  

○  介護福祉士および社会福祉士の資格取得をめざす学生の修学を容易にし、

質の高い介護福祉士等の養成・確保に努めるため、養成施設等修学者に対

して、修学資金を貸付けます。  

○  利用者に対する処遇の向上及び福祉・介護現場における従業職員の介護

技術等の向上を図るため、適切な研修実施に努めます。  

○  在宅医療に取り組む医師、歯科医師、薬剤師、看護師等の確保及び育成

を行います。  

○  看護学生に対する修学資金の貸与並びに養成施設に対する助成を行い、

看護職員の確保・定着に努めます。  

○  看護職員等の養成施設に対する指導・助言を通じた教育水準の向上及び

講習会の開催による資質向上に努めます。  

○  資格を持ちながら家庭等に潜在している未就業の看護職員を対象に無料

職業紹介を実施するとともに、再就業に不安を持つ看護職員には、現場の

実態に即した内容の講習会を受講していただき、現場復帰を支援します。  

○  府保健所において、管内の医療・看護・福祉分野の従事者に対する研修

等を行います。また、市町村保健センターと連携して保健師学生等の臨地

実習の受け入れを行うなど人材養成に努めます。  

○  地域ぐるみで人材確保に取組むため、連携の仕組みを構築します。  

○  介護職員の資質向上を図り、職場への定着を支援します。    

○  福祉・介護従事者の質の確保・向上を図るため、市町村や大阪府社会福

祉協議会等と公民連携を図りながら、地域包括ケアシステムの構築に向け、

新たな地域課題等に対応できるよう、養成研修の開催や、職場への定着支

援・モチベーションの向上のためのキャリアパスの設定やスキルアップ研

修等の推進を図ります。  
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○  地域医療介護総合確保基金を活用し、地域包括ケアシステムの構築とそ

れを支える質の高い人材の確保・養成に向けた取組みを進めます。  

 

○  福祉・介護職場への参入促進のため、市町村や大阪府社会福祉協議会等

と連携しながら、福祉施設での職場体験等を通じて、福祉職場の魅力発信

に取り組みます。  

 

○  人材を介護職場に呼び込むため、大阪府福祉人材支援センター、ハロー

ワークや福祉・介護施設等との連携による就職説明会の開催等を通じて、

新卒者等の若い世代から中高年齢者の就職や、出産・子育てにより退職し

た女性等（潜在的有資格者）の再就職が進むよう取り組みます。  

 

 
【主な取組み】   

○  大阪府介護情報・研修センター事業  

○  看護職員の確保・定着  

・看護師等養成所施設整備費補助  

・看護師等養成所設備整備費補助  

・看護師等養成所運営費補助  

・教員養成講習会・実習指導者講習会の開催  

・看護師等修学資金の貸与  

・病院内保育所運営費補助事業  

・病院内保育所施設整備費補助事業  

・新人看護職員研修事業  

・ナースセンター事業  

○   介護人材の確保  

・福祉人材無料職業紹介事業（大阪福祉人材支援センター運営事業）  

・職場体験事業  

・民間社会福祉施設合同求人説明会（就職フェア等）  

・広報啓発事業（学校・求人事業者等への制度・事業等の説明）  

・求人求職者向けセミナー等の開催  

・介護福祉士等修学資金の貸付け  
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第４章 介護サービス量の見込み及び必要入所（利
用）定員総数  

    

第 1 節  要支援・要介護認定者の将来推計   

 

 第１項  本計画における要支援・要介護認定者数の見込み方  

本計画における要支援・要介護認定者数の将来推計については、各市町村

における地域支援事業（介護予防事業）や介護予防給付の実施状況及び今後

見込まれるこれらの予防効果を勘案して、各市町村において推計を行ったも

のです。  

 

 

第２項  要支援・要介護認定者数の将来推計  

 

 

要介護度別認定者数  

      （単位：人）                          

要介護度  平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

合 計 488,777 516,176 545,634 

 

要支援１  97,874 107,023 116,862 

要支援２  76,950 82,193 87,886 

要介護１  76,546 81,125 85,967 

要介護２  85,048 88,498 92,263 

要介護３  57,098 59,183 61,390 

要介護４  51,437 53,145 54,994 

要介護５  43,824 45,009 46,272 

 ※要支援・要介護認定者数には第 2 号被保険者（ 40～ 64 歳）の者を含む  
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第 2 節  介護サービス量の見込み  

第１項  本計画における介護サービス量の見込み方  

本計画における介護サービス量（必要量）の見込みについては、各市町村

におけるこれまでのサービス利用実績に加えて、今後の要支援・要介護認定

者数の推計や日常生活圏域ニーズ調査等により把握した利用意向等も考慮

しつつ、各市町村において推計されたものを、高齢者保健福祉圏毎に積み上

げたものです。  

このうち介護保険施設等に係るサービスについては、長期的な視点に立ち、

地域包括ケアシステムの構築の推進とともに、サービス基盤の適正な整備を

図る観点から、平成 27 年度以降における利用者数の目標値を設定し算出し

ました。  

なお、平成 37 年度における介護保険施設の個室・ユニット型の割合を 50％

以上に高めること、とりわけ、地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福

祉施設においては 70％以上を目指すことを標準としました。  

また、特に昭和 56 年以前の旧耐震基準に基づき建設された施設について

は、優先して改築を推進することとしました。  
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【介護サービスの種類】  

要支援者を対象とするサービス  

介護予防サービス  

地域密着型介護予防サービス  

要介護者を対象とするサービス  

介護サービス  

地域密着型サービス  

○介護予防支援  

○介護予防訪問介護  

○介護予防訪問入浴介護  

○介護予防訪問看護  

○介護予防訪問リハビリテーション  

○介護予防通所介護  

○介護予防通所リハビリテーション  

○介護予防短期入所生活介護  

○介護予防短期入所療養介護  

○介護予防福祉用具貸与  

○特定介護予防福祉用具販売  

○介護予防住宅改修  

○介護予防居宅療養管理指導  

○介護予防特定施設入居者生活介護  

 

 

 

 

 

（地域密着型介護予防サービス）  

○介護予防認知症対応型通所介護  

○介護予防小規模多機能型居宅介護  

○介護予防認知症対応型共同生活介護  

○居宅介護支援  

○訪問介護  

○訪問入浴介護  

○訪問看護  

○訪問リハビリテーション  

○通所介護  

○通所リハビリテーション  

○短期入所生活介護  

○短期入所療養介護  

○福祉用具貸与  

○特定福祉用具販売  

○住宅改修  

○居宅療養管理指導  

○特定施設入居者生活介護  

 ・介護専用型特定施設入居者生活介護  

 ・混合型特定施設入居者生活介護  

○指定介護老人福祉施設  

○介護老人保健施設  

○指定介護療養型医療施設  

（地域密着型サービス）  

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

○夜間対応型訪問介護  

○認知症対応型通所介護  

○小規模多機能型居宅介護  

○認知症対応型共同生活介護  

○地域密着型特定施設入居者生活介護  

○地域密着型介護老人福祉施設入所者  

生活介護  

○複合型サービス  

○地域密着型通所介護  
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 第２項  介護サービスの種類ごとの量の見込み  

     

介護サービス量  平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護支援  （人／月） 189,847 198,753 208,342 

訪問介護  （回／年） 34,703,839 36,481,495 38,319,878 

訪問入浴介護  （回／年） 256,156 267,364 279,929 

訪問看護  （回／年） 3,671,158 4,010,580 4,391,293 

訪問リハビリテーション  （回／年） 954,391 1,006,657 1,070,663 

通所介護  ※１  （回／年） 10,669,240 8,078,156 8,638,259 

通所リハビリテーション  （回／年） 2,746,794 2,853,878 2,984,394 

短期入所生活介護  （日／年） 2,001,749 2,148,707 2,307,523 

短期入所療養介護  （日／年） 308,202 330,144 354,986 

福祉用具貸与  （ 千 円 /年 ） 20,283,322 21,194,721 22,272,412 

特定福祉用具販売  （ 千 円 /年 ） 1,153,363 1,212,874 1,278,309 

住宅改修  （ 千 円 /年 ） 2,382,670 2,565,843 2,764,722 

居宅療養管理指導  （人／月） 52,821 56,331 60,239 

特定施設入居者生活介護  （人／月） 12,856 14,069 15,301 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

指定介護老人福祉施設  （人／月） 30,879 31,615 32,684 

介護老人保健施設  （人／月） 19,904 20,296 20,745 

指定介護療養型医療施設  （人／月） 2,474 2,468 2,454 

※１  制度改正により通所介護のうち小規模なものは、平成 28 年度から地域密着型サービス
である地域密着型通所介護に移行します。  

※２  制度改正により介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の利用者は、平成 27 年度から
平成 29 年度までの間に地域支援事業費へ移行します。  
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介護サービス量  平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス 

介護予防支援  （人／月）  101,123 110,964 107,911 

介護予防訪問介護  ※２  （人／月）  61,971 65,876 36,010 

介護予防訪問入浴介護  （回／年）  1,528 2,173 2,633 

介護予防訪問看護  （回／年）  431,051 503,578 584,659 

介護予防訪問リハビリテーション  （回／年）  94,576 111,761 127,268 

介護予防通所介護  ※２  （人／月）  37,601 42,084 25,063 

介護予防通所リハビリテーション  （人／月）  6,591 7,433 8,337 

介護予防短期入所生活介護  （日／年）  21,949 28,086 32,702 

介護予防短期入所療養介護  （日／年）  3,996 5,045 6,448 

介護予防福祉用具貸与  （千円 /年）  2,332,262 2,605,915 2,919,989 

特定介護予防福祉用具販売  （千円 /年）  448,519 507,343 569,972 

介護予防住宅改修  （千円 /年）  2,030,068 2,266,385 2,550,940 

介護予防居宅療養管理指導  （人／月）  3,758 4,197 4,668 

介護予防特定施設入居者生活介護  （人／月）  1,866 2,104 2,331 

地
域
密
着
型
（
介
護
予
防
）
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  （人／月）  1,426 1,823 2,162 

夜間対応型訪問介護  （人／月）  544 614 700 

認知症対応型通所介護  （回／年）  406,944 446,539 485,467 

小規模多機能型居宅介護  （人／月）  3,191 3,589 3,930 

認知症対応型共同生活介護  （人／月）  10,062 10,945 11,791 

地域密着型特定施設入居者生活介護  （人／月）  302 476 505 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 （人／月）  2,773 3,457 3,933 

複合型サービス  （人／月）  420 697 893 

地域密着型通所介護  ※１  （回／年）   3,380,234 3,667,757 

介護予防認知症対応型通所介護  （回／年）  4,829 6,811 9,306 

介護予防小規模多機能型居宅介護  （人／月）  395 461 520 

介護予防認知症対応型共同生活介護  （人／月）  19 21 24 
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(1) 居宅サービス  

①   居宅介護支援・介護予防支援  

 要介護（要支援）認定を受けた在宅の方が、居宅サービスを利用する場

合に、介護を必要とする方の心身の状況や意向等を踏まえ、居宅サービ

ス計画（介護予防サービス計画）を作成し、サービス事業者等との連絡・

調整等を行うサービスです。  

                            （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                            （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  189,847 198,753 208,342 

大阪市  61,192 62,597 64,019 

豊  能  19,586 20,889 22,582 

三  島  11,645 12,255 12,846 

北河内  24,290 25,783 27,370 

中河内  19,781 21,061 22,656 

南河内  13,839 14,669 15,468 

堺  市  19,815 20,713 21,476 

泉  州  19,699 20,786 21,925 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  101,123 110,964 107,911 

大阪市  37,247 40,607 44,098 

豊  能  10,071 10,970 9,359 

三  島  7,361 7,838 6,731 

北河内  11,346 12,967 10,351 

中河内  8,757 9,536 7,485 

南河内  6,778 7,539 7,972 

堺  市  10,448 11,735 13,195 

泉  州  9,115 9,772 8,720 
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②   訪問介護    

 訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問して身体介護や生活援助

を行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                           （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  34,703,839 36,481,495 38,319,878 

大阪市  12,836,796 12,975,720 13,105,884 

豊  能  3,000,706 3,215,892 3,541,804 

三  島  1,622,880 1,720,201 1,810,918 

北河内  4,058,557 4,477,032 4,852,325 

中河内  3,652,891 3,823,393 4,030,687 

南河内  2,040,734 2,213,749 2,384,948 

堺  市  3,813,260 4,164,446 4,483,342 

泉  州  3,678,014 3,891,061 4,109,971 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  61,971 65,876 36,010 

大阪市  27,112 29,554 16,046 

豊  能  5,761 5,740 2,745 

三  島  3,955 3,811 2,004 

北河内  5,893 6,453 3,265 

中河内  4,808 5,136 2,831 

南河内  3,405 3,230 1,452 

堺  市  5,903 6,532 4,992 

泉  州  5,134 5,420 2,675 
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③   訪問入浴介護     

 介護職員や看護師等が浴槽を積んだ入浴車等で居宅を訪問し、入浴の

介護を行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                           （単位：回 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  256,156 267,364 279,929 

大阪市  88,476 86,880 85,296 

豊  能  33,336 36,401 40,198 

三  島  14,238 15,086 15,962 

北河内  22,642 25,622 28,819 

中河内  22,684 22,825 23,371 

南河内  19,134 21,872 24,835 

堺  市  26,800 27,347 27,559 

泉  州  28,847 31,330 33,888 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  1,528 2,173 2,633 

大阪市  396 444 444 

豊  能  240 272 296 

三  島  150 235 247 

北河内  89 94 98 

中河内  72 146 72 

南河内  224 355 506 

堺  市  47 110 209 

泉  州  310 516 760 
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④   訪問看護     

看護師等が居宅を訪問して看護を行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

                        （単位：回 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  3,671,158 4,010,580 4,391,293 

大阪市  1,015,512 1,024,956 1,033,884 

豊  能  489,810 556,195 644,162 

三  島  265,811 287,063 308,022 

北河内  513,715 587,328 670,824 

中河内  337,067 375,438 420,271 

南河内  350,291 382,793 415,703 

堺  市  433,938 494,688 555,088 

泉  州  265,014 302,119 343,339 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  431,051 503,578 584,659 

大阪市  109,416 118,560 128,016 

豊  能  60,660 75,071 91,988 

三  島  41,873 48,071 53,771 

北河内  71,323 84,578 99,324 

中河内  29,272 33,608 36,883 

南河内  37,913 41,627 45,859 

堺  市  45,775 61,324 80,226 

泉  州  34,819 40,739 48,592 
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⑤   訪問リハビリテーション     

 理学療法士や作業療法士が居宅を訪問してリハビリテーションを行う

サービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                          （単位：回 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  954,391 1,006,657 1,070,663 

大阪市  277,668 280,068 282,624 

豊  能  124,565 134,768 149,345 

三  島  34,574 39,032 43,086 

北河内  93,901 101,574 109,490 

中河内  101,722 114,220 123,722 

南河内  49,112 57,524 66,796 

堺  市  126,318 125,040 132,463 

泉  州  146,531 154,430 163,136 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  94,576 111,761 127,268 

大阪市  29,700 32,160 34,764 

豊  能  12,634 13,399 14,276 

三  島  4,032 4,756 5,674 

北河内  15,350 21,480 29,424 

中河内  8,512 11,958 10,795 

南河内  5,180 5,842 6,638 

堺  市  8,920 10,379 12,014 

泉  州  10,248 11,788 13,682 
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⑥   通所介護   

 日帰りでデイサービスセンター等に通う利用者に入浴や食事等の介護

や機能訓練等を行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  10,669,240 8,078,156 8,638,259 

大阪市  2,883,936 2,952,540 3,022,056 

豊  能  1,120,331 739,834 823,930 

三  島  799,507 305,479 325,986 

北河内  1,528,858 1,200,762 1,319,596 

中河内  1,146,084 479,711 504,659 

南河内  803,272 683,420 763,824 

堺  市  1,102,091 865,675 958,565 

泉  州  1,285,162 850,735 919,644 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  37,601 42,084 25,063 

大阪市  10,881 11,852 6,431 

豊  能  4,253 4,728 2,423 

三  島  3,372 3,635 2,274 

北河内  4,616 5,549 3,258 

中河内  3,448 3,895 2,326 

南河内  2,851 3,029 1,633 

堺  市  4,598 5,390 4,651 

泉  州  3,582 4,007 2,066 
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⑦   通所リハビリテーション   

 日帰りで介護老人保健施設や病院等に通う利用者に、理学療法士や作

業療法士等がリハビリテーションを行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                          （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,746,794 2,853,878 2,984,394 

大阪市  794,280 810,540 826,800 

豊  能  210,985 218,660 230,456 

三  島  185,214 195,544 206,278 

北河内  435,846 453,606 475,972 

中河内  290,038 292,520 309,840 

南河内  216,035 230,671 245,446 

堺  市  282,496 301,697 318,482 

泉  州  331,901 350,640 371,120 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  6,591 7,433 8,337 

大阪市  1,698 1,847 2,002 

豊  能  399 404 406 

三  島  512 587 668 

北河内  1,132 1,307 1,504 

中河内  566 669 751 

南河内  701 814 947 

堺  市  755 926 1,120 

泉  州  828 879 939 
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⑧   短期入所生活介護  

 特別養護老人ホーム等の施設に短期間入所して、入浴や食事等の介護

を受けるサービスです。  

                           （単位：日 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                           （単位：日 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,001,749 2,148,707 2,307,523 

大阪市  467,844 469,260 470,196 

豊  能  240,952 276,011 313,348 

三  島  162,036 176,694 193,312 

北河内  226,931 244,931 266,161 

中河内  180,011 198,640 219,341 

南河内  322,721 347,556 372,690 

堺  市  216,481 235,451 254,708 

泉  州  184,774 200,165 217,768 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  21,949 28,086 32,702 

大阪市  2,964 3,192 3,444 

豊  能  1,849 2,214 2,473 

三  島  3,001 3,222 3,470 

北河内  2,851 3,588 4,596 

中河内  2,461 4,189 3,595 

南河内  3,173 4,621 6,586 

堺  市  2,504 2,861 3,270 

泉  州  3,145 4,199 5,268 
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⑨   短期入所療養介護  

 介護老人保健施設等の施設に短期間入所して医学的管理下における介

護や必要な医療等を受けるサービスです。  

                           （単位：日 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                           （単位：日 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  308,202 330,144 354,986 

大阪市  73,656 74,148 74,376 

豊  能  27,386 31,316 37,376 

三  島  36,502 40,540 43,705 

北河内  32,742 35,944 39,061 

中河内  23,932 26,317 29,815 

南河内  16,973 19,789 22,741 

堺  市  50,048 51,584 52,574 

泉  州  46,963 50,506 55,337 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  3,996 5,045 6,448 

大阪市  828 888 996 

豊  能  575 667 854 

三  島  761 1,006 1,379 

北河内  155 251 386 

中河内  485 626 750 

南河内  226 240 262 

堺  市  476 616 780 

泉  州  491 751 1,040 
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⑩   福祉用具貸与  

 歩行器、車いす、特殊寝台（介護用ベッド）等を貸し出すサービスで

す。  

                          （単位：千円 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                          （単位：千円 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  20,283,322 21,194,721 22,272,412 

大阪市  6,703,602 6,771,285 6,834,823 

豊  能  2,192,358 2,361,231 2,582,585 

三  島  1,200,633 1,276,449 1,353,166 

北河内  2,693,473 2,922,860 3,170,994 

中河内  2,128,416 2,195,348 2,346,165 

南河内  1,331,185 1,402,262 1,476,681 

堺  市  2,085,773 2,205,330 2,328,873 

泉  州  1,947,882 2,059,956 2,179,125 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,332,262 2,605,915 2,919,989 

大阪市  795,114 862,343 932,251 

豊  能  249,265 282,539 319,525 

三  島  178,551 195,993 216,724 

北河内  302,286 357,203 417,651 

中河内  172,302 187,473 215,761 

南河内  155,484 180,280 208,274 

堺  市  219,825 258,466 302,156 

泉  州  259,435 281,618 307,647 
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⑪   特定福祉用具販売  

 入浴や排せつに使用するため、貸与になじまない福祉用具を購入した

場合に、購入費の一部を支給するサービスです。  

                          （単位：千円 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                          （単位：千円 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  1,153,363 1,212,874 1,278,309 

大阪市  387,441 394,156 400,813 

豊  能  117,832 127,108 138,409 

三  島  60,775 61,510 61,505 

北河内  165,443 184,543 205,888 

中河内  109,094 107,825 107,793 

南河内  79,862 87,096 93,981 

堺  市  117,605 122,265 126,695 

泉  州  115,311 128,371 143,225 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  448,519 507,343 569,972 

大阪市  166,588 181,677 197,348 

豊  能  52,701 60,397 69,480 

三  島  32,475 36,207 40,844 

北河内  55,703 67,254 80,166 

中河内  40,118 49,071 57,038 

南河内  23,255 27,654 32,301 

堺  市  39,165 39,641 40,119 

泉  州  38,514 45,442 52,676 
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⑫   住宅改修  

 自立や介護をしやすい生活環境を整えるため小規模な住宅改修に対し

て、一部を支給するサービスです。  

                          （単位：千円 /年）  

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          （単位：千円 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,382,670 2,565,843 2,764,722 

大阪市  629,044 643,180 657,477 

豊  能  273,330 294,342 329,933 

三  島  142,911 151,554 161,268 

北河内  386,930 441,633 506,294 

中河内  223,948 242,989 260,847 

南河内  190,522 218,261 244,165 

堺  市  265,916 281,615 295,474 

泉  州  270,069 292,269 309,264 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,030,068 2,266,385 2,550,940 

大阪市  546,559 596,807 649,005 

豊  能  240,545 281,456 328,676 

三  島  135,364 135,254 138,861 

北河内  375,303 448,264 533,426 

中河内  182,335 205,550 240,150 

南河内  169,074 191,671 220,424 

堺  市  192,833 194,887 196,749 

泉  州  188,055 212,496 243,649 
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⑬   居宅療養管理指導  

 医師、歯科医師、薬剤師等が居宅を訪問して療養上の管理や指導を行う

サービスです。  

                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                          （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  52,821 56,331 60,239 

大阪市  15,993 16,163 16,323 

豊  能  6,418 7,038 7,868 

三  島  3,934 4,197 4,442 

北河内  6,494 7,245 8,077 

中河内  5,893 6,317 6,900 

南河内  3,894 4,318 4,741 

堺  市  6,065 6,666 7,207 

泉  州  4,130 4,387 4,681 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  3,758 4,197 4,668 

大阪市  1,314 1,431 1,553 

豊  能  403 454 501 

三  島  437 469 501 

北河内  416 470 528 

中河内  259 298 345 

南河内  259 312 370 

堺  市  292 310 329 

泉  州  378 453 541 
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⑭   特定施設入居者生活介護  

 指定を受けた有料老人ホームやケアハウス等の入所者に入浴や食事等

の介護や機能訓練等を行うサービスです。  

                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                          （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  12,856 14,069 15,301 

大阪市  4,988 5,625 6,403 

豊  能  1,930 2,042 2,132 

三  島  1,053 1,067 1,083 

北河内  1,813 1,965 2,137 

中河内  924 1,127 1,196 

南河内  778 811 849 

堺  市  732 752 773 

泉  州  638 680 728 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  1,866 2,104 2,331 

大阪市  719 836 953 

豊  能  258 287 309 

三  島  187 186 182 

北河内  299 336 379 

中河内  105 147 175 

南河内  113 113 121 

堺  市  131 140 150 

泉  州  54 59 62 
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                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施設サービス  

①   指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  

 常に介護が必要で在宅生活の困難な方が日常生活上の世話、機能訓練

などのサービスを受けながら生活する施設です。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  30,879 31,615 32,684 

大阪市  11,661 12,145 12,687 

豊  能  3,192 3,294 3,318 

三  島  2,153 2,158 2,165 

北河内  3,537 3,576 3,736 

中河内  2,971 2,993 3,022 

南河内  2,331 2,359 2,407 

堺  市  2,723 2,723 2,807 

泉  州  2,311 2,367 2,542 

 



第 4章 介護サービス量の見込み及び 

必要入所（利用）定員総数 

- 123 - 
 

 

                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③   指定介護療養型医療施設  

長期にわたる療養を必要とする方が介護等の世話及び機能訓練、その

他必要な医療などのサービスの提供を受ける施設です。  

                           （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

②   介護老人保健施設  

 病状が安定していてリハビリテーションや看護・介護を必要とする方

が在宅復帰を目指す施設です。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  19,904 20,296 20,745 

大阪市  7,450 7,650 7,850 

豊  能  2,053 2,109 2,167 

三  島  1,483 1,495 1,499 

北河内  2,301 2,369 2,443 

中河内  1,714 1,714 1,714 

南河内  1,501 1,530 1,567 

堺  市  1,668 1,680 1,740 

泉  州  1,734 1,749 1,765 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,474 2,468 2,454 

大阪市  594 594 594 

豊  能  112 112 112 

三  島  49 51 52 

北河内  242 244 246 

中河内  361 351 337 

南河内  264 263 261 

堺  市  304 304 304 

泉  州  548 549 548 
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（単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②   夜間対応型訪問介護  

 夜間に訪問介護員 (ホームヘルパー )が定期的な巡回または通報により

居宅を訪問し、介護その他の日常生活上の世話を行うサービスです。  

                           （単位：人 /月）     

 

 
 

(3) 地域密着型サービス  

①   定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

  重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜

間を通じて１日複数回の短時間の定期訪問と随時の対応を介護・看護が一

体的に又は密接に連携しながら提供するサービスです。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  1,426 1,823 2,162 

大阪市  380 473 565 

豊  能  161 212 242 

三  島  236 341 464 

北河内  129 177 200 

中河内  284 295 337 

南河内  108 134 148 

堺  市  82 91 102 

泉  州  46 100 104 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  544 614 700 

大阪市  182 184 186 

豊  能  67 70 74 

三  島  16 19 21 

北河内  28 31 35 

中河内  154 207 268 

南河内  2 2 2 

堺  市  0 0 0 

泉  州  95 101 114 
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                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

                           （単位：回 /年）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③   認知症対応型通所介護  

 認知症の方が日帰りでデイサービスセンター等に通い、入浴や食事等

の介護や機能訓練等を受けるサービスです。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  406,944 446,539 485,467 

大阪市  136,380 138,156 139,896 

豊  能  41,078 47,701 54,018 

三  島  48,139 54,953 63,336 

北河内  18,238 22,409 26,035 

中河内  42,569 45,852 50,180 

南河内  55,318 64,814 73,858 

堺  市  34,877 37,972 40,914 

泉  州  30,346 34,682 37,230 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  4,829 6,811 9,306 

大阪市  744 888 888 

豊  能  48 48 48 

三  島  540 626 724 

北河内  440 654 696 

中河内  1,386 2,407 4,066 

南河内  671 928 1,240 

堺  市  499 628 774 

泉  州  500 632 871 
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                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                          （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
④   小規模多機能型居宅介護  

 通所サービスを中心に利用者の選択に応じて訪問や泊まりを組み合わ

せ、入浴や食事等の介護や機能訓練等を行うサービスです。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  3,191 3,589 3,930 

大阪市  866 954 1,064 

豊  能  560 672 714 

三  島  307 325 354 

北河内  308 330 368 

中河内  116 135 165 

南河内  266 293 329 

堺  市  285 305 321 

泉  州  483 575 615 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  395 461 520 

大阪市  130 146 160 

豊  能  64 89 104 

三  島  36 38 43 

北河内  36 38 39 

中河内  16 18 21 

南河内  26 35 43 

堺  市  13 15 18 

泉  州  74 82 92 
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                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                         （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤   認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）  

 認知症のため介護を必要とする方が少人数で共同生活する住居で、入

浴や食事等の介護や機能訓練等を受けるサービスです。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  10,062 10,945 11,791 

大阪市  3,365 3,847 4,349 

豊  能  1,065 1,178 1,239 

三  島  614 658 704 

北河内  1,251 1,357 1,389 

中河内  1,051 1,139 1,191 

南河内  665 690 730 

堺  市  1,192 1,196 1,286 

泉  州  859 880 903 

圏  名  
介護予防サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  19 21 24 

大阪市  6 7 8 

豊  能  1 1 1 

三  島  4 4 5 

北河内  4 5 5 

中河内  1 1 1 

南河内  1 1 1 

堺  市  0 0 0 

泉  州  2 2 3 
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（単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦   地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

 入所定員 29 名以下の介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム )です。  

                            （単位：人 /月）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
。 

 

⑥   地域密着型特定施設入居者生活介護  

 指定を受けた入所定員 29 名以下の有料老人ホーム等の入所者に入浴や

食事等の介護や機能訓練等を行うサービスです。  

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  302 476 505 

大阪市  140 285 285 

豊  能  24 24 24 

三  島  60 60 60 

北河内  49 78 78 

中河内  0 0 0 

南河内  29 29 58 

堺  市  0 0 0 

泉  州  0 0 0 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  2,773 3,457 3,933 

大阪市  139 255 313 

豊  能  471 717 775 

三  島  319 377 464 

北河内  638 725 870 

中河内  306 425 451 

南河内  377 377 406 

堺  市  179 208 252 

泉  州  344 373 402 
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⑧   複合型サービス  

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数のサービスを組み合わ

せて提供するサービスです。  

                           （単位：人 /月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨   地域密着型通所介護（新規サービス）  

 利用定員 18 名以下の事業所が日帰りでデイサービスセンター等に通う

利用者に入浴や食事等の介護や機能訓練等を行うサービスです。  

                           （単位：回 /年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大阪市は、集計作業中のため、現段階では (1)⑥通所介護に含めて計上しています。 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計  420 697 893 

大阪市  170 189 209 

豊  能  0 25 71 

三  島  62 101 132 

北河内  34 161 162 

中河内  14 15 16 

南河内  89 100 156 

堺  市  51 62 74 

泉  州  0 44 73 

圏  名  
介護サービス  

平成 27 年度  平成 28 年度  平成 29 年度  

府合計   3,380,234 3,667,757 

大阪市   0 0 

豊  能   468,820 519,994 

三  島   562,470 611,936 

北河内   473,825 518,238 

中河内   746,890 779,395 

南河内   213,203 235,796 

堺  市   371,004 410,814 

泉  州   544,024 591,583 
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第 3 項  施設・居住系サービス・地域密着型サービスの必要入所  

（利用）定員総数  

 

                        （単位：人分）  

種別  平成 27年度  平成 28年度  平成 29年度  

介護保険施設サービス   

 

指定介護老人福祉施設  31,092 32,102 33,054 

介護老人保健施設  20,760 20,960 21,209 

指定介護療養型医療施設  2,387 2,387 2,387 

居住系サービス  

 介護専用型特定施設入居者生活介護  788 788 788 

 混合型特定施設入居者生活介護  16,898 18,137 19,236 

地域密着型サービス  

 認知症対応型共同生活介護  10,940 11,917 12,757 

 地域密着型特定施設入居者生活介護  447 476 505 

 
地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護  
3,042 3,622 4,086 

※介護保険施設は、各市町村が見込んだ各年度の必要量や整備意向・稼働率等を考慮

して設定しました。ただし、介護療養型医療施設は新規整備を見込んでいません。  

※特定施設入居者生活介護及び地域密着型サービスは、市町村が必要量や稼働率等地

域の実情に応じて見込んだものを集計しました。  
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 (1) 介護保険施設の必要入所定員総数  

①  指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  

                          （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 整 備 数 

府合計  31,092 32,102 33,054 2,956 

大阪市  11,755 12,687 13,229 2,430 

豊  能  3,252 3,258 3,258 6 

三  島  2,275 2,275 2,275 30 

北河内  3,575 3,575 3,735 160 

中河内  2,869 2,869 2,879 10 

南河内  2,242 2,242 2,262 20 

堺  市  2,785 2,785 2,925 140 

泉  州  2,339 2,411 2,491 160 

※整備数は、平成 27 年度から平成 29 年度までに整備が必要な数。  
なお、平成 26 年度中に整備に着手している数は必要入所定員総数には含まれて  
いますが、整備数には含まれません。  

 

 

【設定の考え方】  

必要な入所定員総数は、市町村の整備意向に基づき、市町村が見込ん

だ各年度の必要量に稼働率等を考慮して設定しました。なお、大阪市圏

域及び堺市圏域の数は、直近の実績値に各市の整備意向を必要入所定員

総数として設定しました。  
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②  介護老人保健施設  

                          （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 整 備 数 

府合計  20,760 20,960 21,209 1,217 

大阪市  7,650 7,850 8,050 1,168 

豊  能  2,197 2,197 2,197 0 

三  島  1,578 1,578 1,578 0 

北河内  2,668 2,668 2,668 0 

中河内  1,752 1,752 1,752 0 

南河内  1,336 1,336 1,336 0 

堺  市  1,744 1,744 1,793 49 

泉  州  1,835 1,835 1,835 0 

    ※整備数は、平成 27 年度から平成 29 年度までに整備が必要な数。  

なお、平成 26 年度中に整備に着手している数は必要入所定員総数には含まれて
いますが、整備数には含まれません。  

    

 

【設定の考え方】  

必要な入所定員総数は、市町村の整備意向に基づき、市町村が見込

んだ各年度の必要量等を考慮して設定しました。なお、大阪市圏域に

ついては、直近の実績値に市の整備意向を必要入所定員総数として設

定しました。  
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③  指定介護療養型医療施設  

                    （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

府合計  2,387 2,387 2,387 

大阪市  632 632 632 

豊  能  0 0 0 

三  島  75 75 75 

北河内  305 305 305 

中河内  270 270 270 

南河内  262 262 262 

堺  市  304 304 304 

泉  州  539 539 539 

※指定介護療養型医療施設の必要入所定員総数は、指定目標量  
 

 

【設定の考え方】  

必要な入所定員総数（指定目標量）は、新規指定が行われないこと

から、直近の実績値をもとに設定しました。  
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(2) 特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数  

 ①  介護専用型特定施設入居者生活介護  

 

（単位：人分） 

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 指定見込数 

府合計  788 788 788 0 

大阪市  0 0 0 0 

豊  能  100 100 100 0 

三  島  0 0 0 0 

北河内  295 295 295 0 

中河内  147 147 147 0 

南河内  50 50 50 0 

堺  市  0 0 0 0 

泉  州  196 196 196 0 

※介護専用型特定施設とは、特定施設のうち、入居者が要介護者、その配偶者そ
の他厚生労働省令で定める者に限られるものであって、入居定員が 30 名以上の
ものをいう。  

   

 

【設定の考え方】  

   必要利用定員総数は市町村が必要量や稼働率等地域の実情に応じて

見込んだものを圏域ごとに集計し、設定しています。指定見込数は平

成 27 年度から平成 29 年度までの指定見込数を集計したものです。  
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②  混合型特定施設入居者生活介護  

 

（単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 指定見込数 

府合計  16,898 18,137 19,236 3,218 

大阪市  6,643 7,622 8,621 2,793 

豊  能  2,409 2,439 2,439 35 

三  島  1,458 1,458 1,458 0 

北河内  2,780 2,840 2,840 60 

中河内  1,115 1,285 1,385 270 

南河内  1,052 1,052 1,052 60 

堺  市  964 964 964 0 

泉  州  477 477 477 0 

※混合型特定施設入居者生活介護とは、介護専用型以外の特定施設に入居する要
介護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。  

   

 

【設定の考え方】  

   必要利用定員総数は市町村が必要量や稼働率等地域の実情に応じて

見込んだものを圏域ごとに集計し、設定しています。指定見込数は平

成 27 年度から平成 29 年度までの指定見込数を集計したものです。  
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(3) 地域密着型サービスに係る必要利用定員総数  

地域密着型サービスの必要量に基づいて高齢者保健福祉圏ごとに定

める必要利用定員総数は、次のとおりです。  

 

①  認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）  

                             （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 指定見込数 

府合計  10,940 11,917 12,757 2,448 

大阪市  4,129 4,689 5,277 1,682 

豊  能  1,058 1,202 1,244 204 

三  島  658 694 739 121 

北河内  1,284 1,404 1,404 120 

中河内  1,059 1,149 1,185 138 

南河内  676 694 730 63 

堺  市  1,223 1,223 1,286 63 

泉  州  853 862 892 57 

※指定見込数は、平成 27年度から平成 29年度までに新たに指定が見込まれる数。  
 

【考え方】  

必要利用定員総数は、各市町村が各年度の必要量に稼働率等を考慮

して設定したものを圏域ごとに集計したものです。  
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②  地域密着型特定施設入居者生活介護  

                             （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 指定見込数 

府合計  447 476 505 280 

大阪市  285 285 285 169 

豊  能  24 24 24 24 

三  島  60 60 60 0 

北河内  49 78 78 29 

中河内  0 0 0 0 

南河内  29 29 58 58 

堺  市  0 0 0 0 

泉  州  0 0 0 0 

※指定見込数は、平成 27年度から平成 29年度までに新たに指定が見込まれる数。  
 

【考え方】  

地域密着型特定施設とは、定員 29 名以下の介護専用型特定施設で、

必要利用定員総数は、各市町村が各年度の必要量に稼働率等を考慮し

て設定したものを圏域ごとに集計したものです。  
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③  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

（地域密着型特別養護老人ホーム）  

                             （単位：人分）  

圏  名  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 整 備 数 

府合計  3,042 3,622 4,086 1,305 

大阪市  255 313 371 232 

豊  能  568 771 771 290 

三  島  319 377 464 145 

北河内  638 725 870 290 

中河内  306 451 451 145 

南河内  377 377 406 29 

堺  市  240 240 356 116 

泉  州  339 368 397 58 

※整備数は、平成 27 年度から平成 29 年度までに整備が必要な数。  
なお、平成 26 年度中に整備に着手している数は必要入所定員総数には含まれて
いますが、整備数には含まれません。  

   

【考え方】  

地域密着型介護老人福祉施設とは、定員 29 名以下の介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）です。  

必要利用定員総数は、各市町村が各年度の必要量に稼働率等を考慮し

て設定したものを圏域ごとに集計したものです。  
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 (4) 介護保険以外の施設サービスの整備目標  

介護保険以外の施設サービスの平成 26年における整備目標については、

次のとおりです。  

 

①  養護老人ホーム  

65 歳以上で環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が

困難な方が市町村の措置により入所する施設です。  

(単位：人分 ) 

圏  名  
平成 25 年度 (実績値 ) 平成 29 年度（目標値 ) 

定員数  定員数  

府合計  2,717 2,717 

大阪市  1,037 1,037 

豊  能  170 170 

三  島  200 200 

北河内  180 180 

中河内  200 200 

南河内  520 520 

堺  市  190 190 

泉  州  220 220 

 

②  軽費老人ホーム（ A 型、ケアハウスの合計）  

軽費老人ホームは自立した生活を営むことに不安がある方が施設と

の契約により入所し、日常生活上必要な便宜を受ける施設です。  

(単位：人分 ) 

圏  名  
平成 25 年度 (実績値 ) 平成 29 年度（目標値 ) 

定員数  定員数  

府合計  5,585 5,585 

大阪市  755 755 

豊  能  572 572 

三  島  573 573 

北河内  911 911 

中河内  729 729 

南河内  450 450 

堺  市  515 515 

泉  州  1,080 1,080 
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第５章 大阪府高齢者計画 2012の検証 

 

第１節 大阪府全体の状況 

 

   平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 

要介護認定者数 (人) 407,232 423,165 103.9% 428,374 447,519 104.5% 

出典：介護保険事業状況報告年報 

介護保険サービス受給者数 322,249 334,955 103.9% 342,190 355,966 104.0% 

 

居宅サービス・ 

地域密着型サービス 
(人) 195,022 204,999 105.1% 208,481 216,924 104.0% 

介護予防サービス・ 

地域密着型介護予防

サービス 

(人) 77,018 81,451 105.8% 82,053 90,012 109.7% 

施設サービス (人) 50,209 48,505 96.6% 51,656 49,030 94.9% 

   
介護サービス量 平成 24 年度 平成 25 年度 

居宅サービス 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 

 

居宅介護支援 （人／月） 164,640  164,882  100.1% 174,460  174,505  100.0% 

訪問介護 （回／年） 26,074,907  29,056,944  111.4% 27,352,576  31,870,571  116.5% 

訪問入浴介護 （回／年） 264,196  251,947  95.4% 276,322  246,814  89.3% 

訪問看護 （回／年） 1,791,338  2,696,101  150.5% 1,883,546  3,092,130  164.2% 

訪問リハビリテーション （回／年） 816,066  884,803  108.4% 862,310  879,019  101.9% 

通所介護 （回／年） 8,014,202  8,367,151  104.4% 8,561,975  9,204,722  107.5% 

通所リハビリテーション （回／年） 2,671,064  2,501,971  93.7% 2,835,422  2,559,908  90.3% 

短期入所生活介護 （日／年） 1,738,722  1,695,723  97.5% 1,824,311  1,795,154  98.4% 

短期入所療養介護 （日／年） 286,538  260,128  90.8% 303,673  271,022  89.2% 

福祉用具貸与 （千円/年） 18,228,886  17,705,759  97.1% 19,296,878  20,567,043  106.6% 

特定福祉用具販売 （千円/年） 1,391,608  1,292,744  92.9% 1,493,840  1,162,136  77.8% 

居宅療養管理指導 （人／月） 37,419  40,354  107.8% 40,049  45,596  113.9% 

特定施設入居者生活介護 （人／月） 11,290  9,776  86.6% 12,454  10,621  85.3% 

施設サービス 

 

指定介護老人福祉施設 （人／月） 27,852  27,548  98.9% 28,672  27,897  97.3% 

介護老人保健施設 （人／月） 18,975  18,107  95.4% 19,745  18,540  93.9% 

指定介護療養型医療施設 （人／月） 3,384  3,075  90.9% 3,240  2,802  86.5% 

出典：介護保険事業支援計画実施状況 
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介護サービス量 平成 24 年度 平成 25 年度 

介護予防サービス 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 

 

介護予防支援 （人／月） 73,805 75,261 102.0% 78,353 83,317 106.3% 

介護予防訪問介護 （人／月） 52,062 50,545 97.1% 55,140 53,325 96.7% 

介護予防訪問入浴介護 （回／年） 1,305 717 54.9% 1,451 775 53.4% 

介護予防訪問看護 （回／年） 118,880 231,100 194.4% 127,033 295,571 232.7% 

介護予防訪問リハビリテーション （回／年） 69,737 72,961 104.6% 76,545 74,619 97.5% 

介護予防通所介護 （人／月） 21,053 23,198 110.2% 22,806 28,334 124.2% 

介護予防通所リハビリテーション （人／月） 4,736 4,701 99.3% 5,013 5,191 103.6% 

介護予防短期入所生活介護 （日／年） 17,536 14,745 84.1% 19,262 14,751 76.6% 

介護予防短期入所療養介護 （日／年） 3,417 2,327 68.1% 3,731 2,822 75.6% 

介護予防福祉用具貸与 （千円/年） 1,569,177 1,645,224 104.8% 1,677,118 2,032,167 121.2% 

特定介護予防福祉用具販売 （千円/年） 440,306 371,738 84.4% 475,863 385,917 81.1% 

介護予防居宅療養管理指導 （人／月） 2,700 2,522 93.4% 2,872 2,980 103.8% 

介護予防特定施設入居者生活介護 （人／月） 1,471 1,367 92.9% 1,621 1,526 94.1% 

地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービス） 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人／月） 534 17 3.2% 1,311 317 24.2% 

夜間対応型訪問介護 （人／月） 364 376 103.3% 398 389 97.7% 

認知症対応型通所介護 （回／年） 355,323 351,487 98.9% 383,811 363,976 94.8% 

小規模多機能型居宅介護 （人／月） 2,365 2,251 95.2% 2,799 2,421 86.5% 

認知症対応型共同生活介護 （人／月） 8,712 8,304 95.3% 9,519 8,546 89.8% 

地域密着型特定施設入居者生活介護 （人／月） 139 102 73.4% 284 139 48.9% 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人／月） 1,463 1,301 88.9% 2,036 1,523 74.8% 

複合型サービス （人／月） 69 5 7.2% 254 65 25.6% 

介護予防認知症対応型通所介護 （回／年） 2,046 1,802 88.1% 2,851 2,127 74.6% 

介護予防小規模多機能型居宅介護 （人／月） 211 185 87.7% 255 240 94.1% 

介護予防認知症対応型共同生活介護 （人／月） 20 12 60.0% 21 8 38.1% 

 

施

設

整

備 

指定介護老人福祉施設 (人分) 28,805  28,368  98.5% 29,478  28,732  97.5% 

介護老人保健施設 (人分) 19,937  19,144  96.0% 20,237  19,393  95.8% 

指定介護療養型医療施設 (人分) 3,256  2,874  88.3% 3,256  2,740  84.2% 

（注）施設整備の平成 24 年度の実績は平成 25 年４月１日現在、平成 25 年度の実績は平成 26 年４月１日現在の指定

済み施設の定員数 
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【要介護認定者の状況】 

介護サービスの利用対象となる要支援・要介護認定を受けた方は、高齢化の進展

に伴って増加しており、平成 25年度末時点の要介護認定者数は計画の見込みを上回

る実績となっています。 

今後も高齢化の進展に伴い、要支援・要介護認定者が一層増加すると見込まれま

す。 

 

 

【介護サービスの状況】 

介護サービスには要支援認定を受けた方に対して要介護状態の発生の予防とい

う観点から提供される介護予防サービスと、要介護認定を受けた方に対して提供さ

れる居宅サービス・施設サービスがあります。 

各サービスの平成 25 年度の実績値をみると、居宅サービスは、訪問入浴介護、短

期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護が計画比 80％台、特定福祉用具販売が

計画比 77.8%となっていますが、その他のサービスはほぼ計画値どおりもしくは計

画値を上回っています。 

介護予防サービスは、介護予防訪問入浴介護、介護予防短期入所者生活介護、介

護予防短期入所療養介護及び特定介護予防福祉用具販売が計画値を大幅に下回って

いますが、その他のサービスはほぼ計画値どおり、若しくは計画値を上回っていま

す。 

高齢者が要支援・要介護状態になってもできる限り住み慣れた地域の中で生活が

継続できるよう、地域の特性に応じて多様で柔軟なサービス提供が可能となる地域

密着型サービスは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型特定施設入居

者生活介護及び複合型サービスは、計画値を大幅に下回っています。これは、採算

性の問題などから事業者の参入が進んでいないことなどが原因として考えられます。 

また、施設サービスは、指定介護老人福祉施設が計画比 97.3%でほぼ計画値どお

りとなっており、介護老人保健施設は計画比の 93.9％となっています。指定介護療

養型医療施設については、療養病床の再編成により介護保険適用から医療保険適用

の病床へ転換する施設が増えたため、計画比 86.5％と計画値を下回っています。 
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第２節 圏別の状況 

 

第１項 要介護認定者の状況 

（単位：人） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 407,232 423,165 103.9% 428,374 447,519 104.5% 

大阪市 139,057 143,841 103.4% 146,425 152,718 104.3% 

豊 能 42,774 44,076 103.0% 45,132 46,524 103.1% 

三 島 26,398 27,642 104.7% 27,799 29,178 105.0% 

北河内 48,035 50,536 105.2% 51,028 53,829 105.5% 

中河内 38,933 40,958 105.2% 40,515 43,288 106.8% 

南河内 29,778 31,342 105.3% 31,429 32,843 104.5% 

堺 市 42,454 43,818 103.2% 44,305 46,324 104.6% 

泉 州 39,803 40,952 102.9% 41,741 42,815 102.6% 

  （注）・各年度の年度末実績 

     ・40～64 歳の要支援・要介護者を含む 

         

 

  

              【要介護度別認定者の状況】       （単位：人） 

 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

平成 25年 

3月 

第 1号被保険者 73,992 63,559 63,055 73,864 50,563 46,642 40,061 411,736 

第 2号被保険者 1,069 1,558 1,459 2,629 1,677 1,476 1,561 11,429 

合  計 
75,061 

(17.7%) 

65,117 

(15.4％) 

64,514 

(15.2%) 

76,493 

(18.1%) 

52,240 

(12.3%) 

48,118 

(11.4%) 

41,622 

(9.8%) 

423,165 

(100.0％) 

平成 26年 

3月 

第 1号被保険者 82,637 68,127 68,254  77,056  52,474  47,696  40,489 436,733 

第 2号被保険者 1,086 1,540 1,369  2,470  1,536  1,296  1,489 10,786 

合  計 
83,723 

(18.7%) 

69,667 

(15.6%) 

69,623 

(15.6%)  

79,526 

(17.8%)  

54,010 

(12.1%)  

48,992 

(10.9%)  

41,978 

(9.4%) 

447,519 

(100.0%) 

  （注）・第 1 号被保険者：市町村の区域内に住所を有する 65 歳以上の者 

     ・第 2 号被保険者：市町村の区域内に住所を有する 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者 

         ・（ ）内は認定者全体に占める割合  
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第２項 介護サービスの現状  

(1) 居宅サービス 

① 居宅介護支援事業・介護予防支援事業 

要介護（要支援）認定を受けた在宅の方が、居宅サービスを利用する場合に、

介護を必要とする方の心身の状況や意向等を踏まえ、居宅サービス計画（介護予

防サービス計画）を作成し、サービス事業者等との連絡・調整等を行うサービス

です。 

 

【介護サービス】                         （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 164,640 164,882 100.1% 174,460 174,505 100.0% 

大阪市 55,078 55,133 100.1% 58,251 58,225 100.0% 

豊 能 15,598 16,082 103.1% 16,728 17,335 103.6% 

三 島 10,125 10,080 99.6% 10,916 10,544 96.6% 

北河内 20,319 20,778 102.3% 21,510 21,958 102.1% 

中河内 15,687 16,291 103.9% 16,477 17,370 105.4% 

南河内 11,652 11,992 102.9% 12,295 12,875 104.7% 

堺 市 19,294 17,437 90.4% 20,397 18,311 89.8% 

泉 州 16,887 17,089 101.2% 17,886 17,887 100.0% 

 

【介護予防サービス】                       （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 73,805 75,261 102.0% 78,353 83,317 106.3% 

大阪市 28,248 28,226 99.9% 29,944 30,717 102.6% 

豊 能 7,377 7,852 106.4% 7,940 8,547 107.6% 

三 島 5,653 5,616 99.3% 5,973 6,259 104.8% 

北河内 7,376 7,880 106.8% 8,071 8,814 109.2% 

中河内 6,319 6,545 103.6% 6,610 7,316 110.7% 

南河内 4,637 5,032 108.5% 4,772 5,589 117.1% 

堺 市 7,327 7,067 96.5% 7,774 8,309 106.9% 

泉 州 6,868 7,043 102.5% 7,269 7,766 106.8% 

 （注）各年度の月平均 
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② 訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問して身体介護や生活援助を行う

サービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 26,074,907 29,056,944 111.4% 27,352,576 31,870,571 116.5% 

大阪市 10,581,276 11,738,685 110.9% 11,008,200 12,682,747 115.2% 

豊 能 2,111,863 2,370,106 112.2% 2,229,724 2,675,161 120.0% 

三 島 1,081,338 1,288,125 119.1% 1,157,422 1,428,392 123.4% 

北河内 2,763,896 3,219,003 116.5% 2,918,817 3,517,602 120.5% 

中河内 2,425,168 2,785,737 114.9% 2,556,474 3,164,635 123.8% 

南河内 1,561,300 1,640,798 105.1% 1,675,258 1,784,627 106.5% 

堺 市 2,937,125 2,989,706 101.8% 3,052,132 3,294,111 107.9% 

泉 州 2,612,941 3,024,784 115.8% 2,754,549 3,323,296 120.6% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 52,062 50,545 97.1% 55,140 53,325 96.7% 

大阪市 22,503 21,453 95.3% 23,854 22,349 93.7% 

豊 能 5,055 5,116 101.2% 5,367 5,332 99.3% 

三 島 3,512 3,322 94.6% 3,721 3,551 95.4% 

北河内 4,788 4,739 99.0% 5,242 4,976 94.9% 

中河内 4,164 4,144 99.5% 4,340 4,440 102.3% 

南河内 2,886 2,932 101.6% 2,979 3,100 104.1% 

堺 市 4,806 4,559 94.9% 5,010 5,006 99.9% 

泉 州 4,348 4,280 98.4% 4,627 4,571 98.8% 
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③ 訪問入浴介護 

介護職員や看護師等が浴槽を積んだ入浴車等で居宅を訪問し、入浴の介護を行

うサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 264,196 251,947 95.4% 276,322 246,814 89.3% 

大阪市 96,888 95,074 98.1% 99,756 93,700 93.9% 

豊 能 34,927 32,374 92.7% 36,189 30,327 83.8% 

三 島 15,233 13,910 91.3% 16,174 13,646 84.4% 

北河内 16,213 16,658 102.7% 17,456 17,827 102.1% 

中河内 23,042 22,144 96.1% 24,968 21,733 87.0% 

南河内 16,422 16,241 98.9% 17,012 15,490 91.1% 

堺 市 31,845 27,184 85.4% 33,306 26,439 79.4% 

泉 州 29,626 28,362 95.7% 31,461 27,652 87.9% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,305 717 54.9% 1,451 775 53.4% 

大阪市 696 346 49.7% 804 348 43.3% 

豊 能 105 52 49.5% 119 201 168.9% 

三 島 87 22 25.3% 90 52 57.8% 

北河内 0 16 - 0 9 -  

中河内 70 117 167.1% 72 74 102.8% 

南河内 111 39 35.1% 116 0 0.0% 

堺 市 0 7 - 0 0 - 

泉 州 236 118 50.0% 250 91 36.4% 
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④ 訪問看護 

看護師等が居宅を訪問して看護を行うサービスです。 

 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

 圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,791,338 2,696,101 150.5% 1,883,546 3,092,130 164.2% 

大阪市 585,012 894,190 152.8% 609,912 1,010,103 165.6% 

豊 能 184,438 305,857 165.8% 192,799 373,530 193.7% 

三 島 137,304 213,624 155.6% 150,902 234,856 155.6% 

北河内 227,748 332,555 146.0% 237,566 384,506 161.9% 

中河内 132,720 200,095 150.8% 141,767 244,990 172.8% 

南河内 171,180 283,491 165.6% 181,556 302,850 166.8% 

堺 市 210,996 291,989 138.4% 219,465 346,707 158.0% 

泉 州 141,940 174,300 122.8% 149,579 194,588 130.1% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：回/年） 

 圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 118,880 231,100 194.4% 127,033 295,571 232.7% 

大阪市 42,432 73,887 174.1% 45,048 92,684 205.7% 

豊 能 14,349 29,056 202.5% 15,742 40,643 258.2% 

三 島 11,986 24,990 208.5% 12,604 31,925 253.3% 

北河内 10,794 27,153 251.6% 11,782 35,829 304.1% 

中河内 6,946 14,245 205.1% 7,249 20,708 285.7% 

南河内 12,786 29,962 234.3% 13,864 32,219 232.4% 

堺 市 8,860 17,025 192.2% 9,258 23,419 253.0% 

泉 州 10,727 14,782 137.8% 11,486 18,144 158.0% 
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⑤ 訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士が居宅を訪問してリハビリテーションを行うサービス

です。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 816,066 884,803 108.4% 862,310 879,019 101.9% 

大阪市 214,560 265,136 123.6% 225,048 274,260 121.9% 

豊 能 108,725 109,750 100.9% 116,459 109,349 93.9% 

三 島 23,219 27,292 117.5% 25,874 26,231 101.4% 

北河内 68,542 82,767 120.8% 72,055 82,937 115.1% 

中河内 112,215 114,031 101.6% 119,512 109,095 91.3% 

南河内 31,278 28,901 92.4% 33,088 33,996 102.7% 

堺 市 118,106 107,438 91.0% 122,707 104,625 85.3% 

泉 州 139,421 149,488 107.2% 147,567 138,526 93.9% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 69,737 72,961 104.6% 76,545 74,619 97.5% 

大阪市 18,384 23,227 126.3% 19,488 25,073 128.7% 

豊 能 14,547 13,679 94.0% 16,521 11,649 70.5% 

三 島 6,100 3,708 60.8% 7,112 2,576 36.2% 

北河内 2,445 4,500 184.0% 2,675 5,471 204.5% 

中河内 7,912 9,677 122.3% 8,245 9,301 112.8% 

南河内 5,889 2,705 45.9% 6,680 3,881 58.1% 

堺 市 5,213 5,278 101.2% 6,052 6,510 107.6% 

泉 州 9,247 10,187 110.2% 9,772 10,158 104.0% 
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⑥ 通所介護 

日帰りでデイサービスセンター等に通う利用者に入浴や食事等の介護や機能

訓練等を行うサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 8,014,202 8,367,151 104.4% 8,561,975 9,204,722 107.5% 

大阪市 2,295,648 2,470,878 107.6% 2,430,144 2,740,355 112.8% 

豊 能 864,846 861,977 99.7% 953,694 950,816 99.7% 

三 島 606,136 626,090 103.3% 647,239 673,464 104.1% 

北河内 1,124,522 1,170,596 104.1% 1,176,578 1,256,987 106.8% 

中河内 785,554 848,224 108.0% 826,097 959,295 116.1% 

南河内 592,698 594,516 100.3% 631,055 648,959 102.8% 

堺 市 791,228 809,940 102.4% 890,624 900,846 101.1% 

泉 州 953,570 984,930 103.3% 1,006,544 1,074,000 106.7% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 21,053 23,198 110.2% 22,806 28,334 124.2% 

大阪市 6,398 7,437 116.2% 6,782 9,093 134.1% 

豊 能 2,370 2,538 107.1% 2,687 3,032 112.8% 

三 島 1,800 2,001 111.2% 1,941 2,490 128.3% 

北河内 2,335 2,525 108.1% 2,529 3,071 121.4% 

中河内 1,864 2,133 114.4% 1,945 2,595 133.4% 

南河内 1,555 1,688 108.6% 1,639 2,035 124.2% 

堺 市 2,597 2,650 102.0% 3,000 3,301 110.0% 

泉 州 2,134 2,226 104.3% 2,283 2,717 119.0% 
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⑦ 通所リハビリテーション 

日帰りで介護老人保健施設や病院等に通う利用者に、理学療法士や作業療法士

等がリハビリテーションを行うサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 2,671,064 2,501,971 93.7% 2,835,422 2,559,908 90.3% 

大阪市 791,220 738,804 93.4% 836,160 759,753 90.9% 

豊 能 204,533 196,746 96.2% 218,365 204,707 93.7% 

三 島 176,316 167,240 94.9% 186,523 166,667 89.4% 

北河内 402,100 388,285 96.6% 418,333 396,908 94.9% 

中河内 298,871 273,702 91.6% 310,080 275,901 89.0% 

南河内 182,890 190,205 104.0% 194,060 193,343 99.6% 

堺 市 280,995 241,809 86.1% 317,893 254,614 80.1% 

泉 州 334,139 305,180 91.3% 354,008 308,015 87.0% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 4,736 4,701 99.3% 5,013 5,191 103.6% 

大阪市 1,246 1,288 103.4% 1,322 1,407 106.4% 

豊 能 435 403 92.6% 461 400 86.8% 

三 島 439 397 90.4% 463 404 87.3% 

北河内 688 692 100.6% 743 835 112.4% 

中河内 436 450 103.2% 454 486 107.0% 

南河内 414 452 109.2% 431 479 111.1% 

堺 市 368 340 92.4% 383 475 124.0% 

泉 州 710 679 95.6% 756 705 93.3% 
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⑧ 短期入所生活介護 

特別養護老人ホーム等の施設に短期間入所して、入浴や食事等の介護を受ける

サービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：日/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,738,722 1,695,723 97.5% 1,824,311 1,795,154 98.4% 

大阪市 463,500 447,739 96.6% 485,700 465,827 95.9% 

豊 能 196,057 197,022 100.5% 203,473 208,694 102.6% 

三 島 135,549 133,626 98.6% 145,115 141,983 97.8% 

北河内 183,694 178,288 97.1% 193,638 188,980 97.6% 

中河内 138,222 152,877 110.6% 142,461 154,823 108.7% 

南河内 250,596 258,413 103.1% 267,018 279,604 104.7% 

堺 市 207,458 172,428 83.1% 213,958 187,679 87.7% 

泉 州 163,646 155,330 94.9% 172,948 167,564 96.9% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：日/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 17,536 14,745 84.1% 19,262 14,751 76.6% 

大阪市 2,760 2,317 83.9% 2,916 2,421 83.0% 

豊 能 2,853 2,043 71.6% 3,225 1,746 54.1% 

三 島 3,474 2,668 76.8% 3,774 2,753 72.9% 

北河内 1,627 1,577 96.9% 1,853 1,396 75.3% 

中河内 1,700 1,427 83.9% 1,767 1,420 80.4% 

南河内 1,789 1,560 87.2% 2,133 1,660 77.8% 

堺 市 1,816 1,809 99.6% 1,923 1,977 102.8% 

泉 州 1,517 1,344 88.6% 1,671 1,378 82.5% 
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⑨ 短期入所療養介護 

介護老人保健施設等の施設に短期間入所して医学的管理下における介護や必要

な医療等を受けるサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：日/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 286,538 260,128 90.8% 303,673 271,022 89.2% 

大阪市 71,916 70,775 98.4% 75,336 73,155 97.1% 

豊 能 24,118 20,117 83.4% 25,367 20,944 82.6% 

三 島 24,704 24,122 97.6% 25,834 30,755 119.0% 

北河内 27,929 25,383 90.9% 28,544 25,841 90.5% 

中河内 18,618 20,468 109.9% 19,424 19,706 101.5% 

南河内 17,551 14,041 80.0% 18,329 12,805 69.9% 

堺 市 59,542 46,179 77.6% 64,118 48,740 76.0% 

泉 州 42,160 39,043 92.6% 46,721 39,076 83.6% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：日/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 3,417 2,327 68.1% 3,731 2,822 75.6% 

大阪市 828 452 54.6% 828 717 86.6% 

豊 能 196 258 131.6% 219 386 176.3% 

三 島 294 295 100.3% 312 400 128.2% 

北河内 367 191 52.0% 374 156 41.7% 

中河内 172 35 20.3% 176 99 56.3% 

南河内 212 200 94.3% 292 236 80.8% 

堺 市 310 269 86.8% 338 311 92.0% 

泉 州 1,038 627 60.4% 1,192 517 43.4% 
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⑩ 福祉用具貸与 

歩行器、車いす、特殊寝台（介護用ベッド）等を貸し出すサービスです。 

 

 

【介護サービス】                     （単位：千円/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 18,228,886 17,705,759 97.1% 19,296,878 20,567,043 106.6% 

大阪市 6,393,958 6,287,673 98.3% 6,707,376 7,330,038 109.3% 

豊 能 1,907,216 1,836,154 96.3% 2,086,002 2,142,006 102.7% 

三 島 1,099,120 1,035,427 94.2% 1,179,951 1,174,727 99.6% 

北河内 2,139,351 2,143,803 100.2% 2,234,341 2,532,935 113.4% 

中河内 1,742,889 1,745,450 100.1% 1,854,274 2,043,268 110.2% 

南河内 1,215,659 1,143,292 94.0% 1,296,763 1,324,801 102.2% 

堺 市 2,007,674 1,797,636 89.5% 2,087,232 2,067,803 99.1% 

泉 州 1,723,019 1,716,324 99.6% 1,850,939 1,951,465 105.4% 

 

 

【介護予防サービス】                   （単位：千円/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,569,177 1,645,224 104.8% 1,677,118 2,032,167 121.2% 

大阪市 563,478 595,637 105.7% 597,473 734,383 122.9% 

豊 能 191,289 187,717 98.1% 217,285 220,020 101.3% 

三 島 120,400 125,934 104.6% 127,156 155,683 122.4% 

北河内 151,343 177,398 117.2% 162,926 226,548 139.0% 

中河内 124,923 125,471 100.4% 129,873 157,397 121.2% 

南河内 105,412 103,218 97.9% 113,074 126,701 112.1% 

堺 市 120,363 120,048 99.7% 125,737 168,562 134.1% 

泉 州 191,969 209,801 109.3% 203,594 242,873 119.3% 
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⑪ 特定福祉用具販売 

入浴や排せつに使用するため、貸与になじまない福祉用具を購入した場合に、

購入費の一部を支給するサービスです。 

 

【介護サービス】                     （単位：千円/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,391,608 1,292,744 92.9% 1,493,840 1,162,136 77.8% 

大阪市 487,379 442,259 90.7% 513,343 407,587 79.4% 

豊 能 143,122 160,279 112.0% 153,856 132,061 85.8% 

三 島 77,743 74,865 96.3% 86,881 65,338 75.2% 

北河内 165,357 159,560 96.5% 176,247 135,545 76.9% 

中河内 130,682 124,662 95.4% 139,211 113,537 81.6% 

南河内 91,451 88,510 96.8% 99,258 82,802 83.4% 

堺 市 164,073 132,656 80.9% 181,005 121,247 67.0% 

泉 州 131,801 109,953 83.4% 144,039 104,019 72.2% 

 

 

【介護予防サービス】                   （単位：千円/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 440,306 371,738 84.4% 475,863 385,917 81.1% 

大阪市 175,058 144,098 82.3% 185,540 148,062 79.8% 

豊 能 43,504 42,084 96.7% 46,274 46,106 99.6% 

三 島 29,062 25,940 89.3% 32,919 25,580 77.7% 

北河内 44,284 40,580 91.6% 50,340 40,443 80.3% 

中河内 36,219 31,932 88.2% 37,959 32,160 84.7% 

南河内 28,120 23,076 82.1% 29,500 23,545 79.8% 

堺 市 52,148 36,679 70.3% 58,817 37,632 64.0% 

泉 州 31,911 27,349 85.7% 34,514 32,389 93.8% 
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⑫ 居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師等が居宅を訪問して療養上の管理や指導を行うサービ

スです。 

 

【介護サービス】                      （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 37,419 40,354 107.8% 40,049 45,596 113.9% 

大阪市 12,281 14,207 115.7% 12,899 15,885 123.1% 

豊 能 4,528 4,723 104.3% 4,845 5,354 110.5% 

三 島 2,969 2,549 85.9% 3,288 2,777 84.5% 

北河内 3,229 4,458 138.1% 3,487 5,162 148.0% 

中河内 4,184 4,180 99.9% 4,656 4,816 103.4% 

南河内 2,742 2,593 94.6% 2,967 2,983 100.5% 

堺 市 4,322 4,564 105.6% 4,472 5,184 115.9% 

泉 州 3,164 3,080 97.3% 3,435 3,435 100.0% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 2,700 2,522 93.4% 2,872 2,980 103.8% 

大阪市 957 934 97.6% 1,014 1,097 108.2% 

豊 能 284 282 99.3% 307 324 105.5% 

三 島 307 261 85.0% 318 311 97.8% 

北河内 263 258 98.1% 279 298 106.8% 

中河内 166 202 121.7% 173 230 132.9% 

南河内 192 163 84.9% 204 185 90.7% 

堺 市 245 212 86.5% 260 265 101.9% 

泉 州 286 210 73.4% 317 270 85.2% 

（注）各年度の月平均 
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⑬ 特定施設入居者生活介護 

指定を受けた有料老人ホームやケアハウス等の入所者に入浴や食事等の介護

や機能訓練等を行うサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 11,290 9,776 86.6% 12,454 10,621 85.3% 

大阪市 3,521 3,207 91.1% 3,823 3,609 94.4% 

豊 能 1,692 1,619 95.7% 1,852 1,729 93.4% 

三 島 1,061 861 81.1% 1,161 920 79.2% 

北河内 2,107 1,433 68.0% 2,439 1,565 64.2% 

中河内 971 853 87.8% 1,004 879 87.5% 

南河内 696 629 90.4% 758 665 87.7% 

堺 市 665 663 99.7% 694 699 100.7% 

泉 州 577 511 88.6% 723 555 76.8% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,471 1,367 92.9% 1,621 1,526 94.1% 

大阪市 549 463 84.3% 614 562 91.5% 

豊 能 208 214 102.9% 222 211 95.0% 

三 島 128 148 115.6% 127 178 140.2% 

北河内 218 184 84.4% 265 217 81.9% 

中河内 67 74 110.4% 72 79 109.7% 

南河内 100 105 105.0% 110 97 88.2% 

堺 市 126 108 85.7% 131 117 89.3% 

泉 州 75 71 94.7% 80 65 81.3% 

 （注）各年度の月平均 
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(2) 施設サービス 

① 指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常に介護が必要で在宅生活の困難な方が日常生活上の世話、機能訓練などの

サービスを受けながら生活する施設です。 

   （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 27,852 27,548 98.9% 28,672 27,897 97.3% 

大阪市 9,592 9,568 99.7% 10,161 9,827 96.7% 

豊 能 3,048 3,041 99.8% 3,150 3,041 96.5% 

三 島 2,233 2,073 92.8% 2,244 2,078 92.6% 

北河内 3,327 3,311 99.5% 3,329 3,318 99.7% 

中河内 2,840 2,764 97.3% 2,839 2,810 99.0% 

南河内 2,186 2,178 99.6% 2,197 2,211 100.6% 

堺 市 2,398 2,384 99.4% 2,505 2,390 95.4% 

泉 州 2,228 2,229 100.0% 2,247 2,222 98.9% 

（注）各年度の 3 月実績 

 

② 介護老人保健施設 

病状が安定していてリハビリテーションや看護・介護を必要とする方が在宅復

帰を目指す施設です。 

（単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 18,975 18,107 95.4% 19,745 18,540 93.9% 

大阪市 6,431 6,150 95.6% 6,836 6,424 94.0% 

豊 能 2,147 1,897 88.4% 2,251 1,954 86.8% 

三 島 1,466 1,382 94.3% 1,479 1,401 94.7% 

北河内 2,402 2,248 93.6% 2,467 2,292 92.9% 

中河内 1,707 1,641 96.1% 1,812 1,624 89.6% 

南河内 1,400 1,409 100.6% 1,414 1,425 100.8% 

堺 市 1,607 1,659 103.2% 1,607 1,683 104.7% 

泉 州 1,815 1,721 94.8% 1,879 1,737 92.4% 

（注）各年度の 3 月実績 
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③ 指定介護療養型医療施設 

長期にわたる療養を必要とする方が介護等の世話及び機能訓練、その他必要な

医療などのサービスの提供を受ける施設です。 

（単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 3,384 3,075 90.9% 3,240 2,802 86.5% 

大阪市 850 910 107.1% 850 709 83.4% 

豊 能 133 103 77.4% 127 110 86.6% 

三 島 68 55 80.9% 66 52 78.8% 

北河内 248 236 95.2% 250 247 98.8% 

中河内 516 455 88.2% 483 417 86.3% 

南河内 378 321 84.9% 378 265 70.1% 

堺 市 457 419 91.7% 457 426 93.2% 

泉 州 734 576 78.5% 629 576 91.6% 

（注）各年度の 3 月実績 
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(3) 地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、原則として、事業所が所在する市町村の住民のみが利用

できます。 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、定期巡回型訪

問と随時の対応を行うサービスです。 

（単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 534 17 3.2% 1,311 317 24.2% 

大阪市 284 0 0.0% 568 67 11.8% 

豊 能 9 0 0.0% 370 46 12.4% 

三 島 12 0 0.0% 14 37 264.3% 

北河内 40 0 0.0% 74 17 23.0% 

中河内 20 12 60.0% 29 92 317.2% 

南河内 81 1 1.2% 108 6 5.6% 

堺 市 45 4 8.9% 54 36 66.7% 

泉 州 43 0 0.0% 94 16 17.0% 

                            

② 夜間対応型訪問介護 

夜間に訪問介護員(ホームヘルパー)が定期的な巡回または通報により居宅を訪問

し、介護その他の日常生活上の世話を行うサービスです。 

（単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 364 376 103.3% 398 389 97.7% 

大阪市 161 179 111.2% 168 174 103.6% 

豊 能 75 56 74.7% 83 58 69.9% 

三 島 13 7 53.8% 14 8 57.1% 

北河内 3 14 466.7% 4 25 625.0% 

中河内 20 23 115.0% 33 34 103.0% 

南河内 2 0 0.0% 2 0 0.0% 

堺 市 0 0 - 0 0 - 

泉 州 90 97 107.8% 94 90 95.7% 
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③ 認知症対応型通所介護 

認知症の方が日帰りでデイサービスセンター等に通い、入浴や食事等の介護や機

能訓練等を受けるサービスです。 

 

【介護サービス】                      （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 355,323 351,487 98.9% 383,811 363,976 94.8% 

大阪市 128,520 130,888 101.8% 135,156 133,385 98.7% 

豊 能 39,563 36,435 92.1% 42,340 35,666 84.2% 

三 島 37,701 38,317 101.6% 44,101 37,356 84.7% 

北河内 19,407 15,466 79.7% 21,950 17,100 77.9% 

中河内 34,030 38,282 112.5% 40,262 35,979 89.4% 

南河内 41,288 36,971 89.5% 42,943 44,314 103.2% 

堺 市 28,107 30,434 108.3% 29,217 30,605 104.8% 

泉 州 26,707 24,694 92.5% 27,842 29,571 106.2% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：回/年） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 2,046 1,802 88.1% 2,851 2,127 74.6% 

大阪市 468 592 126.5% 468 635 135.7% 

豊 能 0 38 - 0 28 - 

三 島 648 512 79.0% 1,128 417 37.0% 

北河内 0 1 - 7 161 2300.0% 

中河内 74 33 44.6% 288 164 56.9% 

南河内 31 177 571.0% 63 273 433.3% 

堺 市 211 433 205.2% 226 273 120.8% 

泉 州 614 16 2.6% 671 176 26.2% 
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④ 小規模多機能型居宅介護 

通所サービスを中心に利用者の選択に応じて訪問や泊まりを組み合わせ、入浴

や食事等の介護や機能訓練等を行うサービスです。 

 

【介護サービス】                     （単位：人／月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 2,365 2,251 95.2% 2,799 2,421 86.5% 

大阪市 576 553 96.0% 654 604 92.4% 

豊 能 404 379 93.8% 520 435 83.7% 

三 島 233 191 82.0% 247 203 82.2% 

北河内 213 223 104.7% 273 259 94.9% 

中河内 98 98 100.0% 158 96 60.8% 

南河内 186 174 93.5% 231 184 79.7% 

堺 市 242 253 104.5% 250 251 100.4% 

泉 州 413 380 91.8% 466 389 83.5% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 211 185 87.7% 255 240 94.1% 

大阪市 58 62 106.9% 68 81 119.1% 

豊 能 23 23 100.0% 27 32 118.5% 

三 島 32 22 68.8% 34 27 79.4% 

北河内 11 17 154.5% 17 24 141.2% 

中河内 12 10 83.3% 19 13 68.4% 

南河内 15 7 46.7% 19 14 73.7% 

堺 市 7 7 100.0% 8 9 112.5% 

泉 州 53 37 69.8% 63 40 63.5% 
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⑤ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

認知症のため介護を必要とする方が少人数で共同生活する住居で、入浴や食事

等の介護や機能訓練等を受けるサービスです。 

 

【介護サービス】                     （単位：人／月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 8,712 8,304 95.3% 9,519 8,546 89.8% 

大阪市 2,702 2,691 99.6% 3,099 2,784 89.8% 

豊 能 924 885 95.8% 1,018 904 88.8% 

三 島 516 469 90.9% 528 485 91.9% 

北河内 1,127 1,010 89.6% 1,202 1,044 86.9% 

中河内 959 886 92.4% 1,096 909 82.9% 

南河内 632 605 95.7% 662 623 94.1% 

堺 市 1,086 1,004 92.4% 1,116 1,022 91.6% 

泉 州 766 754 98.4% 798 775 97.1% 

 

 

【介護予防サービス】                    （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 20 12 60.0% 21 8 38.1% 

大阪市 5 5 100.0% 6 4 66.7% 

豊 能 1 0 0.0% 1 0 0.0% 

三 島 3 2 66.7% 3 0 0.0% 

北河内 2 0 0.0% 2 1 50.0% 

中河内 3 1 33.3% 3 1 33.3% 

南河内 1 2 200.0% 1 0 0.0% 

堺 市 1 1 100.0% 1 1 100.0% 

泉 州 4 1 25.0% 4 1 25.0% 
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⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

指定を受けた入所定員 29 名以下の有料老人ホーム等の入所者に入浴や食事等

の介護や機能訓練等を行うサービスです。 

 

【介護サービス】                     （単位：人／月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 139 102 73.4% 284 139 48.9% 

大阪市 29 31 106.9% 145 59 40.7% 

豊 能 0 0 - 0 0 - 

三 島 61 51 83.6% 61 60 98.4% 

北河内 49 20 40.8% 78 20 25.6% 

中河内 0 0 - 0 0 - 

南河内 0 0 - 0 0 - 

堺 市 0 0 - 0 0 - 

泉 州 0 0 - 0 0 - 

 
 
 

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

入所定員 29名以下の介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)です。 

 

  （単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,463 1,301 88.9% 2,036 1,523 74.8% 

大阪市 81 61 75.3% 139 69 49.6% 

豊 能 232 193 83.2% 377 285 75.6% 

三 島 146 138 94.5% 204 141 69.1% 

北河内 290 253 87.2% 348 306 87.9% 

中河内 261 235 90.0% 377 269 71.4% 

南河内 261 237 90.8% 319 259 81.2% 

堺 市 58 54 93.1% 97 56 57.7% 

泉 州 134 130 97.0% 175 138 78.9% 
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⑧ 複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護のサービスに加え、必要に応じて訪問看護を提供できる

事業所が行うサービスです。 

 

（単位：人/月） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 69 5 7.2% 254 65 25.6% 

大阪市 27 0 0.0% 54 30 55.6% 

豊 能 4 0 0.0% 17 0 0.0% 

三 島 1 5 500.0% 42 21 50.0% 

北河内 0 0 - 43 0 0.0% 

中河内 2 0 0.0% 8 0 0.0% 

南河内 23 0 0.0% 54 6 11.1% 

堺 市 11 0 0.0% 13 8 61.5% 

泉 州 1 0 0.0% 23 0 0.0% 
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第３項 介護保険施設の整備状況（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護含む。） 

① 指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

（単位：人分） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
注
)
・
平
成
24 年度の実績は平成 25 年 4 月 1 日現在、平成 25 年度の実績は平成 26 年 4 月 1 日 

現在の指定済み施設の定員数 
・( )内は施設数 

 

② 介護老人保健施設                      （単位：人分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)・平成 24 年度の実績は平成 25 年 4 月 1 日現在、平成 25 年度の実績は平成 26 年 4 月 1 日 
       現在の開設許可済み施設の定員数 

・( )内は施設数 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 28,805 28,368 (367) 98.5% 29,478 28,732 (381) 97.5% 

大阪市 10,161 9,566 (103) 94.1% 10,703 9,938 (107) 92.9% 

豊 能 3,141 3,426 (42) 109.1% 3,191 3,402 (42) 106.6% 

三 島 2,245 2,245 (29) 100.0% 2,245 2,245 (30) 100.0% 

北河内 3,416 3,355 (52) 98.2% 3,416 3,435 (54) 100.6% 

中河内 2,865 2,815 (42) 98.3% 2,865 2,799 (43) 97.7% 

南河内 2,242 2,242 (31) 100.0% 2,242 2,242 (33) 100.0% 

堺 市 2,451 2,451 (33) 100.0% 2,531 2,403 (35) 94.9% 

泉 州 2,284 2,268 (35) 99.3% 2,285 2,268 (37) 99.3% 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 19,937 19,144 (205) 96.0% 20,237 19,393 (209) 95.8% 

大阪市 6,836 6,531 (69) 95.5% 7,136 6,782 (72) 95.0% 

豊 能 2,197 2,038 (22) 92.8% 2,197 2,038 (22) 92.8% 

三 島 1,568 1,498 (16) 95.5% 1,568 1,498 (16) 95.5% 

北河内 2,557 2,508 (24) 98.1% 2,557 2,508 (24) 98.1% 

中河内 1,800 1,664 (18) 92.4% 1,800 1,652 (18) 91.8% 

南河内 1,336 1,336 (15) 100.0% 1,336 1,336 (15) 100.0% 

堺 市 1,744 1,744 (18) 100.0% 1,744 1,744 (18) 100.0% 

泉 州 1,899 1,825 (23) 96.1% 1,899 1,835 (24) 96.6% 
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③ 指定介護療養型医療施設 

実績値が計画値を下回っている要因としては、療養病床の再編成により介護保険

適用から医療保険適用の病床へ転換する施設が増えたため、指定定員数の減少が

生じていることがあげられます。 

（単位：人分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）・平成 24 年度の実績は平成 25 年 4 月 1 日現在、平成 25 年度の実績は平成 26 年 4 月 1 日 
  現在の指定済み施設の定員数 
・( )内は施設数 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

 

 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 3,256 2,874 (52) 88.3% 3,256 2,740 (50) 84.2% 

大阪市 890 814 (16) 91.5% 890 680 (14) 76.4% 

豊 能 0 0  (0) - 0 0  (0) - 

三 島 75 75  (2) 100.0% 75 75  (2) 100.0% 

北河内 309 305  (8) 98.7% 309 305  (8) 98.7% 

中河内 384 330  (6) 85.9% 384 330  (6) 85.9% 

南河内 370 262  (2) 70.8% 370 262  (2) 70.8% 

堺 市 457 457  (6) 100.0% 457 457  (6) 100.0% 

泉 州 771 631 (12) 81.8% 771 631 (12) 81.8% 
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④ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

平成 26年 4月 1日現在の整備状況は府域全体では 652人分、計画比 56.2％となっ

ており、北河内圏、中河内圏、南河内圏で 90％台前後の実績があるものの、その他

の圏においては、計画に比べ実績が低くなっています。 

実績値が計画値を下回っている要因としては、採算性の理由などから参入する事

業者が少ないことがあげられます。 

 

（単位：人分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       
 
 
 
 

        
 
（注）・平成 24 年度の実績は平成 25 年 4 月 1 日現在、平成 25 年度の実績は平成 26 年 4 月 1 日 

   現在の指定済み施設の定員数 
・( )内は施設数 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

                                    

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

計 画 実 績 計画比 計 画 実 績 計画比 

府合計 1,522 1,435(50) 94.3% 2,170 1,696(59) 78.2% 

大阪市 139 81(3) 58.3% 197 81(3) 41.1% 

豊 能 232 232(8) 100.0% 377 348(12) 92.3% 

三 島 145 145(5) 100.0% 203 174(6) 85.7% 

北河内 290 261(9) 90.0% 348 319(11) 91.7% 

中河内 261 261(9) 100.0% 377 261(9) 69.2% 

南河内 261 261(9) 100.0% 319 290(10) 90.9% 

堺 市 58 58(2) 100.0% 174 58(2) 33.3% 

泉 州 136 136(5) 100.0% 175 165(6) 94.3% 
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第３節 介護保険以外の施設サービスの現状 

(1) 養護老人ホーム 

65 歳以上で環境上の理由及び経済的な理由により居宅での生活が困難な方が市町

村の措置により入所する施設です。 

（単位：人分） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

定員数（施設数） 定員数（施設数） 

府合計 2,747 （30） 2,717 （31） 

大阪市 1,037 （13） 1,037 （13） 

豊 能 200 （2） 170 （3） 

三 島 200 （4） 200 （4） 

北河内 180 （3） 180 （3） 

中河内 200 （2） 200 （2） 

南河内 520 （3） 520 （3） 

堺 市 190 （2） 190 （2） 

泉 州 220 （1） 220 （1） 

 

(2) 軽費老人ホーム 

① Ａ型 

60歳以上で家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活することが困

難な方が施設との契約により入所し、日常生活上必要な便宜を受ける施設です。 

 
（単位：人分） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

定員数（施設数） 定員数（施設数） 

府合計 1,040 （20） 940 （18） 

大阪市 50 （1） 50 （1） 

豊 能 100 （2） 100 （2） 

三 島 50 （1） 50 （1） 

北河内 150 （3） 100 （2） 

中河内 150 （3） 150 （3） 

南河内 90 （1） 90 （1） 

堺 市 100 （2） 50 （1） 

泉 州 350 （7） 350 （7） 
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② ケアハウス 

60歳以上の方のうち、身体機能の低下等が認められ又は高齢等のため独立して

生活するには不安が認められる方で、家族による援助を受けることが困難な方が

施設との契約により入所する施設です。 

（単位：人分） 

圏 名 
平成 24年度 平成 25年度 

定員数（施設数） 定員数（施設数） 

府合計 4,595 （110） 4,645 （111） 

大阪市 705 （19） 705 （19） 

豊 能 472 （10） 472 （10） 

三 島 523 （12） 523 （12） 

北河内 761 （19） 811 （20） 

中河内 579 （13） 579 （13） 

南河内 360 （10） 360 （10） 

堺 市 465 （10） 465 （10） 

泉 州 730 （17） 730 （17） 
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第４節 「高齢者の生活実態と介護サービス等に関する意識調査」報告書の概要 

今後の府の高齢者保健福祉施策や介護保険制度の運営に資する基礎資料を得ることを

目的に、大阪府に居住する 65歳以上の高齢者を対象として、介護サービス等に対する意

識調査を平成 25年度に実施しました。その主な結果は次のとおりです 

 

 【調査設計】 

  (1) 調査地域：大阪府全域 

(2) 調査対象及び調査対象数：大阪府に居住している満 65歳以上の男女 5,680人 

(3) 調査対象の抽出方法：府内市町村において、無作為抽出 

(4) 調査方法：郵送配布、郵送回収 

(5) 調査期間：平成 25年 10月 7日から平成 25年 10月 25日まで 

 

 【回収結果】 

○回収結果：有効回答数：4,076    有効回答率：71.8％ 

 

 【主な調査結果】 

(1) 要介護（要支援）認定を受けた理由 

【図1 要介護・要支援認定を受けた理由（経年比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護・要支援認定を受けた理由は、「訪問介護などの居宅介護サービスを利用するため」が

41.1％で最も多い。次いで「福祉用具貸与・購入や住宅改修を利用するため」（18.9％）、「将来

に備えて、とりあえず認定を受けておいた方がよいと思ったため」（12.3％）の順となっている。

（図1） 
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(2) 介護保険サービス利用の有無 

【図 2 介護保険サービス利用の有無】 

凡 例

(単位：％)

全体

（n=950）

要支援１

（n=271）

要支援２

（n=203）

要介護１

（n=122）

要介護２

（n=125）

要介護３

（n=88）

要介護４

（n=72）

要介護５

（n=69）

21.9

31.0

22.7

18.9

15.2

14.8

16.7

15.9

73.5

61.6

72.9

78.7

80.0

83.0

80.6

81.2

4.6

7.4

4.4

2.5

4.8

2.3

2.8

2.9

利用していない 利用している 不明

 

要介護・要支援認定を受けている方で、介護保険サービスを利用しているのは 73.5％。 

要支援１では、利用率は 61.6％と低めであるが、要介護では、利用率は約 8割となっている。

（図 2） 

   

 

(3) 地域包括支援センターの認知度 

【図3 地域包括支援センターの認知度（経年比較）】 

凡 例
(単位：％)

【要介護・要支援認定を受けている】

前回（平成22年）
（n=1599）

今回（平成25年）
（n=950）

【要介護・要支援認定を受けていない】

前回（平成22年）
（n=1629）

今回（平成25年）
（n=1842）

30.9

47.8

11.6

24.1

27.1

24.1

30.7

31.7

36.1

22.9

53.7

41.2

5.9

5.2

4.0

3.1

知っている
まったく
知らない

聞いたことはあるが、
何をしているところか

は知らない
不明

 

地域包括支援センターの認識度を前回と比較すると、要介護・要支援認定を受けている層・

受けていない層とも、「知っている」が大きく上昇し、認識度が上がっている。（認定を受けて

いる層は、前回 30.9％から今回 47.8％へ、認定を受けていない層は、前回 11.6％から今回 24.1％

へ上昇。）（図 3） 
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(1)
診療所・介護事業所など専門機関が連携して、介護・医療・生活支

援サービスなどを一体的に提供する仕組みを作ること

(2)
専門機関と民生委員、自治会役員、老人クラブ、ボランティアなど

の民間機関が一緒に高齢者を支援する人の輪を作ること

(3) 地域活動の必要性を多くの高齢者に知ってもらうこと

(4) 近所の高齢者が気軽にふれあえる居場所を地域に作ること

(5)
定期的に一人暮らしの高齢者などの安否確認をする取り組みを行

うこと

(6) 日常生活で困ったことを気軽に相談や依頼ができる窓口を作ること

(7) その他

(8) 不明
単位：％

全体 n=4076

55.8

29.0

18.6

32.9

35.9

45.9

2.6

8.4

0 20 40 60

(1) 虐待防止のための住民への啓発活動

(2) 身近な地域での相談窓口の設置

(3) 虐待発見者に対する通報の義務化

(4) 虐待を受けた高齢者の保護の取組み

(5) 家族などの養護者に対する支援

(6) 地域での見守り体制づくり

(7) その他

(8) 不明
単位：％

全体 n=4076

26.7

48.4

31.1

44.2

41.8

31.4

1.9

14.5

0 20 40 60

(4) 地域のネットワークづくりに必要なこと 

【図 4 地域のネットワークづくりに必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護の必要な高齢者が地域で暮らしやすくするためのネットワークづくりに大切だと思うこ

とは、「診療所・介護事業所など専門機関が連携して、介護・医療・生活支援サービスなどを一

体的に提供する仕組みを作ること」（55.8％）、「日常生活で困ったことを気軽に相談や依頼がで

きる窓口を作ること」（45.9％）、「定期的に一人暮らしの高齢者などの安否確認をする取り組み

を行うこと」（35.9％）、「近所の高齢者が気軽にふれあえる居場所を地域に作ること」（32.9％）

の順であった。（図4） 

 

(5) 高齢者虐待防止に必要なこと 

【図5 高齢者虐待防止に必要なこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者虐待防止に必要な取組みは、「身近な地域での相談窓口の設置」（48.4％）、「虐待を受

けた高齢者の保護の取組み」（44.2％）、「家族などの養護者に対する支援」（41.8％）が上位で

ある。（図5） 
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(1)
認知症になっても、その人の意思はできる
限り尊重されるべきだ

(2)
自分が認知症になったら、居宅介護を受け
ながら、自宅での生活を続けたい

(3)
自分が認知症になったら、近所の人には
あまり知られたくない

(4)
自分が認知症になったら、病院や施設に
入所させてほしい

(5)
身近に認知症の人がいたら、お世話をして
あげたい

(6)
認知症の人に、どのように接したらよいのか
わからない

(7)
認知症の人とは、今関わりがないし関わり
たくない

(8) その他

(9) 不明

※「自分が認知症になったら、居宅介護を受けながら、自宅での生活を続けたい」は、

  前回は「自分が認知症になったら、周りの人の手を借りながら、自宅での生活を続けたい」

※「自分が認知症になったら、病院や施設に入所させてほしい」は、前回は聴取なし

【要介護・要支援認定を受けていない】

単位：％

58.4

46.0

20.3

12.0

33.8

4.2

4.6

7.2

61.9

52.0

15.1

40.4

13.1
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4.9

3.0

2.5

0 20 40 60 80

前回（平成22年）

今回（平成25年）

(n=1629)

(n=1842)

(1)
認知症になっても、その人の意思はできる
限り尊重されるべきだ

(2)
自分が認知症になったら、居宅介護を受け
ながら、自宅での生活を続けたい

(3)
自分が認知症になったら、近所の人には
あまり知られたくない

(4)
自分が認知症になったら、病院や施設に
入所させてほしい

(5)
身近に認知症の人がいたら、お世話をして
あげたい

(6)
認知症の人に、どのように接したらよいのか
わからない

(7)
認知症の人とは、今関わりがないし関わり
たくない

(8) その他

(9) 不明

【要介護・要支援認定を受けている】

単位：％

42.6

37.6

18.7

7.8

29.5

5.6
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51.8
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16.7
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(6) 認知症に対する考え方 

【図 6 認知症に対する考え方（経年比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症についての考えを前回と比較すると、「その人の意思は尊重されるべきだ」「自宅での

生活を続けたい」は、要介護・要支援認定を受けている層及び受けていない層ともに上昇して

いるが、認定を受けている層の方が上昇ポイントが大きい。（図6） 
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(1) 他の高齢者の話し相手

(2) 他の高齢者の日用品の買い物やゴミ出しの手伝い

(3) 他の高齢者の外出時の付き添い

(4) 一人暮らしの高齢者などへの声かけ（安否確認）

(5) 近所で困っている高齢者の具体的な課題を相談機関に知らせる

(6) 老人クラブや地域の集いなどの地域活動に積極的に参加する

(7) その他

(8) 特にない

(9) 不明
単位：％

全体 n=4076

36.7

16.5

6.0

30.7

12.5

17.5

2.5

28.0

8.9

0 10 20 30 40

(7) 高齢者の支え合いとしてあなたができること 

【図 7 高齢者の支え合いとしてあなたができること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域で高齢者が支え合うことを目指す場合に、自分ができると思うことは、「他の高齢者の話

し相手」が36.7％、「一人暮らしの高齢者などへの声かけ（安否確認）」が30.7％、以下「老人

クラブや地域の集いなどの地域活動に積極的に参加する」「他の高齢者の日用品の買い物やゴミ

出しの手伝い」の順である。（図7） 

 

(8) 住んでいる地域での暮らしの安心感 

【図8 住んでいる地域での暮らしの安心感（経年比較）】 

凡 例
(単位：％)

【要介護・要支援認定を受けている】
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（n=1599）
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【要介護・要支援認定を受けていない】

前回（平成22年）
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今回（平成25年）
（n=1842）

24.0

27.3

19.2

25.0

51.3

53.5

57.6

62.5

11.8

9.7

11.9

8.1

10.9

6.8

9.3
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安心して暮らす
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  地域の暮らしの安心感は、要介護・要支援認定を受けている層・受けていない層とも、前回

よりも向上しているが、特に受けていない層でポイント上昇幅が大きい。（図8） 
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(1) 家族・親類

(2) 隣近所の人

(3) 知人・友人

(4) かかりつけの医師

(5) 民生委員

(6) ケアマネジャー

(7) 市町村の職員

(8) 地域包括支援センターの職員

(9) 市町村社会福祉協議会の職員

(10) 隣保館や老人福祉センターなどの相談員

(11) コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）

(12) その他

(13) 特にいない

(14) 不明
単位：％

全体 n=4076
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(9) 日常的に相談できる相手 

【図 9 日常的に相談できる相手】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常的な相談相手は、「家族・親類」が圧倒的に高く、84.7％。次いで、「知人・友人」が34.8％、

以下「かかりつけの医師」「隣近所の人」の順である。（図9） 

                 

                 

(10) 希望する暮らし方について 

【図 10 希望する暮らし方について】 
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自分で身の回りのことができなくなった時は、「自宅に住み続けながら、居宅介護サービスを

受けたい」が43.1％で最も多かった。以下、「自宅に住み続けながら、介護サービスを受けずに、

家族などの介護を受けたい」が15.4％、「介護保険施設（特別養護老人ホーム）などに入所した

い」が15.2％となっている。（図10） 
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(1) 居宅介護サービスの充実

(2) 特別養護老人ホームなどの介護保険施設の充実

(3) 病院や診療所の充実

(4) 生活支援サービスの充実（配食、見守りなど）

(5) 身近な地域社会の中で、高齢者の生活を支える体制づくり

(6) 健康づくり、介護予防事業の充実

(7) 徘徊への対応など認知症対策の充実

(8) 日常的に利用できる相談窓口の充実

(9) 学習・文化・スポーツ活動への支援

(10) 見守り付き高齢者住宅の建設や住み替え支援などの充実

(11) 高齢者の働く場の確保や職業紹介の充実

(12) 高齢者の生きがい、居場所づくりの支援（街かどデイハウスなど）

(13) その他

(14) 不明
単位：％
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 (11)今後、重要と思う施策 

【図 11 今後、重要と思う施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者が生き生きと暮らし続けられる社会を築くために重要だと思う施策は、「居宅介護サー

ビスの充実」（47.7％）、「特別養護老人ホームなどの介護保険施設の充実」（33.6％）、「生活支

援サービスの充実」（30.9％）の順である。（図11） 
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第６章 計画の推進に向けて 

 

第１節 計画の推進体制 

第１項 府の推進体制 

 府関係部局で構成する「大阪府高齢者保健福祉施策推進会議」の開催等を通じて、関

係部局が緊密な連携を図りながら本計画を推進します。 

 また、保健、医療、福祉等の専門家や学識経験者等で構成する「大阪府高齢者保健福

祉計画推進審議会」を運営し、計画の進捗状況について点検・評価を行い、その内容に

ついて府ホームページ等を通じて公表します。 

 

第２項 市町村・関係機関、地域住民等との連携 

 本計画や市町村計画の着実な推進に向けて、「市町村担当課長会議」の開催等を通じ

て、市町村と高齢者福祉施策に関する協議・検討や意見交換を行います。 

 また、府、市町村、関係機関・団体が適切に役割分担しながら緊密な連携を図り、地

域住民等の理解と協力のもとに本計画を推進します。 

 

第２節 市町村への支援・助言 

本計画は、市町村計画の推進を支援するための計画であることから、この計画に掲げる

大阪府の施策を通じて市町村の高齢者福祉事業及び介護保険事業の円滑な実施を支援する

とともに、「ブロック会議」への参画をはじめ「ワーキングチーム」の設置、「圏域調整会

議」の運営、「市町村担当課長会議」の開催等様々な機会を通じて、市町村計画が円滑に推

進されるよう、支援・助言します。 

また、市町村においても、関係部局間の連携を図り、高齢者に関する施策を総合的に展

開するための体制を整備し、地域住民や関係機関等の理解と協力のもとに計画を推進する

とともに、審議会等を運営し、専門家や被保険者の代表等の意見を聴きながら、毎年計画

の進捗状況について点検・評価を行い、適宜公表することが必要です。 

府では圏域ごとや府内全体の計画進捗状況を取りまとめ、市町村に提供するなど、市町

村計画の進捗状況に係る点検・評価についても支援します。 

 

 

 

 

 


